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資料３ 



《平成 22年度第 20回大阪府戦略本部会議資料》 

部局長マニフェスト 進捗状況チェックについて 
 

 大阪府では、府庁組織の各部門の政策推進とマネジメントの要である部局長自身が、

自らの部門が遂行する戦略目標や具体的な成果指標を掲げ、知事との間でその実現を

“ 約束” し、府民の皆様に「部局長マニフェスト」として公表しています。 

 

■ 「部局長マニフェスト」は、組織目標の達成に向けた PDCA サイクルを構築し、目標の達

成度を測定、評価･検証する仕組みとしています。 

■ 平成 22年度の「部局長マニフェスト」に掲げている目標の達成に向けた取組みについて、

このたび、進捗状況をとりまとめましたので、府民の皆様にご報告します。 

■ 最終的な目標達成度の測定、評価・検証は、年度終了時に実施する予定です。 
 



危機管理監マニフェスト・進捗状況チェックシート 
 

■危機管理監コメント 

 

 

 

■総括表 
戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】総合治安対策の推進  

【重点課題２】地域住民主役の防犯・防災まちづくり  

【重点課題３】大阪府庁の災害対応力の向上  

【重点課題４】ひきこもり青少年ゼロ・プロジェクト  

平成 21年度から「地域住民や企業が主人公の防犯・防災まちづくり」を掲げ、「市町村との協働」、「警察との協働」、「事業者との協働」、そして「地域と
の協働」を推進してきました。その結果、各地域でそれぞれの持ち味を活かした協働取組みが着実に拡がっています。引き続き「犯罪や災害に強いまちづ
くり」につながる地域の取組みを強力に支援してまいります。 
また、ひきこもりなど課題を抱える青少年やその家族を地域で早期に発見し支援する「大阪独自のしくみ」づくりに向けて、いま具体策を検討しています。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 
（目標達成済み／計画を上回るペースで取り
組みが進んでいる／概ね目標達成のメド（８
割以上の進捗）がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 
（目標達成に向けスケジュールどおりに進ん
でいる／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 
（想定したスケジュールどおり進んでいない
／目標の達成が困難な見通し など） 
 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

総合治安対策の司令塔機能の強化 

●両政令市を核とした市町村との連携による事業推進を図ってい

きます。 

●庁内連携体制のもと、総合治安対策の部局連携事業を推進しま

す。 

・環境に配意した防犯環境の普及を図るため、防犯灯のＬＥＤ化

を進めます。 

●大阪府安全なまちづくり推進会議を開催（H22.5.18）し、平成23年末までに街頭犯罪全国

ワーストワン返上を目標に、政令市をはじめオール大阪での取組推進を行っていくこととし

ました。 

●市町村や警察と協議を重ね、街頭犯罪の多発地域（駅前のターミナル・道路・その他駐

輪場、駐車場等）に防犯カメラを設置するための市町村補助事業の検討を行っています。 

※H21 年度「街頭犯罪多発地域防犯カメラ設置補助金」による設置状況等 

 ・33 市町（政令市を含む。）352 箇所、1,361 台設置 

 ・防犯カメラ設置周辺の街頭犯罪認知件数が約2割減少（防犯カメラ設置後のH22.4～

H22.9 で集計） 

●平成 21 年度から実施している大阪府青色防犯パトロール推進委託事業について、平成

21 年 10 月 2日の開始から、24市で犯罪抑止活動を実施しています。 

●地球環境に配意しつつ、防犯環境の向上につながる LED 防犯灯の設置促進を図るた

め、市町村に対する防犯灯の LED 化促進補助事業や環境農林水産部と連携した事業の

検討を進めています。 

※今後の取組み 

・引き続き、関係機関と連携した取組推進を図り、相乗効果を最大限に発揮させるととも

に、防犯カメラの設置促進や大阪府青色防犯パトロール隊の効果的な運用など、街頭犯罪

の更なる抑止に努めます。 

地域安全センターの設置促進 

●地域安全センター（小学校の余裕教室等を活用した地域の安全

活動拠点）の設置を拡大します。 

（取組内容） 

・50 小学校区に設置します。（Ｈ23年度までに150小学校区での

設置を目標） 

●各土木事務所（地域支援課）と協力して、市町村、地域住民に対し、地域安全センター事

業の説明、設置の働きかけを実施しました。 

●現在の設置状況は、5 市 4 町（東大阪市、八尾市、大阪狭山市、松原市、河内長野市、

豊能町、太子町、岬町、田尻町）23 小学校区で活動を展開しています。 

 

重点課題１ 
【総合治安対策の推進】 

進捗状況 



・事業推進にあたっては、小学校の芝生化や自主防災活動の活

性化、学校支援地域本部事業など地域力再生の取組みと連携

し、土木事務所地域支援課と一体となって事業展開を図ります。 

※ 今後の取組み 

・約100小学校区で設置に向けた協議がなされており、今後、市町村、地域住民などと調整

しながら、今年度中の目標である 50 小学校区以上の設置を目指します。 

少年補導ｾﾝﾀｰの設置促進 

●非行防止活動の充実を図るため、地域のネットワークの構築を

目的とした 少年補導センターの設置を促進します。 

（取組内容） 

・府内 10 箇所に設置します。 （Ｈ23 年度までに 21 箇所設置を

目標） 

・少年非行防止活動に関する研修・合同補導を実施し、地域の

少年非行防止活動の充実を図ります。 

●本年度、2 町（島本町、太子町）で新たに活動を開始し、現在、4 市（泉大津市、池田市、

和泉市、阪南市）2 町で活動を展開しています。 

●少年補導センター設置市町を中心に、地域ボランティアとの合同補導を合計92回実施し

ました。（参加人員述べ 2,000 人） 

●少年非行の現状・少年に対する声のかけ方等、少年の非行防止に関する研修会を 5 市

町で実施しました。（参加人員合計約 200 名） 

※ 今後の取組み 

・現在、6 市町で設置に向けた協議がなされており、地域ボランティアとの合同補導や、少

年非行に関する研修会を実施し、地域の非行防止を活動の充実を図るとともに、市町村と

設置協議を進め 10 市町村での設置を目指します。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

●1 年後（H23 年末）に街頭犯罪認知件数ワースト 1 返上を目指し

ます。 

●地域安全センター設置市町村内の声かけ等事案や街頭犯罪認
知件数の更なる減少を目指します。 
●少年補導センター設置市町村を管轄する警察署における少年非
行の状況（刑法犯検挙補導人員、全検挙補導人員における少年
の割合など）の改善を目指します。 

●犯罪等情勢（H22.11 末現在、暫定値） 

・街頭犯罪認知件数の状況 

大阪府 73,107 件（昨年同期比－14,075 件、－16.1%） ～ ワースト 2 位 

  ※他府県の状況 

東京都  75,461 件（前年同期比－3,258 件、－4.1%） ～ ワースト 1 位 

愛知県  55,850 件（前年同期比－10,858 件、－16.3%） ～ ワースト 3 位 

・声かけ等事案の状況 

16 歳未満の子どもに対する声かけ等事案  723 件（前年同期比－24 件、－3.2%） 

小学生以下の子どもに対する声かけ等事案 487 件（前年同期比＋13 件、＋2.7%） 

※地域安全センター設置市町村内の声かけ等事案や街頭犯罪認知件数声掛け等事案

等は、統計確定後に検証を実施します。 

●少年非行の状況（H22.10 末現在、暫定値） 

  ・刑法犯少年の検挙補導人員等 

刑法犯少年の検挙補導人員 6,418 人（前年同期比－927人、－12.6%） 

全検挙・補導人員に占める少年の割合は、32.1%（前年同期比 －0.7%） 

※少年補導センター設置市町村を管轄する警察署の少年非行の状況については、統計

確定後に検証を実施します。 



《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

●府民の安心感の向上を目指します。 

指標：治安が悪い・どちらかといえば悪いと思う府民の割合をＨ

23 年度までに 50%以下にします。（H21年 51.6%） 

●治安が「どちらかといえば悪い、悪い」の割合 

H21 年 10 月実施 51.6% → H22 年 9 月実施 54.7%（3.1 ポイント上昇） 

[参考] 

※「どちらかといえば良い、良い」の割合 

   H21 年 10 月実施 13.7% → H22 年 9 月実施 11.4%（2.3 ポイント下降） 

※「良いとも悪いとも思わない」の割合 

   H21 年 10 月実施 34.7% → H22 年 9 月実施 33.9%（0.8 ポイント下降） 

●地域防犯活動をはじめとする地域コミュニティの活性化を目指し

ます。 

 指標：住民による防犯活動が行われている・どちらかといえば行

われていると思う府民の割合を H23 年度までに 33％以上にし

ます。（H21 年 24.6%) 

●住民による防犯活動が「行われている、どちらかといえば行われている」と思う府民の 

割合 

H21 年 10 月実施 24.6% → H22 年 9 月実施 42.5%（17.9 ポイント上昇） 

[参考] 

※「行われていないほうだと思う、行われていない」と思う府民の割合 

  H21 年 10 月実施 29.2% → H22 年 9 月実施 16.1%（13.1 ポイント下降） 

※「どちらともいえない」と思う府民の割合 

   H21 年 10 月実施 38.0% → H22 年 9 月実施 32.3%（5.7 ポイント下降） 

●少年非行が改善したと府民が実感できることを目指します。 

 指標：喫煙したり、たむろしたり、深夜徘徊等不良行為を見かける

ことがよくある府民の割合を H23 年度までに改善します。（H21

年 23.1%) 

●「喫煙したり、たむろしたり、深夜徘徊等不良行為を見かけることがよくある」府民の割合 

   H21 年 9 月実施 23.1% → H22 年 9 月実施 23.8%（0.7 ポイント上昇） 

[参考] 

※「たまにある」府民の割合 

 H21 年 9 月実施 46.4% → H22 年 9 月実施 46.5%（0.1 ポイント上昇） 

※「あまりない」府民の割合 

 H21 年 9 月実施 26.6% → H22 年 9 月実施 26.7%（0.1 ポイント上昇） 

 
 
 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

地域安全センターの設置促進 

●地域安全センター（小学校の余裕教室等を活用した地域の安全

活動拠点）の設置を拡大します。 

（再掲） 

●各土木事務所（地域支援課）と協力して、市町村、地域住民に対し、地域安全センター事

業の説明、設置の働きかけを実施しました。 

●現在の設置状況は、5 市 4 町（東大阪市、八尾市、大阪狭山市、松原市、河内長野市、

豊能町、太子町、岬町、田尻町）23 小学校区で活動を展開しています。 

※ 今後の取組み 

・約100小学校区で設置に向けた協議がなされており、今後、市町村、地域住民などと調整

しながら、今年度中の目標である 50 小学校区以上の設置を目指します。 

住民の自助・共助による地域防災活動の促進 

●地域特性に応じた防災啓発を土木事務所と連携し、全市町村で

展開します。あわせて、民間住宅の耐震化の必要性についても

訴えていきます。 

（取組内容） 

・住民参加の実動訓練、防災マップづくり、防災講演会、防災イ

ベントでの啓発、DIG訓練等（簡易型図上訓練） 

●市町村を通じて地域住民の防災活動への支援を行い、自主防災

の組織化と活動の活性化を促進します。また、企業に対し、地域

の構成員としての防災活動への参画が得られるよう働きかけま

す。 

●土木事務所と連携し、住宅の耐震化や津波対策等の啓発活動、DIG 訓練、地域防災マ

ップづくり、講演等を 31 市町で実施しました（H23.3 までに全市町村で実施予定）引き続

き、各市町村のニーズを踏まえながら、効果的な啓発活動を展開します。 

●地域力再生支援事業を通じて、小学校区単位での防犯・防災・高齢者の見守り等、住民

が主体となった取組み支援を行っています（Ｈ22 年度 9 市町 39 小学校区から申請（予

定）。また、校区内にある大学やゴルフ場と避難受入場所として協定を結び企業等に防災

活動参加を促進している地域もあります。 

●自主防災組織率 50％未満の全市町村に対してヒアリングを実施しました。それぞれの課

題を把握した上で、活動の活性化及び組織の結成促進方策を検討し、他市事例の紹介、

必要な情報提供や助言を通じて、自主防災組織率 50％以下の市町村ゼロ実現をめざし

ます。 

●地域防災マップづくり、自主防災組織リーダー研修、防災指導者研修等を通じて、府民

の防災意識の向上、自主防災組織の活動活性化、組織の結成をさらに促進します。 

 

重点課題２ 
【地域住民主役の防犯・防災まちづくり】 

進捗状況 



『大雨災害による死者ゼロ』を目指した避難対策の促進（都市

整備部との連携） 

●自然災害の中でも、風水害、特に大雨に起因する氾濫・土砂災

害といった大雨災害は、住民にとって最も身近な自然の脅威で

す。大阪府域で『大雨災害による死者ゼロ』を目指した総合的・  

効果的な対策を重点的に取り組みます。 

（取組内容） 

・政令市や土木事務所と連携して、住民の避難対策の必要性を

全市町村に浸透させ、市町村の避難勧告・判断伝達マニュアル

作成を促進します。 

●大阪府で避難対策・判断伝達マニュアルの雛型を作成した上で、土木事務所と連携しな

がら、市町村に対して、繰り返し説明会を実施し、避難対策の必要性の浸透に努めてい

ます。 

●「マニュアル作成手順」を作成、具体的なイメージを市町村に示し、市町村の担当者に内

容を理解してもらいながらマニュアル作成を促進しています。 

・全体説明会 2 回 

 ・土木事務所毎説明会 延べ７回                     

・市町村毎説明会 10 自治体延べ 10 回 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

●自主防災組織率 100％をめざし、今後 2 年間で組織率 50％未満

の市町村（18 市町村）をゼロにします。（H23 年度まで） 

●自主防災組織率 50％未満の市町村は、16 市町村に減少 

 ・Ｈ21.4（２３市町村）→Ｈ22.4（１８市町村）→Ｈ22.11（１６市町村） 

［参考］ 

※自主防災組織率 Ｈ21.4（７５．８％）→Ｈ22.4（８０．７％） 

府内全市町村で大雨災害に備えた避難勧告・判断伝達マニュアル

作成を促進します。 

●全市町村でマニュアル作成のための庁内検討組織を設置 

●全市町村においてマニュアルを策定（H23 年度） 

●未策定市町村(38 市町村)でマニュアル作成のための庁内検討体制を整備しました。 

●府内７土木事務所と連携し、土木事務所ごとあるいは市町村ごとに作成作業会を開催

し、未策定市町村で避難勧告・判断伝達マニュアルの作成作業が順次着手されています。  

・作成作業会 12 自治体延べ 12 回 

［参考］ 

 ・氾濫災害編  5 市町村／43 市町村（策定済み） 

・土砂災害編  4 市町村／33 市町村（策定済み） 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

当初のマニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

●府民意識・認知度・満足度の向上、住民自らの取組、地域の取組

の向上を目指します。 

  指標： 

●府民がお住まいの地域で共助の取組みにより、地震災害や大雨災害などが発生した際

にその備えが出来ていると思う府民の割合  

Ｈ21 年 10 月実施：9.9％ → 22 年 9 月実施：20.7％（10．8 ポイント上昇） 



・府民がお住まいの地域で共助の取組みにより、地震災害や大

雨災害などが発生した際にその備えが出来ていると思う府民の

割合 21 年度(実績）：9.9% 22 年度⇒15％ 23 年度⇒20% 

・住民組織による防災マップの作成箇所数が、確実に伸びてい

ること。 

●地域防犯活動をはじめとする地域コミュニティの活性化を目指し

ます。(再掲） 

（再掲） 

●住民による防犯活動が「行われている、どちらかといえば行われている」と思う府民の 

割合 

H21 年 10 月実施 24.6% → H22 年 9 月実施 42.5%（17.9 ポイント上昇） 

[参考] 

 ※「行われていないほうだと思う、行われていない」と思う府民の割合 

  H21 年 10 月実施 29.2% → H22 年 9 月実施 16.1%（13.1 ポイント下降） 

 ※「どちらともいえない」と思う府民の割合 

   H21 年 10 月実施 38.0% → H22 年 9 月実施 32.3%（5.7 ポイント下降） 



 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

初動体制の充実強化 

●府庁 BCP（H21.6 作成）に各部局の初動体制や今秋以降の WTC

への部局移転等の要素を反映させた府庁BCP（第2版）を作成し

ます。 

●緊急防災推進員【解説 7】の対応力向上のため、土木事務所や

市町村と連携しながら、災害対策活動に係る訓練や研修の充実

を図ります。 

●咲洲庁舎への部局移転、大阪府地震災害対策訓練（Ｈ23.1.17 実施予定）にあわせ、府

庁 BCP（H21.6 作成）の見直しを、庁内各部局と調整しながら進めています。 

●全体及び基礎研修は 8 月末までに完了、現在、大阪府地震災害対策訓練（Ｈ23.1.17 実

施予定）に向けて、土木事務所及び市町村と連携しながら実践的な災害対策活動に係

る研修を実施しています。 

市町村 BCP作成支援 

●内閣府作成のガイドライン等に基づき、市町村 BCP が整備され

るよう促進方策を講じ、作成を支援します。 

●府内全市町村危機管理担当者を対象にＢＣＰ策定に係る説明会を実施しました 

（Ｈ22．7．27） 

●ＢＣＰ策定に関するアンケート調査を全市町村を対して実施し、ＢＣＰに対する認識や課

題を把握するとともに、個別にヒアリングを実施し、策定促進方策について検討を開始しま

した。 

 

 

実践的な防災訓練の実施（府県連携・府市連携の充実） 

●緊急参集訓練をはじめ、府と市町村が連携した実践的な防災訓

練を実施します。 

●防災訓練を通じて得られた成果等を反映した実践的な初動マニ

ュアルを再整備していきます。 

●関西広域連合設立を見据えながら広域的な防災訓練の実施を

関係府県に働きかけます。 

●大阪府地震災害対策訓練（Ｈ23.1.17 実施予定）に向けて、２政令市（大阪市・堺市）及び

消防・警察・自衛隊等関係機関や近隣府県と連携した訓練が実施できるよう調整を進め

るとともに、訓練計画を策定していきます。 

●実践的な緊急防災推進員初動マニュアルとなるよう、本年度末を目途に改訂していきま

す。 

●関西広域連合が設立されたことを踏まえ、広域防災上の取組みはもとより、府の防災訓

練でも広域的な連携が図れるよう調整を進めていきます。 

 

 

 

重点課題３ 
【大阪府庁の災害対応力の向上】 

進捗状況 



《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

全庁版 BCP 第 2 版の作成（H22 年度中） 

緊急防災推進員初動マニュアルの改訂（H22 年度中） 

●防災訓練での検証を踏まえ、実践的な初動マニュアルを再整備 

●府庁版ＢＣＰと部局版ＢＣＰの整合を確保するとともに、咲洲庁舎への部局移転による変

動要素（参集人員、業務資源確保等）を反映した、全庁版ＢＣＰ（第 2 版）を作成します。 

●本年度実施してきた研修・訓練（計５回）及び大阪府地震災害対策訓練（Ｈ23.1.17 実施

予定）での検証を踏まえ、実践的な緊急防災推進員初動マニュアルとなるよう、本年度

末を目途に改訂します。 

市町村 BCP 作成に向けた理解促進  

●市町村ヒアリング等を通じて作成に向けた実態調査を実施すると

ともに、BCP 作成に対する理解を深めます。 （数値目標は、実

態調査を経て設定） 

●府内市町村ＢＣＰ策定検討会（府内７市より構成）を設置し、11 月に実施しました。（今後

月 1 回ペースで実施予定）Ｈ22 年度中に市町村ＢＣＰ整備に向けた促進方策をとりまと

めます。 

府と市町村が連携した実践的な防災訓練の実施 （平成２２年度：２

政令市＋α市町村との連携）  

近畿府県防災・危機管理協議会（各府県知事をもって構成）の場

においてより実践的な防災訓練の実施を働きかけます。 

●大阪府地震災害対策訓練（Ｈ23.1.17 実施予定）に向けて、2 政令市（大阪市・堺市）及び

消防・警察・自衛隊等関係機関と連携した訓練が実施できるよう調整を進めています。 

  また、次年度においては、兵庫県や和歌山県等近隣府県と連携した訓練の実施につい 

て調整を進めていきます。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

◆年度当初の目標設定時点には初期値がないため、目標値・水準を設定できなかったもの 

当初のマニフェストの内容 府民意識調査を踏まえた業績目標の設定 

大阪府庁の実践的な災害対応力の向上を目指します。 

●防災訓練参加職員等を対象としたアンケートを実施し、効果検証

の上、課題を把握し、必要な改善を講じます。 

● 府民がお住まいの地域で自助、共助，公助の取組みにより、地

震災害や大雨災害などが発生した際にその備えが出来ていると

思う府民の割合。  

●地震対策訓練実施に併せて職員アンケートを実施し、訓練に係る課題等の検証を行って

いきます。 

●府民がお住まいの地域で自助、共助，公助の取組みにより、地震災害や大雨災害など

が発生した際にその備えが出来ていると思う府民の割合 

H22 年 9 月実施：25％→H23年度末までに 33％を目指します。 

［参考］ 

H22 年 9 月実施 

※「どちらかというとそう思わない、そう思わない」と思う府民の割合 （48．3％） 

※ 「わからない」と思う府民の割合（25．8％） 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

「大阪ひきこもりサポーター連絡会議」（仮称）の設置・運営 

●庁内の司令塔として、関係部局をはじめ、教育、福祉、保健・医

療分野の関係機関や NPO 団体等に参画を求め、ひきこもりの予

防から発見・相談、そして社会参加・社会的自立につなげていく

ための総合的な支援体制を構築し、市町村における地域支援ネ

ットワークを支援します。 

●ひきこもり等の課題解決に向けた効果的な手法を専門的な観点

から検討する専門家会議を設置します。 

●ひきこもり等サポーター連絡協議会（H22.6.22 第１回会議）を立ち上げ、総合的な支援体

制の構築に向けた取り組みを進めています。 

 連絡協議会の第2回会議（H22.12.14 開催予定）からは、民間の専門機関（4団体）の参画

も予定しており、引き続き総合的な支援体制の強化を図っていきます。 

●ひきこもり等サポーター連絡協議会のもとに専門家会議（H22.7.20 第 1 回会議）を設置

し、専門的な観点からの検討を行って施策に反映していく体制を構築しました。 

 専門家会議の第 2 回会議（H22.12.7 開催予定）では、平成 23 年度のひきこもり支援事業

（案）について、「子ども・若者の自立支援に関する調査（案）」について及び「事業ガイドラ

イン」「ひきこもり問題解決プログラム」のとりまとめの方向性について検討を行う予定で

す。 

「指定支援機関型 ＮＰＯ等育成事業」を実施 

●市町村における地域支援ネットワークの中核を担うＮＰＯ法人等

の育成 

 ・地域支援ネットワークの核として、専門機関が連携した相談支援

体制の中心的な機能を担うＮＰＯ法人等を育成します。 

●市町村における地域支援ネットワークの形成に向けたノウハウ

の蓄積と課題の抽出 

 ・市町村等と協力し、ニートやひきこもり等の青少年の支援方策を

検討するケース会議やサービス調整会議等を実施し、地域支援

ネットワークの形成に向けたノウハウの蓄積と課題を抽出しま

す。 

府内１０箇所程度で取組みを実施します。 

●NPO法人等の民間支援機関に事業を委託し、関係機関等とのケース会議や相談支援な

ど地域支援ネットワーク構築に向けた取り組みを行っています。併せて、地域支援ネット

ワークの中核を担う NPO 法人等の育成を図っています。 

 事業の実施期間：平成 22 年 6 月 7 日～平成 23年 3月 31日 

●事業委託先の民間支援機関における取組みについては、それぞれから府へ報告を行う

とともに、専門家会議委員とともに委託先の民間支援機関による事業検討会を実施して

います。 

※委託先の民間支援機関による事業検討会をこれまで 4 回開催（6.24、7.29、8.23、10.14） 

今後、事業の取組み成果をとりまとめ、専門家会議において検証を行うとともに、地域支 

援ネットワーク構築に向けたノウハウの蓄積や課題の抽出を行っていきます。 

府内１１市において、１４団体の NPO 法人等の民間支援機関に事業を委託しています。 

重点課題４ 
【ひきこもり青少年ゼロ・プロジェクト】 

進捗状況 



《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

●「大阪ひきこもりサポーター連絡会議」を設置し、府内における総

合的な支援体制を確立します。 

●市町村が地域支援ネットワークを構築するための「事業ガイドラ

イン」を策定するなど、府内全域での地域ネットワーク構築をめざ

します。 

●専門家会議において、ケーススタディをもとに「ひきこもり問題解

決プログラム」をとりまとめ、広く関係者等に情報発信を行いま

す。 

●ひきこもり対策の課題を整理・検証し、支援制度の充実に向け、

国に対し制度提案を行うとともに財源措置を求めていきます。 

●ひきこもり等サポーター連絡協議会（H22.6.22 第１回会議）を立ち上げ、総合的な支援体

制の構築に向けた取り組みを進めています。 

 第２回会議（H22.12.14 開催予定）では、民間の専門機関も参画する予定です。 

●「指定支援機関型NPO等育成事業」を委託しているNPO法人等の民間支援機関からの

報告をとりまとめるとともに、今後、専門家会議においても検討を行い、地域支援ネットワー

ク構築に向けた取り組みを行っていきます。 

●「指定支援機関型 NPO 等育成事業」を委託している NPO 法人等からの報告や、先進的

な取り組みを行っている他府県や政令市・市町村等の情報を収集し分析・検証を行うととも

に、専門家会議での検討を踏まえ「事業ガイドライン」、「ひきこもり問題解決プログラム」を

とりまとめ広く関係者等に情報発信を行っていきます。 

●引き続き本年度の取り組みを進め、成果や課題をとりまとめるとともに、次年度以降の支

援事業を構築し、国に対し制度提案・財源措置を求めていきます。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

当初のマニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

●若者が自立しやすい街だと思う府民の割合を高めます。 

  指標：若者が自立しやすい街だと思う府民の割合を H26 年度ま

でに 40%以上にします。（H21 年 25.73%） 

●平成 22 年末に実施予定である大阪の子育て環境についてのアンケートの結果などを踏

まえ、支援施策について検証を行っていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 



 

 

政策企画部長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
■政策企画部長コメント 

 

 

 

 

 

 
 

■総括表 
戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】大阪の成長戦略の策定  

【重点課題２】関西国際空港の機能向上  

【重点課題３】大阪・関西発“ 地域主権改革” の推進  

【重点課題４】大阪の高校教育のあり方  
 
 
 
 

・ 「大阪の成長戦略」については、早い段階から、国の新成長戦略策定や総合特区制度創設に対して積極的な提案を行えるよう、素材づくりを行いなが

ら、具体的な成長目標とそれを達成するための道筋を明らかにするため、そのとりまとめに力を尽くしてきました。このたび、府議会をはじめ、市町村や

民間企業、NPO や多くの府民の皆様のご意見・ご協力をいただき、高い成長目標を掲げ、その達成に向けチャレンジするための取り組み、そして実現に

向けた工程などを明らかにすることができました。今後は、この内容を関係の皆様と共有し、具体化に向けた取組みを進めながら、必要に応じて、よりよ

いものへとバージョンアップさせていきたいと考えています。 

・ 関西国際空港については、大阪国際（伊丹）空港との経営統合を通じた財務構造の改善策をはじめとした積極的強化策が国から示されるなど、かねて

から主張していた大きな方向性が決まりました。引き継き、国に実現を求めていきます。 

・ 地域主権改革については、関西広域連合が、７府県の参加により１２月１日に設立され、大きな一歩を踏み出すことができました。都道府県レベルでの

広域連合は全国初です。今後は、住民の皆様にも、広域連合による広域行政の効果を感じていただけるよう、国の権限移譲の受け皿としても最大限活

用しながら、大阪・関西発の地域主権改革をさらに推し進めていきます。 

・ 大阪の高校教育のあり方については、私立高校等の授業料支援補助金を所得中位以上の世帯まで大幅に拡充することを「府政運営の基本方針 2011」

に位置付け、予算措置の検討に入りました。また、同時に生徒の自由な学校選択を保障する観点から、公私間の受入枠（「７・３」枠）が見直されようとし

ています。今後、公私トータルで政策の効果を分析、検証し、大阪の高校教育の向上に向けた取り組みをする必要があります。 

・ マニフェストに掲げた課題への取組みは概ね計画どおりに進んでいると考えますが、これからが正念場です。引き続き、府民の皆様に「変化」を実感して

いただけるよう、全力で取り組んでまいります。 

 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 
（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 
（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 
（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 
 
 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

大都市圏における大阪の成長戦略を策定し、その具体化に

取り組みます。 

（内容） 

 大阪経済が抱える課題やこれまでの大都市圏政策など成長阻害

要因の分析・検証、“競争による成長”の具体像やそれを支える新

たな仕組みなど 

（基本方向）  

 ①高付加価値を産み出す、②対内投資を拡充する、③消費と雇

用を拡大する 

（分野のイメージ例） 

 ①内外の集客力強化、②人材力強化・活躍の場づくり、③強みを

もつ産業・技術の強化、④アジア活力を取り込む物流・人流イン

フラの活用  など 

 

※取組概要 

平成 22 年 5～6 月 

  国の「新成長戦略」を視野に、提案をとりまとめ 

平成 22 年 11 月 

国における制度創設・改正等の状況を踏まえ、「府政運営の

基本方針2011」において、府として取り組むべき政策課題を整

理（戦略の策定） 

  ⇒ 具体的な事業化に向けた取組みを進めます。 

○「大阪の成長戦略（素案）」を策定（8 月 27 日） 

  実質成長率 2％以上などの目標を掲げ、成長に向けた短期・中期（3～5 年）の 

  具体的な取組をとりまとめ。 

○府民、府議会、経済界、市町村の意見を踏まえ、（素案）から（案）へ修正（12 月 3

日） 

○年内目途に最終とりまとめを予定。 

あわせて、府民の皆様にわかりやすくお伝えする概要版を作成予定。 

（内容） 

第１章 ：要因分析・検証 

・長期低落傾向が続く大阪の状況、大阪に長期低落をもたらした背景となる原因 

第２章 ：成長目標 

・「成長率」、「雇用創出」、「訪日外国人・貨物取扱量」 

第３章 ：大阪・関西が目指すべき方向 

・「ハイエンド都市」、「中継都市」 

第４章 ：成長のための源泉 

・内外の集客力強化  ・人材力強化、活躍の場づくり 

・強みを活かす産業、技術の強化 

・アジア活力の取り込み強化、物流人流インフラの活用  ・都市の再生 

第５章：成長をリードしていく仕組み 

 

※国に対する提案等については、アウトプット欄に記載 

重点課題１ 
【大阪の成長戦略の策定】 

進捗状況 



 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

大都市圏における大阪の成長の戦略 

⇒ 国の「新成長戦略」、大都市圏政策などへの反映 

 「新成長戦略」（22年6月策定予定）や新たな大都市圏政策など、

国の政策やプロジェクトの具体化につなげます。 

○国の「新成長戦略」（6 月 18 日）への反映 

「総合特区」の必要性や「中継都市」の考え方等について国へ提案（5 月 23 日） 

その結果、「新成長戦略」に「総合特区制度」や「関空の再生」などが明記 

○国で検討中の「総合特区制度」、「大都市圏戦略基本法（仮称）」に向けた提案 

「総合特区制度」について、仕組み案含めた具体的な提案を実施（9 月 21 日） 

「大都市圏戦略基本法」について、戦略に必要な視点などの提案を実施（10 月 21 日） 

大都市圏における大阪の成長の戦略 

⇒ 「府政運営の基本方針 2011」への反映 

 府として取り組むべき政策課題については、「府政運営の基本方

針2011」（22 年11月策定予定）において、重点事業として具体化を

めざします。 

○「府政運営の基本方針 2011」（11 月 9 日）への反映 

基本的な姿勢を「改革」と「成長」と定め、「政策創造」のパーツに反映 

今後、府として取り組むべき内容について、知事重点事業として位置付け、具体化を図っ

ていく。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

※戦略の具体化を図る中で、目標値を設定します。 ○成長目標を設定 

 目標（概ね 2020 年までの 10 年間を目途） 

① 実質成長率 年平均 2％以上 
② 雇用創出   年平均 1万人以上 
③ 訪日外国人 2020 年に年間 650 万人が大阪に 
貨物取扱量 2020 年に関空 60 万トン増、阪神港 190 万 TEU 増 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

関空の競争力の向上 
アジアの空港間競争を勝ち抜けるよう着陸料をはじめとする空港

利用コストの低減に向け、関空会社の財務構造の抜本的改善（有

利子負債の軽減等）の履行を国に求め実現していきます。 

○本年５月に、国交省成長戦略において、関空の機能強化に向けた財務構造の改善策が

示されたことを受け、同戦略の早期具体化を働きかけ。 

○１１月に、国交省から地元に対し関西国際空港・大阪国際空港の経営統合の具体案が

示された。 

→関空の観光・物流ハブとしての地位確立、首都圏空港と並ぶ国際拠点空港としての再

生を果たすという目的を明確にし、経営統合案に対する意見書をまとめ国に実現を求め

てきた ところ。 

○府貸付金の確実な償還等を前提に、国が主体的責任を果たし、関空を西日本の国際ハ

ブ空港としていくための案となるよう、補強を含め協議していく。 

出入国拠点機能の確立・航空便ネットワークの充実 
効果的なエアラインへのインセンティブ（関空促進協の就航奨励

一時金制度）を整え、戦略的な国際定期便の就航誘致を実現しま

す。 

○関空会社との緊密な連携の下、戦略的なプロモーション活動を実施中。 

→本邦社の減便が続く中、外国航空会社、ＬＣＣ（格安航空会社）を積極的に誘致。 

○本年９月に、関空島内で国内空港初の「医薬品専用共同定温庫」が運用開始。 

→国内外の医薬品航空貨物の着実な取込みに向け、関空促進協として新たなインセンティブ  

制度を創設。 

アクセス利便性の向上 
空港へのアクセスの飛躍的な向上について、国の理解を図らせ、

事業化に向けて関係機関と連携して取り組みます。 

（取組内容） 

・「なにわ筋線」について、国の実施する調査に参画し、関係者と

事業化を検討 

・交通事業者、航空会社などと連携したアクセス料金の低減化の

試み 

・長期的観点から高速アクセスの研究を国と開始 など 

○「なにわ筋線」 

昨年度、国、地元自治体、経済界、鉄道事業者等が参画する検討会が近畿運輸局に設置され、

府（都市整備部）も参画し、ルート・構造や需要、採算性等の事業化に向けた調査・検討を進めて

いるところ。 

 

○「アクセスコスト低廉化」 

交通事業者等が実施する各種の企画割引きっぷ造成等の事業に対して、関空促進協の枠組み

を活用し側面的に支援。また連絡橋通行料金低減について関空会社とともに国に強く働きかけ。 

 

○「リニア方式等による高速アクセス」 

本年６月に国土交通省、大阪府、大阪市からなる「関空アクセス研究会」が設置され、ルート・  

構造、採算性等を研究中。次年度以降、調査精度を一層上げられるよう、必要な予算措置を含

め、国に働きかけ中。 

重点課題２ 
【関西国際空港の機能向上】 

進捗状況 



 

 

大阪国際空港のあり方 
環境基準の達成に留意しつつ、国交省成長戦略会議等国の動き

に連動し、まちづくりを含めた長期のあり方について、地元市等の

理解と協力を得ながら府民議論を深めていきます。 

○当面の大阪国際空港の運用については、環境対策に万全を期すことを前提に、国の成長戦略

に沿って新会社が設立された場合は民間の経営判断により運用されることが望ましいとの立場

を国にも明示。 

○長期的なあり方については、現時点では経営統合の具体化の行方が不確定であり地元市等と

具体的な意見交換を行う段階ではないが、情報交換を行っている。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

関空の競争力の向上 
関空のバランスシート改善を進めるべく、関西・大阪両空港の経

営統合などの財務構造の改善策について、地域主権の観点から

積極的に働きかけを行うなど、関空の国際競争力が強化されるよ

う国に求め、平成２３年度国予算への反映を目指します。 

⇒アジアの空港間競争に負けないような利用コストが早期に実現

できる条件整備を求めます。 

○本年５月、国交省成長戦略において、関空が首都圏空港と並ぶ国際拠点空港として発

展できるよう、伊丹との経営統合、事業運営権の民間へのアウトソーシングなどの手法

により、関空のバランスシート改善を図るという方向性が示された。 

○７月には、関空促進協を通じ、関空の機能強化に関する要望活動を実施。その結果、２３

年度の国交省概算要求では、関空・伊丹の経営統合に係る準備経費（１２億円）、関空

会社のバランスシートの改善実現までの激変緩和措置として補給金（７５億円）を計上。 

○１１月、国交省から地元に対して、関西国際空港・大阪国際空港の経営統合の具体案が

示されるとともに説明が行われたことを受け、経営統合案に対する意見書をまとめ国に

実現を求めたところ。                

出入国拠点機能の回復・航空便ネットワークの充実 
（国際旅客） 

・平成２１年度からの３年以内を目途に過去最高の便数時（H19

夏）の 56 都市（29 カ国・地域）への就航を目指します。 

《H22 夏計画》  55 都市（25 カ国・地域） 

（国際貨物） 

・「３国際拠点空港〔解説３〕の取扱量に占める割合」を 25%以上を

目指します。 

・「輸出入額」を、３年以内を目途に過去最高(約 7.8 兆円)の更新を

目指します。 

○旅客便は、本邦航空会社の減便があった中、外国航空会社の新規就航や増便により就航ネット

ワークを確保。貨物便も新規就航や増便が実現。医薬品取扱量についても増加。 

→H22冬計画の概況：H21冬計画からの増減便数 本邦社 ▲81.5 便 外国社 +100 便（+18.5 便） 

→国内空港最多のＬＣＣが就航（5社7路線 42便/週） 

  新規ＬＣＣ：H22.4～エアプサン（釜山）、H22.7～ジェットスターアジア（台北～シンガポール） 

→ＡＮＡを中心とした共同出資による新たなＬＣＣが立ち上がる予定（H２３.１月会社設立予定、 

Ｈ２３秋就航予定）開港以来初となる関空を拠点とする航空会社への支援を関空促進協として

検討 

→世界最大の貨物航空会社が着実に増便 

H20冬計画 26便/週 → H21冬計画 32便/週 → H22冬計画43便/週 

→医薬品取扱量：H21.10 月実績 509 万トン → H22.10 月実績 536 万トン （+5.3%） 

（国際旅客） 

○H22冬計画では、就航都市数の目標を達成 就航都市数56都市（24 カ国・地域） 

→新規就航都市：清州（H22.9～大韓航空）、クチン（H23.1～マレーシア航空） 等 

（国際貨物） 

○貨物取扱量、輸出入金額とも回復基調 

→貨物取扱量：H21 年度最終実績 22.2% → H22年度10月末実績 23.6%（+1.4%） 

輸出入金額：H21年度10月末実績 3.7 兆円 →H22年度10月末実績 4.1 兆円（+0.4 兆円） 

 



 

 

アクセス利便性の向上 
《取組み例》 

・昨年国設置の「高速交通ネットワークへの鉄道アクセス改善方策

に関する検討会」において事業化にあたっての最終取りまとめ 

・鉄道事業者との連携によるアクセスコスト低減など利便性向上の

取組み 

・深夜時間帯の空港アクセス手段の確保（物流事業者支援） など 

○「高速交通ネットワークへの鉄道アクセス改善方策に関する検討会」において、なにわ筋

線については、昨年度の調査により、概算事業費（2000～4000 億）、時間短縮効果が算

出されており、本年度は、需要や採算性とともに、更なる速達性改善方策の調査・検討を

深めた。 

○来年度以降の高速鉄道アクセス検討の継続深化を国に働きかけ中。 

○関空促進協や、交通事業者と連携を図り、アクセス利便性向上施策を展開中。 

→ＪＲ西日本と初めて連携し、競合エリアとなる地方空港からの需要取込み事業を実施 

（岡山・広島＝関空 新幹線＋はるか往復割引） 

→新たなリムジンバス路線の支援（堺東=関空） 

→連絡橋通行料金の引下げ（無料化）恒久化については、年末に、関空会社とともに国

土交通大臣に要望を予定。 

○関空島内と泉佐野駅（日根野駅）とを結ぶ深夜バスを運行。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

当初のマニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

関空強化が大阪の活性化や府民福祉の向上に不可欠であるとの理解

を広げつつ空港利用者・事業者への満足度の向上を目指します。 

（調査例） 

・「また関空を利用したい」、「関空が大阪・関西のにぎわいに貢献して

いる」 人数 

・「府民の声」システムを通じた関空の機能向上等の意見の増加など 

＜22 年度の達成度測定は、年度末に実施する予定＞ 

 

 



 

 

本屋 和宏 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

地域主権戦略大綱、地域主権一括法への意見の反映 

 政府の地域主権戦略大綱（夏頃）・地域主権一括法（第２次）に大

阪府の意見が反映されるよう働きかけます。  

（地域主権戦略大綱、地域主権一括法の重点課題） 

・義務付け・枠付けの見直し 

・基礎自治体への権限移譲 

・国庫補助負担金の一括交付金化 

・国の出先機関の原則廃止 

○地域主権戦略大綱が閣議決定（6 月）、府として求めてきた義務付け・枠付けの

見直し、基礎自治体への権限移譲の具体的内容が決定 

 

○ 地域主権戦略大綱で十分な見直しがされなかった義務付け・枠付けの見直しに

関する２３項目について、全国都道府県で共同特区提案 （11 月） 

(「保育所の設置基準を市町村で決められるようにすること」など) 

新たな大都市制度の提案 

 専門家による研究会で新たな大都市制度を取りまとめるととも

に、広域自治体と基礎自治体の役割を明確に示し、「地方自治法

改正」「地方政府基本法制定」に向けて提案を行います。 

○大阪府自治制度研究会を 8 回開催。別途、ヒアリング（東京・愛知・京都・関西の

経済団体など 15 団体）を実施。 

○9 月 22 日に「中間とりまとめ」を発表。 

○引き続き、研究会を開催。 

関西広域連合（仮称）の設立 

 関係府県で足並みを揃え、府民・府議会の理解を得て本年度中

の設立を目指します。 

○設立案に対する府民意見を募集（6 月中旬～7月中旬） 

○関係府県と協議調整を行い、各府県の 9月議会に設立案（規約案、予算案）を 

提案 ⇒ 可決。11 月 1 日に総務大臣あて設置許可申請。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■地域主権戦略大綱及び地域主権一括法（第２次）への大阪

府の意見の反映 

 

 

 

■新たな大都市制度の提案 

 

■関西広域連合（仮称）の設立 

○地域主権戦略大綱（6 月 22 日決定）に 4 項目が盛り込まれた。「義務付け・枠付

けの見直し」「基礎自治体への権限移譲」は次期通常国会への「地域主権一括

法案（第 2次）」の提出に向け政府において調整中。 

「国庫補助負担金の一括交付金化」「国の出先機関の原則廃止」については、

地域主権戦略会議で議論中。 

○国に制度改正を求めるための「最終報告」を取りまとめていく。 

    

○関西広域連合は 12 月 1 日に設立。 

 

重点課題３ 
【大阪・関西発“ 地域主権改革” の推進】 

進捗状況 



 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

当初のマニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

 先ず、府民の地域主権への関心を更に高めます。その上で、具

体的な取り組みに対する満足度を高めていきます。 

「大阪府の地域主権改革への取り組みは評価できる」60％以上  

○府民アンケート（※H22.8 マニフェストアンケート）の結果： 

  「地域主権改革には関心をもっており、府の取組みは評価できる」５０．３％ 

→  年度末目標 ６０％以上をめざします。 

 
 
             



 

 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

①家庭の経済的な事情によらず、子どもたちが公立、私立の

学校選択ができる 

②学校間の切磋琢磨を促し、教育の質を向上させる 

③予算の最適配分により、府民負担を極力小さくする 

ことを目標に、公立、私立にわたる大阪の高校教育のあり方

を考えていきます。 

 

■ 昨年度は第１フェーズとして、子どもたちが家庭の経済的な事

情により高校就学を断念することのないよう、セーフティネットの

確保として、年収 350 万円未満世帯の私立高校生の授業料を実

質無償化したところですが、今年度は第２フェーズとして、さらに

生徒・保護者の学校選択の拡大を図るため、支援対象の拡大を

検討します。 

  そのため、第２フェーズにおいても、まずは、マーケティング・リ

サーチにより「府立高校が無償でも、私立高校の授業料がどの程

度までなら、私立高校を選択する可能性がある」というラインを把

握し、そのうえで、どのような政策の選択が必要か検討を進め、

夏頃までに一定の方向性を示します。 

■ その際には、私立高校経常費助成の再構築や、生徒減少期を

見通した府立高校の再編整備のあり方など、関係部局の政策と

の整合を図りながら、公私トータルで検討を進めます。 

○本年 7月、今春に府立高校に入学した全生徒の保護者を対象として、「高校選択

に関するアンケート調査」を実施。 

○そのうえで、9 月定例府議会での議論を踏まえて検討を進め、11 月に策定した

「府政運営の基本方針 2011」において、 

『平成 23 年度から、大阪の子どもたちが、中学校卒業時の進路選択段階で、す

でに授業料無償である国公立高校と同様に、私立高校や高等専修学校について

も、自らの希望や能力に応じて自由に学校選択できる機会を提供するため、 

① 所得中位の世帯（年収 610 万円未満世帯）の生徒まで授業料を無償とし、 
② 生徒の 70％（年収 800 万円未満世帯）までは保護者負担が 10 万円で収ま
るように、「私立高校生等授業料支援補助金」を大幅に拡充する』 

と位置づけ (11 月 9 日)。 

○これにより、公私間の競争条件を合わせ、切磋琢磨による教育力の向上を促す。

従前の公私協議により公私の受入枠（「7・3」枠）を設定する仕組みは見直し、生

徒の自由な学校選択を保障する観点から、公私トータルで高校進学予定者数を

上回る募集人員を確保する仕組みに変更。 

 

※ 引き続き取り組むこと 

○今後、2 月定例府議会において、予算案が認められるよう、関係部局とともに努

力。 

○平成23年春に行われる高校入試の結果を公私トータルで分析、検証し、常にＰＤ

ＣＡサイクルを回しながら、高校教育の質の向上に向けた取り組みを進める。 

 

重点課題４ 
【大阪の高校教育のあり方】 

進捗状況 



 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 

※関係部局（府民文化部、教育委員会）において設定します。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

◆年度当初の目標設定時点には初期値がないため、目標値・水準を設定できなかったもの 
マニフェストの内容 府民意識調査を踏まえた業績目標の設定 

大阪の高校教育に関する府民の満足度の向上を目指します。 

 （例）「大阪の高校教育の質が高いと感じている府民の割合」  

 ※ 今年度、調査を実施し、目標値を設定します。 

○「おおさかQネット」によるアンケート調査実施結果（H22年8月）： 

「公立高校の授業料無償化と合わせて、私立高校で一定の所得未満の世帯を対象に実施

した授業料の無償化によって、家庭の経済的な事情によらず、公立・私立のどちらの学校で

も選択できるようになったと感じられる府民の割合」 ３４．７％ 

→ 年度末目標５０％をめざします。 

 
 
 
 



 

 

総務部長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
 

■総務部長コメント 
 

 

 

 
 
■総括表 

戦略課題 進捗状況 
【重点課題１】 
財政健全化を進め大阪が元気になる財政運営を行います。 

 

【重点課題２】 
持続可能な財政構造と信頼される府政運営の確立をすすめます。 

 

【重点課題３】 
大阪の活性化に向け魅力あるまちづくりをすすめます。 

 

【重点課題４】 
住民に最も身近な基礎自治体の強化・充実を支援します。 

 

危機的な財政を再建する「財政再建プログラム（案）」（H20～22）の後継計画として、自律的な財政構造の確立をめざす「財政構造改革プラン

（案）」（H23～25）を策定しました。なお厳しい状況ですが、府民の皆様へ必要な行政サービスを提供することができるよう、23 年度当初予算で

は、財政規律を堅持しつつも、「大阪の成長戦略」や「府政運営の基本方針 2011」の重点事業の実施に向けた予算編成をめざします。 

あわせて、リーディングカンパニーをめざして、がんばった職員が報われ、やる気を出す公務員制度改革にも取り組んでいます。 

また、地域主権型社会の実現をめざして、住民に最も身近な基礎自治体の強化・充実を図るため、特例市並みの権限移譲に加え、小中学校

教員の人事権の移譲など、さらなる権限移譲に向けて市町村と協議をすすめています。 

しかし、一方で、給与制度改革について職員団体との合意に到っていないことや、市町村へのさらなる権限移譲等については、具体の成果

が得られていないなど、年度末に向けさらなる取組みが必要です。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 

（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 

（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 

（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

財政の健全化の推進・財政規律の堅持 
「赤字になることのない」「将来世代に負担を先送りしない」財政運

営を行います。 

（取組内容） 

●収入の範囲内で予算を組む ●府債残高を増やさない ●基

金積立てのルールづくり 

● 「府政運営の基本方針2011」に、23年度予算編成において「収入の範囲内で予算を組

む」原則を徹底することを明記し、予算編成をすすめています。 

 

● 基金については、９月議会において条例改正を行い、①将来的な財政調整基金の確

保目標額の設定、②決算剰余金の積立ルールの確立、③一般財源をもとに積立てを行

う基金の限定、といった新たなルールを設定しました。 

収入の確保 
○「府有財産」は府民の財産であるとの基本認識のもと、歳入確保

を図ります。 

（取組内容） 

 ●府有財産活性化推進チームにより活用可能財産を掘り起こし、

積極的に売却・貸付を推進する 

○強力かつ効果的な府税の滞納整理を推進するとともに、府税以

外の債権についても、回収体制を整備し、長期滞納債権の迅速な

整理をすすめます。 

（取組内容） 

 ●債権回収の強化を図る ●長期滞納債権の整理をすすめる 

● 府有財産の一般競争入札等による売却、府税の滞納整理、府債権の回収・整理を推

進することにより歳入確保をすすめています。 

● 活用可能財産の掘起しのため、低・未利用地となっている府有財産の総点検を行い、

その結果を６月２８日に公表しました。 

抽出調査及び自主点検調査の結果を合わせて、 

・活用可能財産 １７４件  ・売却・貸付想定額 １０４億円 

・取組み想定年度 H２３～２５ ４２億円 H２６以降 ６２億円 となっています。 

この結果を踏まえて、積極的に売却・貸付を推進します。 

● 府税の滞納整理については、各府税事務所において徴収計画を策定し、差押えの強

化、公売の推進など効果的かつ積極的に取り組んでいます。 

11 月末現在、滞納額 55 億円（25.0%）圧縮 

● 債権の回収・整理を推進するため、「債権回収及び整理に関する条例」を制定（H22.11

施行）するとともに、新たに「債権特別回収・整理チーム」（H22.11.）を設置しました。 

１１月末には、条例に基づき、府全体の滞納債権を回収と整理対象債権に分類し、処

理目標を定めた「平成 22 年度債権回収・整理計画」を公表するなど、府税以外の滞納

債権の解消に向け取り組んでいます。 

効果的な予算配分 
「府政運営の基本方針」に基づき、大阪の活性化につながる効果

的な予算配分を行います。 

● 「府政運営の基本方針 2011」に、23 年度予算編成において「各部局で事務事業の積極

的な見直しを行い、各部局の重要課題に対応しうるよう「選択と集中」を徹底するととも

に、全庁の歳出削減等により生み出した財源の一部を活用し、「知事重点事業」など府

政の重要課題に対し重点的かつ集中的に配分する」ことを明記し、予算編成をすすめ

ています。 

重点課題１ 
【財政健全化を進め大阪が元気になる財政運営】 

進捗状況 



 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

●黒字決算の継続 

●H23 当初における実質府債残高が前年度を超えない 

 （H22 当初：3 兆 8,195 億円） 

●H23 当初における実質府債残高倍率を「2.24 以内」に 

 （H22 当初「2.29」、H27 には「2.0 以内」に） 

●実質公債費比率は 25％を超えない（H21：16.6％） 

●府有財産の有効活用 （参考：H21 売払収入 157 億円） 

  売却による歳入確保 ３７億円以上 

●H22 年度に繰り越した府税滞納額（個人府民税除く）の 40％圧縮 

 （参考：Ｈ21 圧縮見込額 95 億円） 

●全庁統一的な債権管理ルールによる回収 

 ＜各債権の回収・整理計画を策定し、目標を設定 ２２年夏頃＞ 

 （参考：Ｈ20 収入未済額（府税以外） 138 億円） 

● 22 年度決算においても、21年度と同様の状況（黒字決算、実質公債費比率が25%を超

えない）が維持できるよう、財政健全化を進めています。 

● 「府政運営の基本方針 2011」に、23 年度予算編成の財政指標による目標管理として、

実質府債残高、実質府債残高倍率がそれぞれ前年度を超えないとの目標を設定しま

した。 

● 府有財産の有効活用を進めるとともに、売却により 28 億円の収入を確保しました。 

● H22 年.6 月～11 月の計 6 ヶ月の取組みにより、府税滞納額を 55 億円(25.0%)圧縮しま

した。 （前年同月圧縮率 23.9%） 

 (参考:H22 年度に繰り越した滞納額 220 億円→165 億円(H22.11 月末現在)) 

● 府全体の滞納債権を回収と整理対象債権に分類し、処理目標を定めた「平成 22 年度

債権回収・整理計画」を 11 月末に公表しました。 

 (参考:【現状】約 42 万件、約 342 億円 ⇒ 【処理目標】約 8 万件、約 106億円） 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

財政健全化の取組みと府の財政運営に対する府民の評価・関心度

を高めます。 

（例） 

●「財政健全化の取組みを評価する府民の割合」５０％以上 

（Ｈ21 45.4%） 

●府ホームページの「予算編成過程の公表」サイトなどへのアクセ

ス件数 40,000 件以上 （Ｈ21 33,868 件） 

 

 

 

 

 

● 府ホームページの「予算編成過程の公表」サイトなどへのアクセス件数 60,952 件 

                                           （H22.11 末現在） 
 



 

 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

財政構造等の調査分析を踏まえた「財政構造改革プラン（仮

称）」を策定します。 

（主な内容） 

・国への制度提案 

・歳入・歳出の改革 

・公務員制度改革 

（策定プロセス） 

 4 月 「大阪府の財政構造等に関する調査分析報告書」の公表 

 6・7 月頃 “たたき台”の公表 

 7 月頃 公開ディスカッション 

 7・8 月頃 “素案”公表 パブリックコメント 

 9 月 新プラン（案）公表 

● 自律的な財政構造を実現し、大阪府が地域主権をリードできるよう、４月に公表した

「財政構造等に関する調査分析報告書」で明らかになった課題を踏まえ、「歳入歳出

改革」や「国への制度提言」「公務員制度改革」「財政運営のあり方」を柱として、「財

政構造改革プラン（案）」を策定しました。 

 

（策定までのプロセス） 

４月 「財政構造等に関する調査分析報告書」の公表 

６月 「たたき台」の公表 

７月 知事と改革ＰＴ・部局長のディスカッション 

８月 「素案」（８月素案）公表。府民意見の募集 

９月 「素案」（９月素案）を公表。 

その一部を議会基本条例に基づき府議会９月定例会に議案提出 

１０月 府議会において議決。改革プラン（案）を公表 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

持続可能な財政構造の確立に向けた制度改正の実現 

持続可能な財政運営のため、地方税財政制度の抜本的な改革をめ

ざします。 

 ・安定的な地方自主財源の充実確保 

 ・持続可能な社会保障制度の構築 

● 持続可能な財政運営のため地方税財制度の抜本的改革などについて、あらゆる機

会を通じて国に提案しました 

 

・国の施策並びに予算関する最重点要望（22 年 6月） 

・府選出国会議員等に提案（22 年 8 月） 

・地域主権戦略会議で提案（22 年 10 月・11月） 

 

重点課題２ 
【持続可能な財政構造と信頼される府政運営の確立】 

進捗状況 



 

 

Ｈ23～Ｈ25 の財政再建計画の作成 

毎年約 1000 億円に上る歳入不足（「粗い試算」による）を踏まえた財

政再建計画を作成します。 

● 「粗い試算」を２２年８月に改訂し（※）、これにもとづく収支不足額（毎年６００億円）を

踏まえ、「財政構造改革プラン(案)」を２２年１０月に策定しました。 

 

※ 内閣府の「経済財政の中長期試算」（２２年６月２２日）で示された名目経済成長

率、名目長期金利等の数値を参考に、基礎的な数値を置き換えて試算 

 

独自給料表の導入 任用制度等の改革 

○「わたり」を廃止し、がんばった職員が報われる、やる気が出る、独

自の給料表を導入します。（Ｈ23 年度実施） 

○多様な価値観を持った職員の採用や幹部職員の任用方法の改革

をすすめます。（一部は継続実施、Ｈ23 年度実施） 

● 大阪府版公務員制度改革及び人件費の削減について職員団体に提案（22年9月16

日）し、協議を行っています。 

● 23年度当初採用予定の行政職（32人）のうち、概ね半数を社会人（14人）としました。

また、人事委員会とともに採用試験の見直しをすすめており、年内に「（仮称）採用戦

略」をとりまとめます。 

● 23 年度の実施に向け、課長級昇任考査の検討などをすすめます。 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

財政の健全化と府政運営に対する府民の満足度を高めます。 

（例） 

●「府民が“府が先導的な改革に取り組んでいる”と感じる割合」

50%以上 

●「府民が“府職員はよい方向に変わってきている”と感じる割合」

60%以上 

●「職員が仕事にやりがいを感じている割合」75%以上 

 

 

 

 

 

 

●「職員が仕事にやりがいを感じている割合」（71.5%） 〔H22 自己申告票集計結果〕 
 



 

 

 

 

 
 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

民間のノウハウと資金を活用できる事業スキームの構築 

府が公費を投じて開発するのではなく、民間企業等を事業主体と

するまちづくりを府が誘導する事業スキームを構築します。 

● 現在、調査を進めている企業ヒアリング等を踏まえ、民間の進出条件などを整理中。 

今後、来年１月中にとりまとめる土地利用基本計画（素案）に反映させます。 

専門家の知見や地域住民の意見を反映 

有識者や地元関係者で構成する土地活用協議会を設置し、専門

家の知見や地域住民の意見をまちづくりに反映させます。 

● Ｈ22 年5 月31 日に「大手前・森之宮まちづくり協議会」を設置し、都市計画の専門家や

医療の専門家、地元の方々からご意見を伺っています（１１月末現在４回開催）。また、

地元のまちづくり団体の方々と意見交換を実施しています。 

民間施設誘致の可能性の把握 

民間企業ヒアリング等の市場調査を通じ、企業の事業参画意向を

把握するとともに、施設の誘致条件を整理します。 

● 想定される導入機能別に進出が見込まれる企業・法人を抽出し、ヒアリング方式によ

り、進出可能性、進出条件などを調査中。 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１ 市場調査を踏まえた導入機能 

企業ヒアリング等の結果を踏まえ、大手前地区・森之宮地区に導

入すべき都市機能を設定します。 

● 企業ヒアリング等を踏まえたゾーニング・導入機能等について、大手前・森之宮まちづく

り協議会に提案し、意見を伺っています。 

２ エリア内のゾーニング（配置計画）、動線計画、景観形成

計画 

エリア内の各区画ごとの用途配置を設定し、それをもとに、来訪

者の動線計画を策定します。また、周辺の都市景観に配慮した景

観形成計画を策定します。 

● 大手前地区はまちと城を結ぶ風格あるにぎわいストリート、森之宮はパークサイドにふ

さわしいアメニティ豊かな空間の創出などを目指した、エリア内のゾーニング・動線計

画・景観形成計画を検討中。 

重点課題３ 
【大手前・森之宮地区のまちづくり】 
 

進捗状況 



 

 

３ 土地活用手法、誘致条件 

収入確保に向けた土地活用手法、事業者の募集条件を策定しま

す。 

● 活用手法・募集条件のベースとなるゾーニング・導入機能等を、大手前・森之宮まちづ

くり協議会で議論中。今後、手法等の精査を行います。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

大手前・森之宮のまちづくりについての府民の理解と企業等の関心

を高めます。 

（例） 

●「大手前・森之宮のまちづくりを評価する府民の割合」50%以上 

●「企業ヒアリング等における関心のある企業」の増加    

【まちづくりに関心のある企業等の数】 

（ヒアリング） 

大手前地区 26   森之宮地区 22 

（アンケート【両地区共通】） 

大学 54 者中 22 者   医療関連企業 40 者中 6 者   医療法人 20 者中 5 者 

 

※ 「大手前・森之宮まちづくりを評価する府民の割合」については、土地利用基本計画

（案）策定後調査予定。 

 



 

 

 

 

 

 
 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１ 市町村への権限移譲をさらに推進 

特例市並みの権限移譲（Ｈ22.3 に市町村ごとの実施計画（案）は

策定済）に加えて、小中学校教員の人事権など、さらなる市町村へ

の権限移譲を進めます。 

（取組内容）5 月～ 各市町村への提案・協議 

      9 月～ 協議のとりまとめ 

● Ｈ22 年 6 月、市町村に移譲事務を追加提案し、市町村との協議・調整を行い、平成 23

年度に移譲を受ける事務について９月末にとりまとめました。引き続き、年度末を目途に

平成 24 年度予定分も含めて市町村との協議を進めていきます。 

● 小中学校教員の人事権の移譲については、豊能地域の 3 市 2 町や府教育委員会とと

もに、6 月に設置されたプロジェクトチームにおいて協議・検討を行い、11 月には中間報告

をとりまとめ、公表しました。 

２ 豊中市の中核市移行支援 

高槻市、東大阪市に次ぐ府内 3 つ目の中核市移行を支援しま

す。 

（取組内容）H22.5 月～ 対象事業に係る府と市の協議開始 

      H22.9 月      対象事務に係る協議のとりまとめ 

       Ｈ23.1 月  厚生労働省、総務省との協議調整 

● 4 月以降、保健所の移管に係るワーキンググループに参画し、円滑に事務が移行でき

るよう豊中市と協議を進めています。また 5～6 月にかけて、豊中市の中核市移行に伴う

事務説明会を担当課単位で開催するなど、きめ細かい協議を行いました。 

今後とも、H23 年1 月に予定されている中核市移行に伴う国との協議に向けて、府市が

ともに協力しながら調整を進めていきます。 

３ 市町村の広域連携体制の推進 

市町村の広域的な連携体制の構築を支援します。 

（取組内容） 

・豊能地域などにおける広域研究会への参画（共同処理ｾﾝﾀｰの

開設） 

・高槻市・島本町広域行政勉強会への参画 など 

● 4 月以降、豊能地域や南河内地域の広域行政研究会等に参画し、円滑に共同処理が

できるよう、必要な助言等を行ってきました。また、府民センターを有効活用するという観

点からも共同処理の執務場所として提供することとしました。 

  なお、H23 年 1 月からは豊能地域における共同処理が一部開始される予定です。 

● 高槻市・島本町広域行政勉強会については、4 月以降、ワーキンググループが開催さ

れ、府として積極的に参画し、中間報告書のとりまとめに向けて協議調整を行っていま

す。 

 

 

 

重点課題４ 
【住民に最も身近な基礎自治体の強化・充実】 
 

進捗状況 



 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１ 市町村への権限移譲をさらに推進 

特例市並みの権限移譲において、市町村への提示を保留した事

務について、内容をさらに精査したうえで市町村への移譲を進めま

す。 

● 府内市町村に移譲事務の追加（7 事務）を提案し、市町村と協議・調整を行っていま

す。今年度末を目途に H23、24 年度に移譲を受ける事務をとりまとめます。 

２ 豊中市の中核市移行 

中核市移行に向けた協議等を経て、H24年4月の移行を目指しま

す。 

● 保健所の移管に必要な市との協議調整を継続中。 

H23 年 1 月には国との協議を予定。 

３ 府内各地域における広域連携体制の構築 

豊能地域における共同処理センターの開設（H23年1月）、その他

の地域での広域連携体制構築に向けた取組みを支援します。 

● 共同処理の開始に向け、構成団体が参画する地域ごとの研究会等において、スケジ

ュールに沿った検討を進めています。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

受益と負担の関係が最もよくわかる住民が自分たちの住んでいる

まち（市町村）に対して「自治意識・市町村への信頼度」を有してい

る割合を高めます。 

（例） 

●「自分たちの住んでいるまちの運営やまちづくりに参加している 

 と思っている人の割合」50%以上 

●「自分たちの住んでいるまちが良くなったと思える人の割合」60%

以上 

今年度実施の府民意識調査等の結果〔※H22.8府民アンケート（おおさか Qネット）
の調査結果〕： 

 

 

● 自分たちの住んでいるまちの運営やまちづくりに参加していると思っている人の割合 

（23.5%） 

● 自分たちの住んでいるまちが良くなったと思える人の割合 （19.8％） 

 

 



府民文化部長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
■府民文化部長コメント 
 

 

 

 

 
 
■総括表 

戦略課題 進捗状況 
【重点課題１】都市魅力の創造による、大阪の活力の向上 
～大阪のまちの魅力を創り育て、発信することにより、内外からヒト・モノ・カネをひきつけます～  

【重点課題２】国際エンターテイメント都市・大阪の推進 
～アジアにおける都市間競争に打ち勝つためのエンターテイメント都市の実現を目指します～  

【重点課題３】大阪ならではのビッグな市民マラソンの実現 
～笑顔と元気があふれるこれまでにない大阪の「祭り」を演出します～  

【重点課題４】大阪の高校生等の夢をはぐくむ教育の推進 
～高校や専修学校の生徒が、自分の力で未来を切り開くことのできる教育環境を創ります～  

【重点課題５】脱お役所の戦略的広報の推進と究極のオープン府庁の実現 
～行政の殻を打ち破りターゲットに効果的に届く広報を実現するとともに、 
究極の情報公開、広聴の一体的な推進に取り組みます～ 

 

府民文化部では、「府民の目線 府民が起点 めざせ府民満足度№１」を基本に、部内一丸となってマニフェストに掲げた重点課題をはじめとする数々な
施策の実現に取り組んでいます。 
マニフェストの５つの重点課題については、府民や関係機関の皆様の協力により、概ね計画通りに進んでいると思っています。 
特に、５月から１０月まで開催された上海万博に出展した大阪館では、目標を大きく上回る１７２万人もの来客があるなど大成功でした。また大阪をアーテ
ィストの発表の場にしてもらおうとスタートさせた「おさかカンヴァス推進事業」では、１７２件もの応募があり、年度末に向けて、選りすぐりの２１作品について
製作・発表を行っていく予定です。万博記念公園南側ゾーンの活性化やカジノを含む統合型リゾート構想についても、外部の有識者などと様々な観点から
幅広く検討を進めており、国際エンターテイメント都市・大阪の推進に取り組んでいます。このように大阪の都市魅力の創造・発信を着実に進めることで、国
内外からの集客の大幅増につなげていきたいと考えており、平成２５年度の来阪外国人数４００万人を目標とする観光戦略（素案）を策定しました。さらに、
庁内関係部局と公私教育のあり方の議論を深め、特に高校について公私双方が同じ土俵で切磋琢磨するために全国 No.１の私立高校等の授業料支援補
助金制度の案を提示することができました。その他、来年度の大阪マラソン開催に向けた着実な準備、児童虐待防止などのインパクトのあるＣＭの作成や
職員ブログ開設などの脱お役所の戦略的広報の取り組みも進んでいます。 
府民の皆様から少しでも「大阪はよくなった。元気になった。笑顔が増えた」という評価をいただけるよう、施策を実施するだけで満足することなく、常に府
民の声を聞き、施策目標の達成度を測定、評価・検証し、マニフェストに掲げた目標の達成に向けて、全力で取り組み、さらに次年度につなげていけるよう
にしたいと思います。  

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 

（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 

（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 

（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 
《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１ 全庁の都市魅力創造施策のトータルコーディネート 

都市魅力創造におけるコーディネートやPDCAサイクルの検証を

行うなど全庁の総合調整を図ります。 

（取り組み事例） 

水都大阪の推進、大阪ふれあいの水辺づくり事業 

 

・都市魅力創造の観点から全庁的に都市魅力創造関連事業の評価を実施。

（H22.10～11） 

 

２ 「大阪ミュージアム構想」の再構築により、大阪のまちの魅

力を内外に発信 

「大阪ミュージアム構想」を再構築し、大阪の魅力を創出する事

業を総合的にプロデュースし、「大阪ミュージアム」のブランド力をよ

り高める取組みを行います。 

（取組内容）  

●大阪ミュージアム構想のトータルコンセプトの策定   

●他の都市を圧倒する魅力のある都市にするための新たな企画の

推進 

●「大阪ミュージアム」のブランド力を高める戦略を展開 

 

・プロポーザルで選定した民間事業者と職員で構成する大阪ミュージアム構想推進

委員を設置（H22.7） 

 

・推進委員会において、大阪ミュージアム構想のさらなるステップアップに向け、構

想の基本理念、再構築に向けた基本方針、コンセプト、展開方針などを内容とする

戦略プラン（素案）を取りまとめ（H22.11） 

３ より一層の魅力と賑わいに満ちた「水都大阪」実現に向け

た取組みの推進 

「水都大阪２００９」の成果を継承しながら、概ね１０年後の姿を

みすえた（仮称）水と光のまちづくり構想を策定し、府・市・経済界・

市民・NPO などオール大阪で、より一層の魅力と賑わいに満ちた

「水都大阪」実現に取り組みます。【２３年３月策定予定】 

 

・世界に誇る水都ブランドの形成を目指し、（仮称）水と光のまちづくり構想を策定中 

水都大阪推進委員会を開催（２回開催：H22.4、H22.9）。 

 

・春の舟運まつりの開催（H22.4）。 

・「八軒家浜・天神祭プロジェクト」の実施（H22.7） 

・水都賑わい創出プロジェクト２０１０（リバリバ大阪２０１０）の開催（H22.10） 

重点課題１ 
【都市魅力の創造による、大阪の活力の向上 

～大阪のまちの魅力を創り育て、発信することにより、内外からヒト・モノ・カネをひきつけます～】 

進捗状況 



４ 大阪の都市魅力をアップさせる各種イベント等の開催 

市町村や経済界、民間NPO等と連携しながら、イベントの開催な

どを通じて、都市魅力を高めます。また、イベントにおいては、民間

が収益を上げる、府の財源確保につながるという視点も組み込ん

で実施します。 

 （取組内容） 

●御堂筋イルミネーションの実施【H２２．１２～H２３．１】 

  日本最長・最大級のイルミネーションで他都市を圧倒する美しい

光のまちを創ります。今年度はデザインをさらに魅力的にブラッ

シュアップし、実施区間を南へ 200m 延伸します。 

⇒《アウトプット》 来訪者数：１６０万人超 

《参考》H21 実績：160 万人 

 

 

 

 

 

・昨年より 200ｍ延長し、淀屋橋交差点～北久宝寺町３丁目交差点までの約 1.4ｋｍ

で実施予定（H22.12.11～H23.1.16） 

新たに「星屑エリア」や「シンボルツリー」を作り、また、いいデザイン１００プロジェ

クトの一環で撮影スポットの作品をコンペで選ぶ等、魅力的なデザインにブラッシュ

アップ。 

 また、周辺の店舗や地元団体にイベントを盛り上げる賑わいを創っていただき、府

はその情報のＰＲ等を実施中。 

（取組内容） 

●大阪ミュージアム特別展の開催【年 40 回】：泉州地域を重点とし

た地域の魅力づくりを推進します。 

⇒《アウトプット》 

大阪ミュージアム構想 HP年間アクセス数：２４万 PV 

特別展への参加者数：２０万人 

 

・大阪ミュージアム特別展の開催：３６回開催（H22.4～9 末）。泉州地域を中心に地

域の魅力づくりを推進 

⇒《アウトプット》 

大阪ミュージアム構想 HP年間アクセス数：約１０万ＰＶ（H22.10 末） 

 ※参考：全ページプレビュー：５３万ＰＶ（H22.10 末） 〔H21.10 末：３７万ＰＶ〕 

特別展への参加者数約１００万人（H22.8 末） 【目標達成】 

（取組内容） 

●大阪ミュージアム構想いいデザイン１００プロジェクト：大阪のまち

の魅力アップのため、若いクリエーターやアーティストの登竜門と

なるプロポーザル公募を行い、まちの中にパブリックアートや元

気のでるデザインなどを創り出します。 

⇒《アウトプット》 公募を実施するプロジェクト数：５０件 

（参考：Ｈ２３年度末 １００件） 

 

・大阪ミュージアム構想いいデザイン１００プロジェクトの実施（Ｈ２２．６～） 

 

⇒《アウトプット》 

公募実施事業数 １０件（３４作品）  

 （主な事業） 

・大阪ミュージアム QUOカードデザイン募集事業 

・阪南市市制施行２０周年記念イメージキャラクター募集事業 

・おおさかカンヴァス推進事業 

・御堂筋イルミネーション「撮影スポットデザインコンペ」 

・木津川遊歩空間アイデアデザインコンペ 等 

 



（取組内容） 

●御堂筋 kappo【H22．10】等の開催：大阪のシンボルである御堂筋

を歩行者に開放し、様々なイベントを実施することで、御堂筋の

魅力を国内外に発信し、一層のにぎわいを創ります。 

⇒《アウトプット》 来訪者数：40 万人 

《参考》H２１実績 ４０万人 

 

・「御堂筋 kappo２０１０」の開催（H22.10.10） 

地元団体や沿道企業とも連携し、地域のにぎわいづくりにも貢献するとともに、

バナー広告やステージ協賛を獲得するなど、民間資金による財源も確保。 

⇒《アウトプット》 

来訪者数：４０万人【目標達成】 

（取組内容） 

●おおさかカンヴァス推進事業の実施：大阪のまち全体を「カンヴァ

ス」に見立てアーティストの発表の場として活用することにより、

世界中からアーティストが集まる都市をめざします。 

⇒《アウトプット》 応募件数：１００件 

・おおさかカンヴァス推進事業の募集（H22.6.7～7.12）  

 選定された 21 作品について、順次製作・展示 

⇒《アウトプット》 

応募件数 １７２件（個人６７名 グループ４０組（１４８名））【目標達成】 

  ※ＥＶタクシーの車体ﾗｯﾎﾟﾝｸﾞﾃﾞｻﾞｲﾝについては、２次募集実施（現在選考中） 

  ※木津川ウォール・ペインティング２０１０については、１２月末募集予定。 

５ 観光客誘致をはじめとする集客取組みの推進 

観光客誘致をはじめ、集客の促進を図ります。 

（取組内容） 

●東アジアからの誘客などターゲットを絞った観光集客に向けた戦

略とアクションプログラムを策定します。【９月策定予定】 

●大阪市と連携して大阪の国際競争力強化に向けた国際化戦略

を策定します。 

●商工労働部と連携し、アジアをターゲットにした効果的な大阪プ

ロモーションを実施することにより、経済交流と観光集客を図りま

す。【トッププロモーション 3回】 

⇒《アウトプット》 来阪外国人観光客数：観光集客に向けた

指針（9月策定予定）の中で目標値を設定（H20年度222万

人） 

 

・観光戦略（素案）のとりまとめ（H22.9） 

議会や府民などから広く意見を聴取。（H22.10.8～11.8 パブリックコメント実施） 

議会・府民などからの意見等を踏まえ、年内に観光戦略を策定予定。 

 

・国際競争力の強化に向け、大阪市をはじめ、関係機関等と意見交換を実施。 

今後、議会・府民などからの意見を求め、年度内に国際化戦略を策定予定。 

 

・知事によるトッププロモーションの実施(予定含む) 

 ●台湾(台北市、高雄市)：９／５～８、セミナー参加者約１６０名 

 ●中国(香港)：１２／２１～２３(予定) 

 

⇒《アウトプット》 

観光戦略（素案）の中で目標値を設定 

H２５年度に、外国人旅行者：４００万人、外国人延べ宿泊者数：４５０万人 

（取組内容） 

●大阪市と共同で上海万博に出展し、大阪・関西の都市魅力や環

境先進技術を中国はじめ世界にアピールすることにより、将来の

来阪者増加とビジネス交流につなげていきます。 

⇒ 《アウトプット》 上海万博大阪館来場者数：140 万人 

 

・H22.5.1～10.31 まで開かれた上海万博に大阪館出展 

“水の都”や、環境先進都市である大阪の人・まち・産業などの都市魅力を発信。 

 

⇒《アウトプット》 

上海万博大阪館来場者数：約１７２万人【目標達成】 



《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

大阪への「愛着心」や「活気・にぎわい」などに対する府民の

満足度の向上 

（例） 

●「自分の住んでいる地域に愛着を感じている府民の割合」

<将来ビジョン実施状況調査＞ 

Ｈ22.4：67.4％ → H23.4:70％ 

 

●「大阪は楽しいまちだと思っている府民の割合」<将来ビジ

ョン実施状況調査より算出＞ 

 H22.4:63.6% → H23.4:70％ 

 

 

●「水都」といえば「大阪」と考えている府民の割合」 

H21：46.7％ ⇒ 70％ 

 

●「御堂筋ｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝを見てよかったと感じた人の割合」 

前回（８０．８％）超 

 

●大阪のまち全体が文化活動・発表の場になっていると思う

府民の割合（新規設定指標。発射台を把握後目標値設定予定） 

 

 

●「外国からの観光客や留学生が増えてまちや商いに活気

が出てきたと思う府民の割合」  

 H21.9：14.6% （H21 年度末の結果を踏まえ目標値を設定） 

 

●「“世界生活環境調査”（住みやすい都市）でのﾗﾝｸｱｯﾌﾟな

ど〈ﾏｰｻｰ社（米国）調べ〉」 

  H21：44 位 （H21 年度末の結果を踏まえ目標値を設定） 

 

●「都市魅力度ランキング<ブランド総研>調べ」：７位超 

 

 

・「自分の住んでいる地域に愛着を感じている府民の割合」  

67.4％ 〔※H22.4 将来ビジョン実施状況調査結果〕 

※めざそう値の目標年度がＨ２２で終了するため、将来ビジョン実施状況調査に指標を変更 

→年度末目標「70％」をめざします。 

   

・「大阪は楽しいまちだと思っている府民の割合」 

  63.6％ 〔※H22.4 将来ビジョン実施状況調査結果より算出〕 

※めざそう値の目標年度がＨ２２で終了するため、将来ビジョン実施状況調査に指標を変更 

→年度末目標「70％」を目指します。 

 

・「水都」といえば「大阪」と考えている府民の割合」 46.7% 〔H22.4 マニフェストアン

ケート〕 

→年度末目標「70％」をめざします。 

 

・御堂筋イルミネーションを見てよかったと感じた人の割合 （未実施） 

 →年度末目標「80.8％超」をめざします。 

 

・大阪のまち全体が文化活動・発表の場になっていると思う府民の割合 

26.9％ 〔H22.8 府民アンケート（おおさかＱネット）の調査結果〕 

→Ｈ２４年度末目標「50％」を目指します。 【新規目標設定】 

 

・「外国からの観光客や留学生が増えてまちや商いに活気が出てきたと思う府民

の割合」 26.1 % 〔H22.8 府民アンケート（おおさかＱネット）の調査結果〕 

→年度末目標「50％」をめざします。 【新規目標設定】 

 

・「“世界生活環境調査”（住みやすい都市）ランキング」 51 位〔H22.6〕 

→年度末目標「44 位超」をめざします。【新規目標設定】 

 

・「都市魅力度ランキング<ブランド総研>調べ」 ７位 〔H22.9〕  

 →年度末目標「7 位超え」をめざします。 
 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１ 万博記念公園の活性化の取り組み 

万博記念公園のにぎわいづくりに向けた取り組みを進めます。 

（取組内容） 

●独立行政法人日本万国博覧会記念機構に係る国の事業仕分けの

結果を踏まえ、地域主権・地域経営の観点から、府が万博記念公

園を主体的に管理運営できるよう、取組みを進めます。 

●民間事業者等からの提案を参考に「万博記念公園南側ゾーン活性

化プラン（仮称）」を策定します。（H22 年夏頃予定） 

●プランの実施にあたっては、公募による事業者選定を行います。 

 

・ 11 月 26 日に発表された「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」

（内閣府行政刷新会議事務局）において、「法人廃止、公園事業の大阪府への

移管」等が明記 

  引き続き、円滑な公園事業の府移管に向け、関係機関（財務省等）と協議 

 

・「万博記念公園南側ゾーン活性化プラン」の策定（H22.8 末） 

 ・意見募集（H22.3.29～H22.5.28） 

 ・施設立地について府民アンケート実施（H22.7） 

 ・活性化プラン検討委員会（H22.7～H22.8 全３回開催） 

 ・活性化プラン（案）取りまとめ（H22.8 末） 

 

・事業者公募に向け調整中 

２ カジノを含めた統合型リゾート立地のためのプロモーション 

ホテル、レストラン、ショッピングモール、コンベンション施設、シアタ

ー、テーマパークなどにカジノを併設した統合型リゾートの府内立地に

向けた取り組みを進めます。 

（取組内容） 

●外部の有識者等とともに「エンターテイメント都市構想推進検討会

（仮称） 」を立ち上げ、「大阪府統合型リゾート構想（仮称） 」を策定

します。（構想案：夏頃） 

●国へのカジノ法制化の要請に加え、大阪が統合型リゾートの立地

地域として最適であるというプロモーションを進め、法制化後の大阪

立地につなげます。 

●アンケート調査などにより府民の皆様の意向を踏まえながら、青少

年への対応などセーフティネット対策の検討を進めます。 

 

 

 

 

・「大阪エンターテイメント都市構想推進検討会」の立ち上げ（H22.7） 

H22.7～H22.11 で４回開催し、青少年への対応などセーフティネット対策を含め

府内に統合型リゾートを立地する場合の課題や対応策について検討 

H23.1 頃に検討会におけるこれまでの議論について一定の取りまとめを予定 

 

・カジノ事業者への知事のトッププロモーションを実施。（H22.10） 

 

・アンケート調査については、実施時期等を検討中。 

３ 民間活力による新たなエンターテイメントプログラムの普及

に向けた検討 

 

・国が検討している「総合特区制度」に関する提案募集において、ナイト・エンター

重点課題２ 
【国際エンターテイメント都市・大阪の推進 

～アジアにおける都市間競争に打ち勝つためのエンターテイメント都市の実現を目指します～】 

進捗状況 



民間活力により、内外の観光客向けに、夜も楽しむことのできる新

たなエンターテイメントプログラムを普及させる仕組みについて検討し

ます。 

テイメントの充実のための深夜飲食店における遊興行為（ショー・生演奏等）の

時間規制の緩和などを盛り込んだ「国際集客エンターテイメント特区」を提案

（H22.9） 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

それぞれの構想が具体化した段階で、業務目標を設定します。 それぞれの構想が具体化した段階で、業務目標を設定します。 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

大阪の「活気・にぎわい」などに対する府民の満足度の向上 

 （例） 

●大阪をエンターテイメント都市だと思っている府民の割合 

 （新規設定指標。発射台を把握後目標値設定予定） 

 

 

●「外国人が興味を持っている都道府県ランキング<ジャパンガイド

>調べ」：5 位以上  など 

 

 

・大阪をエンターテイメント都市だと思っている府民の割合 

60.2％ 〔H22.8 府民アンケート（おおさかＱネット）の調査結果〕 

→年度末目標「70％」をめざします 【新規目標設定】。 

 

・「外国人が興味を持っている都道府県ランキング<ジャパンガイド>調べ」 

6 位 〔H22.9 末時点〕 

  → 年度末目標「５位以上」をめざします。 

 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１ 大阪マラソン開催に向けた準備 

・大阪マラソン開催準備委員会において、マラソンコースをはじめと

する競技内容や大会の開催機運を盛り上げる関連イベント、資金

計画等も含めた検討を進め、関係者の合意を得た上で、開催計

画を策定します。（平成 22 年秋頃） 

・参加ランナーやボランティアの募集を開始します。（平成23年2月

頃） 

 

・「大阪マラソン開催準備委員会」を「大阪マラソン組織委員会」に改組し、第 1 回大

阪マラソンの概要を発表（H22.9.10）。 

・H23.1 に開催予定の「大阪マラソン組織委員会」において、第 1 回大阪マラソン大

会要項を発表（マラソンコース詳細、エントリー方法等）。 

・H23.2 にはエントリー受付を開始予定。 

２ 大阪マラソンの魅力を国内外にPR 

大阪の名所旧跡を駆け抜けるマラソンコースや「大阪人」の知恵

と工夫をふんだんに取り入れた「お祭り」の企画など、府民・市民と

観衆が一体となって大会を支える新しい都市型市民マラソンの魅

力を内外に広く発信していきます。 

 

・H23.1 に開催予定の「大阪マラソン組織委員会」において、「お祭り」の概要を発表

予定。 

３ 大会関連イベントの開催 

開催 1 年前には大阪ならではの様々な府民参加型イベントを開

催することにより、マラソン大会の機運を盛り上げていきます。 

 

・第 1 回大阪マラソンの開催機運を盛り上げるイベント「大阪城ファミリーラン」を実

施（H22.10.24 参加者約 800 名） 

 

・御堂筋 Kappo（H22.10.10）、大阪あきない祭り（H22.10.10、11）等において、広報・

PR ブースを出展。今後も様々な機会をとらえ、開催機運を醸成。 

４ 府内他マラソン大会との連携 

府内の他マラソン大会との連携に向け、具体的な調整を進めて

いきます。 

 

・国内外の他マラソン大会との連携に向け、現在調整中。 

 

重点課題３ 
【大阪ならではのビッグな市民マラソンの実現 

～笑顔と元気があふれる、これまでにない大阪の「祭り」を演出します～】 

進捗状況 



《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

多くの府民・市民・企業を巻き込んだマラソン大会の実現

（H23）を目指します。 

【第１回大阪マラソン開催計画を策定した段階で、業務目標を設定

します。】 

（例） 

●ランナー参加者数：３万人 

●海外からのランナー参加者数：３千人 

●ボランティア参加者数：１万人 

●沿道観客数：７０万人  など 

 

 

・第１回大阪マラソン開催計画を策定した段階（H23.1 以降）で、業務目標を設定 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

多くの府民・市民・企業から高い評価を受けるマラソン大会 

（例） 

●ランナーやボランティア、テレビでの観戦など、大阪マラソンを支

持する府民・市民の割合<おおさか Q ネット> 

 H21.10：72.1％ ⇒ 80%（H23） 

 

●大阪はｽﾎﾟｰﾂが盛んだと思う府民・市民の割合<将来ビジョン実

施状況調査＞ 

H22.4:31.0%⇒50%以上(H23) 

 

 

●大阪のイメージアップにつながると思う府民・市民の割合<おおさ

か Q ネット> H21.10：69.9％ ⇒  80%（H23） 

 

●「大阪は楽しいまちだと思っている府民の割合」<将来ビジョン実

施状況調査より算出＞  H22.4:63.6% → H23.4:70％ 

 

 

●経済波及効果 （業務目標を設定後目標設定）   など 

 

 

・ランナーやボランティア、テレビでの観戦など、大阪マラソンを支持する府民・市民

の割合  

 →H23 年度末目標「80％」をめざします。 

 

・大阪はスポーツが盛んだと思う府民・市民の割合  31.0％  

 〔※H22.4 将来ビジョン実施状況調査結果〕 

※めざそう値の目標年度がＨ２２で終了するため、将来ビジョン実施状況調査に指標を変更 

 →H23 年度末目標「50％以上」をめざします 

 

・大阪のイメージアップにつながると思う府民・市民の割合 

 →H23 年度末目標「80％」をめざします。 

 

・「大阪は楽しいまちだと思っている府民の割合」 

  63.6％ 〔※H22.4 将来ビジョン実施状況調査結果より算出〕 

※めざそう値の目標年度がＨ２２で終了するため、将来ビジョン実施状況調査に指標を変更 

→年度末目標「70％」を目指します。 

 

・経済波及効果  

 →業務目標を設定後目標設定 



 

 

 

 
 
《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 
《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１ 生徒が公立・私立高校や高等専修学校を自由に学校選

択できる就学支援 

●公立高校無償化に合わせて、年収 350 万円未満の世帯の私立

高校や高等専修学校の生徒の授業料負担  

  を実質的に無償にするよう「私立高校生等授業料支援補助金」

を交付するとともに、支援対象や支援 

 額の拡充について検討します。  

⇒《アウトプット》 私立高校の専願志願者の人数を 1,000 名

増やします。《H22 年度入試： 12,908 名》 

  （公私の学費に差がなかった場合、私立高校に魅力を感じる保

護者は 53％ H21.11 調査） 

●授業料以外の教育費に対応するため府育英会「その他教育費

10 万円」の無利子貸付事業を継続します。 

 

 

・平成23年度から、大阪の子どもたちが、中学校卒業時の進路選択段階で、すでに

授業料無償である国公立高校と同様に、私立高校や高等専修学校についても、

自らの希望や能力に応じて自由に学校選択できる機会を提供するため、 

  １ 所得中位の世帯（年収 610 万円未満世帯）の生徒まで授業料を無償とし、 

  ２ 生徒の 70％（年収 800 万円未満世帯）までは保護者負担が 10 万円で収まる

ように、 

 「私立高校生等授業料支援補助金」を大幅に拡充する検討案を公表。(H22.11) 

 

 

 

・「その他教育費 10 万円」の無利子貸付事業継続中。 

２ 育英会奨学金制度の再構築等 

●授業料支援補助金の拡充検討に伴い、持続可能で、より効果的

な修学支援策となるよう、育英会奨学金制度を再構築します。 

●育英会奨学金の「滞納ゼロ作戦」に取り組み、貸付資金を確保し

ます。 

⇒《アウトプット》 H23 年度末における奨学金滞納額を 60 億

円未満まで抑制します。 

 （H21滞納ゼロ作戦取組前の想定滞納額68億円⇒8.5 億円減少） 

 

・授業料支援補助金の拡充検討と合わせ、奨学金貸付の所得基準引上げ等につ

いて H23 当初予算要求中。 

・奨学金の滞納債権回収のため積極的に法的措置等を実施。(H22.10 月末現在) 

  ●支払督促申立予告を実施（7,901 件） 

  ●既債務名義取得者や 5年以上滞納者からの債権回収（109,049 千円） 

３ 公私の切磋琢磨による教育の質の向上 

●公私の競争条件を合わせて「生徒受入比率７・3 枠」の弾力化を

図ります。 

●高い実績を挙げた学校に対し、適切な公費配分が行われるよう

パフォーマンス評価について検討します。 

 

・私立高校生等授業料支援補助金の大幅な拡充予定を踏まえ、「生徒受入比率

７・３枠」を見直し、従来の７・３をベースに公私それぞれが募集人員を設定する方

式に変更。(H22.11) 

・平成23年度からの実施に向け、パフォーマンス評価の指標・評価方法等について

検討中。 

重点課題４ 
【大阪の高校生等の夢をはぐくむ教育の推進 

～高校や専修学校の生徒が、 自分の力で未来を切り開くことのできる教育環境を創ります。～】 

進捗状況 



４ 将来の進路選択や就職活動を支援するための職業教育

の充実 

●「大阪進路支援ネットワーク」を立ち上げ、就職や専門学校進学

を希望する生徒に、大阪版「職業アセスメントプログラム（進路選

択/就活支援バージョン）」を提供します。（社会人基礎力養成講

座、ジョブ・シャドウイング等）  

⇒《アウトプット》 高校生への職業ガイダンス等を先進的に取

組む職業教育推進校へ１０校の参加を目指します 。 

 

《取組状況》 

・「大阪進路支援ネットワーク」の発足（H22.4) 

※職業教育推進校として７校（私立 5校・府立 2校）が参加 

・職業教育推進校で、社会人基礎力養成講座、ｼﾞｮﾌﾞｼｬﾄﾞｳｲﾝｸﾞ等がスタート 

（22 年 5 月～） 

・職業人との交流イベントを実施(H22.7) 

・専修学校を活用した職業体験学習を実施（22 年 9 月～） 

《アウトプット》 

職業教育推進校として７校が参加 

●専修学校の大阪発「産学接続コース」を医療・介護福祉分野へ

拡大・普及します。 

⇒《アウトプット》 医療・介護福祉分野の「産学接続コース」ガ

イドラインを制定し、年度末に医療・介護・福祉分野も含め

た 「30 コース」の開設を目指します。 

・「産学接続コース」普及事業委員会の開催（22 年 7 月、9 月） 

《アウトプット》 

・医療・介護福祉分野の「産学接続コース」ガイドラインを策定（22 年 12 月（予定）） 

・「産学接続コース」を推奨（22 年 1 月（予定）） ※コース数未定 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

教育環境等について、高校生や保護者による満足度の向上 

 （例） 

●「夢を持っている高校生の割合〈めざそう値〉」 

H21.8：62.7％ ⇒ 65％ 

 

●「卒業時に進路未定の高校生の割合〈学校基本統計調査〉」の減

少 H21.8：9.5％ 

 

●職業教育の充実による、高校生の専門学校進学率の引き上げ 

H21：12.5％ 

 
 
・夢を持っている高校生の割合 65.0％ 〔H22.8〕  
  →23 年度末目標「65％以上」をめざします 
 
・卒業時に進路未定の高校生の割合 9.75％ 〔H22.3 月末時点（8 月速報値）〕 
  →年度末目標「9.5％」をめざします 
 
・職業教育の充実による、高校生の専門学校進学率 13.2％〔H22（8 月速報値）〕 
  →年度末目標「13.2％以上」をめざします 

 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 
《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１ 府政情報室が全庁の広報を統括 

今までの役所の広報に縛られない効果的・戦略的な広報を打ち

出します。 

府政情報室が各部局の広報材料を集約・効果的に発信する庁

内ルールづくりを行います。 

府政情報室が自主的にキャンペーン広報を実施します。 

府政情報室が府の広報活動の渉外役を担当します。  

 

⇒《アウトプット》  キャンペーン広報活動実施数（5 本） 

 

・H22.5 庁内職員用に「広報活動マニュアル」を策定 

各部局と府政情報室との連携により一層効果的な広報活動を実施できるように、

業務の流れやノウハウを共有する実務マニュアルを整備 

・H22.612 知事定例記者会見の生中継開始 

USTREAM（ユーストリーム）を活用し、インターネットによる生中継放送を開始 

・H22.9 庁内職員用に「府 Web サイト管理の手引き」を策定 

府民目線のページ作成やユニバーサルデザインの徹底について指導 

・府職員向け広報セミナーを実施(年３回実施 6/17、9/7、１月下旬を予定)    

民間人材等による広報指導を継続的に開催し、庁内広報担当職員のスキルアッ

プを図る。 

・民間人材のノウハウやネットワークを活用した「民間タイアップ広報」の推進 

効果的な広報を行うため、民間人材を中心に新たなタイアップ先の開拓を進め、

様々なタイプの広報を展開 

＜主なタイアップ実績＞ 

映画タイアップ ７社 １１件、 スポーツチーム等とのキャンペーンタイアップ １件、 

スーパー・コンビニ等の商業施設等タイアップ ４社、 文字情報配信 ３社、 動画配信 ２社、 

WEB ページ連携 １社、 情報誌タイアップ １０誌 

 

⇒《アウトプット》  キャンペーン広報活動実施数（H22 年 11 月末現在 ３ 本） 

 ＜内容＞ 

児童虐待・・・府政だより掲載、府ｗｅｂサイト大画面掲載、映画タイアップ、ＣＦ制作、街頭ビジョ

ンでの啓発、スポーツチームとのタイアップ、チラシ・ポスターのコンビニ等での配架 

自殺防止・・・府政だより掲載、府ｗｅｂサイト大画面掲載、ＣＦ制作、街頭ビジョンでの啓発、チラ

シ・ポスターのコンビニ等での配架 

薬物防止・・・府政だより掲載、府ｗｅｂサイト大画面掲載、映画タイアップ、街頭ビジョンでの啓

発、チラシ・ポスターのコンビニ等での配架 

 

重点課題５ 
【脱お役所の戦略的広報と究極のオープン府庁の実現 
～役所の殻を打ち破りターゲットに効果的に届く広報を実現するとともに、究極の情報公開、広聴の一体的な推進に取り組みます～】 
 

進捗状況 



２ 府政情報室が有する自主媒体をターゲットにあわせて再

構築 

府政だより・府ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ「維新通信」を見直します。 

⇒《アウトプット》 府ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ登録者拡大 

（H21:2 万人⇒H22 年度末 3万人、H23 年度末 5万人） 

 

・府政だより、府ｗｅｂサイト、府メールマガジン等自主媒体のあり方を見直すなど、

戦略的な広報について検討中 

・府政だよりではターゲットを意識し、児童虐待など府の重要施策を重点的に広報 

・イベントや記事交換を通じ、大阪府メールマガジン登録者を拡充 

＜イベント＞アクティブシニア（H22.10）、サンケイリビング 「TO THE NEXT 2010 OSAKA」

（H22.11）、府政学習会（随時） 

＜記事交換＞まいど子でもカードメルマガ、えるこみ（リビング新聞社（H22.6）、奈良県（H22.10） 

 

⇒《アウトプット》 

 府メールマガジン登録者拡大    24,178 人 

（H21:2 万人⇒H22 年度末 3万人） 

ターゲットを明確にした「役所らしくない」ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを開設します。 

⇒《アウトプット》 府 HP ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ件数 

（H21：65 万件/月⇒H22:70 万件/月） 

・H22.9 「なんでござる大阪府庁職員ブログ」の開設 

府民と府庁との距離を縮め、府政への興味をもっていただくために、職員が直接

施策や事業をＰＲできる場として、大阪府庁職員によるブログを開設。 

Ｈ22 年 11 月末現在 記事数１４３件 約６万アクセス 

 

⇒《アウトプット》  

府 HP トップページアクセス件数  63 万件/月 

（H21：65 万件/月⇒H22:70 万件/月） 

３ 府政情報の積極的な公表 

業務・施策プロセスの見える化の実施職場を拡大します。    

⇒《アウトプット》 施策のﾌﾟﾛｾｽ公表を実施した課数の増加 

H21：４課⇒H23.4：全部局実施 

・H22.8 昨年度実施の第１次試行の結果を踏まえて、実施職場を府民文化部本庁

全所属に拡大して第２次試行を実施中 

 

⇒《アウトプット》  

施策のﾌﾟﾛｾｽ公表を実施した課数の増加 

府民文化部本庁９所属  

 （H21：４課⇒H23.4：本庁全部局全所属） 

４ 府民お問合せｾﾝﾀｰなどにおける府民ｻｰﾋﾞｽの充実 

府民お問合せｾﾝﾀｰ・情報ﾌﾟﾗｻﾞで迅速、的確、ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ溢れるｻ

ｰﾋﾞｽを行います。 

⇒《アウトプット》 府民お問合せｾﾝﾀｰにおける電話ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ

回答率の向上 H21：86%⇒H22:90% 

・これまでの府民からのお問合せ対応の分析や整理を行い、さらにワンストップ回

答率向上を図る。 

・各部局の広報計画を基に、イベントやお問合せの受付について、お問合せセンタ

ーの活用を、各部局に働きかけている。 

 

⇒《アウトプット》  

府民お問合せｾﾝﾀｰにおける電話ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ回答率の向上 92.6％  【目標達成】 

 



５ 府民の声を施策や事務事業の改善に反映 

府民の声システムの実施職場を拡大します。 

⇒《アウトプット》 

府民の声を業務改善や事業立案の検討に活用 

  H21:28 件⇒H22:150 件:全部局実施  

・H23.1～「府民の声の見える化」の全部局実施予定 

・11 月 29 日・30 日に全部局担当者向け説明会を開催 

 

⇒《アウトプット》 

府民の声を業務改善や事業立案の検討に活用  35 件 

６ 公文書のリファレンス(展示・閲覧・申請等)機能の一元化 

歴史的公文書と現役公文書の閲覧・申請等のワンストップ窓口

を府庁本館に整備します。 

・Ｈ22.7 公文書館の移転の本館でのレイアウト案、所蔵資料の書庫配分案、移転

スケジュール案等について、公文書館運営懇談会委員へ説明 

・公文書館機能の府庁本館整備に向け、準備中（H23.4 予定） 

 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

府政の情報発信などに対する府民の満足度の向上 

●「大阪府の広報活動は評価できると思う府民の割合」 

H21：27.4% ⇒50% 

●「大阪府の事業に興味・関心があると思う府民の割合」 

H21：64.6% ⇒70% 

●「大阪府の意思形成プロセスが分かりやすいと思う府民の割合」 

H21:16.7% ⇒33.3% 

●「府民お問合せｾﾝﾀｰの窓口対応に満足している府民の割合」 

H21:85.9％⇒90% 

●「情報ﾌﾟﾗｻﾞの窓口対応に満足している府民の割合」 

H21:92.3%⇒95% 

今年度実施の府民意識調査等の結果 

・「大阪府の広報活動は評価できると思う府民の割合」   27,4％〔H22.4 マニフェストアン

ケート〕 

→年度末目標「50％」をめざします。 

・「大阪府の事業に興味・関心があると思う府民の割合」  64.6％〔H22.4 マニフェストアン

ケート〕 

→年度末目標「70％」をめざします。 

・「大阪府の意思形成プロセスが分かりやすいと思う府民の割合」 16.7％〔H22.4 マニフェス

トアンケート〕 

→年度末目標「33.3％」をめざします。 

・「府民お問合せｾﾝﾀｰの窓口対応に満足している府民の割合」 98％〔H22.11〕 

  【目標達成】 

・「情報ﾌﾟﾗｻﾞの窓口対応に満足している府民の割合」  98％〔H22.11〕 

  【目標達成】 

 

 



 

福祉部長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
 

■福祉部長コメント 
 

 

 

 

 

 
■総括表 

戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】子育て支援施策の推進 
 

【重点課題２】新たな地域福祉セーフティネットの構築 
 

【重点課題３】福祉施設からの一般就労の促進（障がい者雇用） 
 

【重点課題４】福祉・介護人材の確保 
 

家族形態の変化や地域コミュニティの希薄化など、福祉分野をとりまく環境が変化する中、地域社会で孤立する人･家庭の問題も含め、様々な

課題が生じています。 
特に、児童虐待については、大阪府内においても痛ましい死亡事案が発生しており、子どもの生命と安全を守ることが、行政の最大の使命であ

ると痛切に感じております。そこで、早期発見・早期対応が可能となるよう、テレビＣＭの制作放映やオレンジリボンキャンペーンを通じて児童

虐待や通告への理解を促す取組を進めるとともに、体制の充実にも努めてまいります。あわせて、障がい児者施設における虐待防止対策について

も、効果的な手法等について検討を進めています。 
また、さらなる地域福祉セーフティネットの構築に向け、地域住民同士の支え合いによる見守り体制の構築や、いわゆる「貧困ビジネス」の規

制条例を制定し、不当な事業活動の防止と被保護者の生活の安定と自立の助長などにも取り組んでいます。 
昨年度から継続して取り組んでいる障がい者の施設からの就労促進や福祉・介護人材の確保につきましても、実施手法の検証結果を踏まえ、現

時点では概ね計画通りに進んでおり、年度末における目標達成を目指していきます。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 

（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 

（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 

（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■地域における子育て支援 

●「こども・未来プラン後期計画」や「市町村次世代育成支援行動

計画（後期計画）」の目標達成に向け、地域福祉・子育て支援交

付金に、別途 「子育て支援分野特別枠」を創設し、市町村の新

たな事業展開をさらに支援します。 

●保育所入所待機児童の解消に向けた、保育所の計画的な整備

や定員増の取組により、保育所への入所を希望する全ての子ど

もが入所できる環境整備に努める市町村を支援します。  

●保育時間の延長、休日・夜間の保育、病気の子どもの保育等、

保護者のニーズに応じた多様な保育サービスを提供できる体制

づくりや地域の子育て力の向上に努める市町村を支援します。 

 

●今年度から開始した「子育て支援分野特別枠」の「地域重点課題事業」を活用し、多くの

市町村で創意工夫を凝らした新たな独自事業が展開されている。また、来年度から支援

を予定している「分野別リーディング事業」について、市町村からの提案に基づき対象事

業を選定した。 

●※アウトプット欄の記載を参照 

 

 

●※アウトプット欄の記載を参照 

■援護を要する子どもと家庭への支援 

●障がい児の居場所づくりや保護者の育児と就労の両立、重症心

身障がい児等への地域生活支援を行う市町村を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

●児童養護施設入所児童の学力向上支援など援護を要する子ど

もへの支援に取り組みます。 

 

●ひとり親家庭が安定的な収入を得て、自立した生活ができるよ

う、職業能力向上の訓練、効果的な就業あっせん、就業機会の

創出など就業面における支援の充実を図ります。 

 

●障がい児の居場所づくりについては、支援学校児童生徒の居場所を確保するため、放

課後児童クラブの受入体制整備や地域で障がいのない児童との交流事業などを実施。 

●重症心身障がい児等が地域で安心、安全に生活を送れるよう、訪問看護スタッフ等の資

質向上研修を実施。今後、年度内に訪問看護とホームヘルプサービスを一体的に提供

する体制の整備、及び保護者のレスパイトのために短期入所事業所の拡大、保護者交

流事業等を実施予定。 

●身近な市町村において発達障がい児の早期発見から早期療育体制を整備するため、

「子ども発達支援センター（仮称）」を設置し、療育、保護者への指導、小学校への円滑

な引継ぎシステムの整備を実施。 

●新たに入所した小学生への学習習慣の定着を支援するため、全ての施設で実施可能と

なるよう、府社協児童施設部会で事業説明するとともに、すでに実施している施設の取

組例などをもとに、事業実施に向けた個別の協議を行っている。 

●ひとり親家庭の暮らしの安定、向上を図るため、身近な一般市等での就業・自立支援事

業の実施を働きかけるとともに、地域での就業支援講習会(泉州・南河内ブロック)を新た

に開催。 

重点課題１ 
【子育て支援施策の推進】 

進捗状況 



 

■児童虐待の防止 

●関係機関や市町村との連携の強化を図るとともに、効果的な啓

発手法を活用し、児童虐待とその通告に対する府民の理解を促

し、虐待の早期発見・早期対応を図り、深刻化を防ぎます。 

 

●児童虐待を防止するネットワークである市町村要保護児童対策地域協議会の調整機関

の職員のスキルアップ研修を実施するなど連携強化を図っている。また、府民に児童虐

待や通告への理解を促すテレビＣＭを制作放映するなど広報啓発を推進。その結果、通

告件数が大幅に増加するなど虐待の早期発見・早期対応につながっている。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

「子育て支援日本一・大阪」を目指した施策を推進します。 

●保育所入所児童枠の拡大を目指し、保育所定員増加に取り組む

市町村を支援：600 人分超 

 （Ｈ20 年度から 26 年度末までに、入所児童枠を約 5,000 人分拡

大） 

 

 

●Ｈ22 年度中の保育所整備予定 １７市町３７か所  ※政令市・中核市を除く 

           うち、純増定員  １０市町１４か所 670 人 

          〔内訳〕 新  設：  ３市   ４か所 360 人 

               増改築等： ８市町 １０か所 310 人 

→Ｈ22.10.1 現在の入所児童数〔最大値〕71,091 人、Ｈ20 比で 1,022 人の増 

●国制度である保育対策等促進事業を実施する市町村への助成 

実施市町村数     箇所数 

・延長保育促進事業                       ３４           ３９０ 

・夜間保育事業                     ４             ４ 

・休日保育事業                    １９            ２３ 

・病児病後児保育事業（病児対応型）        ８           １３ 

・病児病後児保育事業（病後児対応型）     １７            ２３ 

・病児病後児保育事業（体調不良児対応型）  １７            ７４ 



 

●新たに支援学校小学部の児童を放課後児童クラブで受け入れ：

６４人（H26 年度に、希望する全ての児童(約 300名)を受け入れ） 

 

 

●障がいのない児童と支援学校中学部・高等部生徒との交流事業

を実施：府内６ヵ所 

●「子ども発達支援センター（仮称）」を整備し、発達障がい児の専

門的な療育を実施：６市(児童 180 人受け入れ)で整備（H24 年度

に府域全域で療育実施） 

●医療的ケアが必要な重症心身障がい児等の地域生活支援シス

テムを整備：２福祉圏域で各１ヵ所ずつ拠点施設を指定（23 年度

までに６圏域で） 

●全ての児童養護施設と情緒障害児短期治療施設に新たに入所

する小学生全員に対して、入所時から約１年間、学習習慣定着

のための支援を実施：全２６箇所 

●母子家庭等の就職の促進・定着を目指し、コールセンタースタッ

フを養成：９０名 

 緊急雇用創出基金を活用し、母子家庭の母の雇用を創出：５０名 

●新たに支援学校小学部生徒を受入れたクラブ数及び児童数：１８クラブ１８名 

※府立支援学校小学部の児童・保護者を対象に、就労状況や児童放課後の居場所等

に関する調査を実施（H22.10）し、本事業の対象となる児童数を精査した結果、今年度

の目標を２４人（H26 年度に希望する全ての児童(約 120人)）に修正。 

●交流事業実施箇所：１ヵ所（支援学校生徒７名（延べ７０名）参加予定） 

 

●２か所（摂津市、富田林市）で「子ども発達支援センター（仮称）」を設置 

 

 

●２圏域（北河内、南河内）で拠点施設を指定。 

 

 

●１３施設において実施。 

 

 

●コールセンタースタッフ養成講座受講者数：７９名 

緊急雇用創出基金等を活用した母子家庭の母の雇用者数：３５名 

●児童虐待防止テレビＣＭを制作し、夏休みに放映するなど児童

虐待とその通告に対する府民の理解を促進 

●児童虐待防止テレビＣＭを制作し、8月及び児童虐待防止推進月間である 11月に放映。 

 ・テレビ放送期間（放送回数）：8 月 9 日～31日、11 月1 日～14日（合計 919回） 

 ・放送局：毎日放送、朝日放送、関西テレビ、読売テレビ、テレビ大阪 

 ・通告件数（8 月の対前年同月比）：2.8 倍 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

「子育て支援日本一・大阪」と感じてもらえる環境づくりに取り

組みます。 

◆「子育てしやすい街だと思う」府民の割合：４０％ 

 

 

 

◆22 年度末にQ ネットにより、アンケート調査を実施予定。 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■地域福祉セーフティネットの新たな取組の推進 

地域住民による高齢者の見守り活動等の充実 

（取組内容） 

 ●要援護者情報と地図情報とを組み合わせた地域あんしんシス

テムの導入促進 

 ●府営住宅のストックを活用してコミュニティ活動を行う住民団体

への支援 

 ●府民に認知症への理解を深めてもらうための認知症サポータ

ー等の養成 

 

 

 

●地域における高齢者等要援護者の見守りを充実するため、地域力再生支援事業を活用

するなどして、導入を市町村に対して働かきかけている。 

●府営住宅とその周辺地域における住民の主体的な取組みを支援するため、高齢者等の

地域ケア推進事業を実施。 

●市町村や職域団体との連携に加え、担当職員が講師（キャラバン・メイト）となりサポータ

ー養成に取り組んでいる。 

市町村における地域福祉のセーフティネット構築のための取組み

支援 

（取組内容） 

 ●市町村におけるＣＳＷの活動の充実 

 ●市民後見人制度を府域に展開していく仕組みづくり 

 

 

 

●CSW配置事業に関する新ガイドラインについて、地域福祉支援計画推進委員会で審議。 

●市民後見人のサポート体制等について検討。 

「貧困ビジネス」に対する法的規制等の検討 

（取組内容） 

 ●国における立法の動向を踏まえ、「貧困ビジネス条例（仮称）」

の制定を検討 

 

 

●立法事実の調査、有識者・事業関係者等へのアンケート、既存法令との関係、実施機関

への意見聴取等を行うなど種々検討を重ね、「大阪府被保護者等に対する住居・生活サ

ービス等提供事業の規制に関する条例(案)」を作成し、9 月定例府議会で可決成立。 

高齢者や障がい者で福祉的な支援を必要とする矯正施設退所者

の社会復帰を支援 

（取組内容） 

 ●関係機関との連携による矯正施設退所者に対する福祉サービ

スの利用支援等の実施 

 

 

 

●地域生活定着支援センターを設置し(H22.7)、矯正施設退所者に対する福祉サービスの

利用支援を実施。 

 

 

重点課題２ 
【新たな地域福祉セーフティネットの構築】 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

新たな福祉課題に対応するため、さらなる地域福祉セーフテ

ィネットを構築します。 

●地域あんしんシステム等の導入への補助：５０小学校区 

 

 

 

●府営住宅やその周辺における住民主体の取組への補助：２０ヵ 

所 

●認知症サポーター等を全市町村で人口比３％確保（H26 年度

末）：約 20,000 人養成 

●ＣＳＷ配置事業に関する新ガイドラインの作成 

 

●市民後見人養成のカリキュラムの作成・サポート体制の構築 

●「貧困ビジネス」を規制するための条例制定等法的規制の実施 

 

●地域生活定着支援センターを設置し、矯正施設退所者の福祉サ

ービスの利用等を支援：支援した割合６０％ 

 

 

●＜地域あんしんシステム＞泉佐野市（13 小学校区）において導入予定 

＜医療情報キット＞池田市（11小学校区）、阪南市（11小学校区）において、独居高齢者

等に既に配布。枚方市（45 小学校区）、泉佐野市（13 小学校区）、河

南町（5 校区）において、配布を検討中。 

●地域福祉、まちづくり等の有識者の意見を踏まえ、助成対象の２０団地を選定し、補助金

を交付。（提案数６７） 

●本年度の認知症サポーター等の養成数：約 17,500 人養成（10 月末現在） 

 

●地域福祉支援計画推進委員会セーフティネット部会において、ＣＳＷ配置事業に関する

新ガイドライン（骨子）について審議。12 月に素案について審議予定。 

●大阪成年後見制度検討会を 5 回開催し、サポート体制の構築等について検討中。 

●「大阪府被保護者等に対する住居・生活サービス等提供事業の規制に関する条例」を平

成 23 年 2 月 1 日施行予定。 

●地域生活定着支援センターが、矯正施設退所者の福祉サービスの利用等を支援した割

合：８４．４％ 〔対象者〕32 名、〔福祉サービスの利用等を支援した者〕27名 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

誰もが困ったときに身近なところで支援を受けられる地域社

会の実現を目指します。 

◆「安心であたたかい暮らしの大阪になっている」と思う府民の割合 

◆「地域で安心・安全に暮らし続けられる」と感じる一人暮らし高齢

者等の割合 

 

 

◆H22.4「オンリーワン都市調査（インターネット調査）」：15.0% 

→H22 年度末目標：15.0%以上をめざす。 

◆府内全域を対象とした「高齢者の生活実態と介護サービス等に関する意識調査」（アンケ

ート調査）の中で設問を設定。（10～１１月に実施） 

コミュニティの活性化に取り組んだ府営住宅周辺住民に対し、アンケート調査を年度末ま

でに実施予定。 

 



 

 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■個々の障がい者に対するきめ細やかな支援の実施 

福祉施設を利用する障がい者のうち、就労支援を希望する方に対

して個別支援を行います。 

 （取組内容）  

●就労希望者に対し、個別支援計画を策定 

●障がい者のニーズの沿った、実習・雇用受入先企業の開拓 

●就労マッチングを行い、企業等へ支援担当者を派遣し、職場適

応・定着のための支援を行う。 

●就労支援に取り組む福祉施設職員（就労移行支援事業所等）

のスキルアップを図る「就労支援員養成研修」を実施 

 

 

 

 

 

●「障がい者就労サポート事業」を実施。 

・個別に支援計画を策定：１８２人 

・実習雇用受入先企業の開拓：２２３件 

・就労マッチングから職場定着までの一体的な人的支援を実施。支援数：１６６件 

・就労移行支援事業所等の職員を対象とした研修を 11 月末に開催。 

■他部局・機関と連携した取組 

 （取組内容） 

●府庁各課における事務作業の就業体験実習の機会提供（支援

学校生徒及び施設利用者） 

●有効な企業情報を教育委員会（支援学校等）へ提供し、就労支

援に活用できるようコーディネート 

●各部局の企業情報・求職者情報を相互に共有・活用する仕組

みを検討 

●福祉施設、支援学校、企業、行政が協働し、就労支援ネットワ

ークを構築・強化し、研修、面接会等の取組を行う。  

 

 

 

●府庁各課において就業体験実習を実施。 実習受入数：３６人（知的 28、精神 8） 

 

●障がい者就労ｻﾎﾟｰﾄ事業で開拓した企業求人情報を府教委へ提供。提供数：６２件 

 

●福祉部､商工労働部､教育委員会の３部局で、企業情報の共有化等、部局連携のスｷー

ムを検討。 

●就労支援ネットワーク構築・強化事業において、７地域で、研修会・連携会議等を開催。 

 

 

重点課題３ 
【福祉施設からの一般就労の促進（障がい者雇用）】 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 平成 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

大阪府障がい者就労サポート事業により福祉施設からの就

職者数をアップします。 

●障がい者就労サポート事業による一般就労者数：１５０人 

●障がい者就労サポート事業による実習・雇用受入企業開拓数： 

６６０社 

●就労支援員養成研修への参加者数：１５０人（平成 21 年度未参

加の就労移行支援事業所含む） 

 

 

 

●福祉施設からの一般就労者数：８６人 

●企業開拓数：２２３件 

 

●研修参加者数：１２４人 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 平成 22 年 9 月末日現在の進捗状況等 

障がい者への就労支援の達成度の向上を図ります。 

◆ Ｈ２２年度 1 年間における福祉施設からの就労者数を「府内全

体で７００人」へ。 

◆ 「障がい者の就労意欲は高まってきている」と思う福祉施設長

の割合：８０％ 

◆ 「地域における就労支援機関のネットワークは機能している」と

思う福祉施設長の割合：８０％ 

◆ 「障がい者の就労について企業の理解は高まってきている」と

思う福祉施設長の割合：７０％ 

◆ 「障がい者が就職しやすくなった」と思う福祉施設長の割合： 

５０％ 

 

 

◆ 福祉施設からの就労者数：３３９人 

 

◆ ７４．９％ （Ｈ21 の目標 ６０％ 実績 ７３．２％） 

 

◆ ７０．２％ （H21 の目標 ６０％ 実績 ６８．６％） 

 

◆ ６１．０％ (H21 の目標 ３０％ 実績 ５８．８％) 

 

◆ ３９．４％ (H21 の目標 ６０％ 実績 ３５．６％) 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■福祉介護のｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟを図り、積極的参入・参画を促進す

る取組みを実施（＊若年層向け） 

介護福祉士等をめざす若年層への取組みを充実します。 

（取組内容） 

① 護福祉士等修学資金貸付事業の充実   
②進路選択学生等支援事業の実施 

 

※アウトプット欄の記載を参照 

■研修を通じ、多様な人材の参入・参画を促進する取組みを

実施（＊潜在的有資格者の再就業、高齢者・主婦層・障がい

者等向け） 

多くの府民の皆さんが福祉・介護分野で働きやすいよう、研修等を

行います。 

（取組内容） 

③潜在的有資格者等養成支援事業の実施 

 

※アウトプット欄の記載を参照 

■事業者の求人活動及び既従事者のキャリアアップを支援 

これからの人材の確保、今ある人材の定着を図る取組みを推進し

ます。 

（取組内容） 

④複数事業所連携事業の実施 

⑤職場体験事業の推進 

⑥福祉・介護人材ﾏｯﾁﾝｸﾞ支援事業の実施   

⑦ｷｬﾘｱ形成事業所支援事業の推進 

 

※アウトプット欄の記載を参照 

 

 

重点課題４ 
【福祉・介護人材の確保】 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

人材の確保及び人材の質の向上を図ります。  
①各養成施設定員の１割に貸付：貸付人数約２２０人 

②養成施設に専門員を配置し中高生等に対し出前講座の実施や

相談・助言を実施：学校訪問数約３００箇所 

③未就労の有資格者への再就業支援研修や障がい者の就労支援

研修等を実施。府内全域を対象に５種類程度の研修開催：開催

回数６０回 

④小規模事業所においてﾈｯﾄﾜｰｸを構成し、共同での求人活動・研

修に対する支援：１ﾕﾆｯﾄ５事業所で約１２０箇所 

⑤施設等が福祉に関心を有する方への職場体験を実施：約１２００

人の受入れ 

⑥福祉人材ｾﾝﾀｰにｷｬﾘｱ支援専門員を配置し、就職ｾﾐﾅｰの開催

や施設訪問により、求人求職者のﾆｰｽﾞにあったマッチングを支

援：就職ｾﾐﾅｰ開催（月１回程度） 

⑦養成校等教員派遣による施設での研修実施や研修計画の策定

を支援：２９０施設 

 

 

①介護福祉士等修学資金貸付：２３６人に貸付 

②学校訪問数：１０３箇所（実績報告提出後、校数確定） 
 

③６種類の研修を６４回実施（予定分含む） 

 

 

④複数事業所連携事業：６４箇所（３２３事業所） 

 

⑤職場体験として４６６人受入れ 

 

⑥９回実施（共催分含む） 

 

 

⑦１８０施設 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

府内における福祉・介護従事者の“量と質”の向上を図りま
す。  
◆府内の福祉・介護従事者数：２１年度から３年間で７，５００人増 

◆「人材確保に効果があり、今後も本事業を活用したいと思う」施設

事業者の割合：６０％ 

◆「利用者へのｻｰﾋﾞｽや職員の意識・技術等が向上し、今後も本事

業を活用したいと思う」施設事業者の割合：６０％ 

◆「職員に話かけやすく、利用者の意見や相談を聞いてくれるなど

今後も施設を利用し続けたいと思う」利用者の割合：７０％ 

 

 
 

◆今年度の事業終了後に、就業者数調査及び事業者・施設利用者アンケートを実施予定

（H23.4 頃）。 

 

 

 



健康医療部長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
 

■健康医療部長コメント 
 

 

 

 

 
■総括表 

戦略課題 進捗状況 
【重点課題１】救急医療体制等（地域医療）の充実 
 

 

【重点課題２】がん対策の充実 
 

 

【重点課題３】薬物乱用防止対策の充実 
 

 
 

昨年度に引き続き、府民のいのちに直結する救急医療体制等（地域医療）の充実、死亡原因 1 位のがん対策の充実をマニフェストに掲げ、

取り組みを進めています。今年度はこれら施策に加えて、薬物乱用の低年齢化の実態を重く受け止め、薬物乱用防止対策の充実を部局長マ

ニフェストに掲げました。 

健康医療分野の施策は、府民の皆様にとって、非常に身近な施策です。たとえば、いざ、急病になったときには、きちんと病院に搬送され、適

切に手当てしてもらえるか、あるいは、がんになったとき、相談できる専門的な病院が身近に確保されているか、等々です。一方、府民の方々に

主体的に取り組んでいただける部分もあります。たとえば、救急病院への過剰な負担を避けるため、診療時間内の受診を心がけたり、「大阪救

急ナビ」を活用していただいたり、また、がんの早期発見のためにきちんとがん検診を受診していただいたりすることです。薬物乱用防止対策で

は、いうまでもなく、家庭、地域、学校で、子どもたちと、その恐ろしさについて一緒に学んでいただくことが大切です。引き続き、進捗管理をしな
がら、マニフェストの目標達成に努力してまいりますので、府民の皆様、関係者の皆様のご協力をお願いいたします。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 

（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 

（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 

（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■迅速かつ適切な救急搬送受入体制の整備 

改正消防法や地域医療再生計画に基づく取組みを進め、

地域における救急患者の受入体制の構築を図ります。 

・各医療圏での議論を踏まえ、改正消防法に基づく大阪府の救急搬送の実施基準

が平成22年内にまとまる予定であり、これに基づく各地域での運用も平成23年初

めより順次開始される予定。 

■ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘの有効活用 

活用事例を検証し、有効利用が図られるよう、関係機関に

働きかけるとともに、近隣府県との共同利用を進めます。 

・滋賀県との共同利用に向け調整中。なお、今後、関西広域連合において、関西全

体におけるﾄﾞｸﾀｰﾍﾘの効果的・効率的な配置・運航が検討される予定。 

■産婦人科の救急搬送受入体制を整備 

かかりつけ医のない妊産婦や最重症合併症妊産婦の受入

など産婦人科の救急搬送に対応する体制を確保します。 

・かかりつけ医のない妊産婦の救急搬送体制を引き続き確保するとともに、平成 22

年 8 月からは最重症合併症妊産婦の受入医療体制を確保。 

 

■救急医療に関する理解を促進 

救急医療体制や現場に関する府民の理解を求める啓発事

業等を展開します。 

・救急医療に関する府民理解を広めることを目的とする府民アンケートを、9 月の救

急医療週間を皮切りに、主要鉄道ターミナル、商店街、大学、公共機関等の協力

を得て、府内各地域で実施。府立高校生を対象に映画配給会社とのタイアップに

よる啓発チラシを配布。今後、アンケートの結果も踏まえて、「大阪救急ナビ」の普

及啓発方策や内容充実策についても検討を進める。 

■医師確保のため、修学資金等貸与制度を実施 

奨学金制度により、救急医療、周産期医療分野における拠

点医療機関の医師確保を支援します。（募集定員 30 名） 

・20 名（大学生 3名、臨床研修医 17 名）に対し、貸与を実施。 

 

 

 

 

 

重点課題１ 
【救急医療体制等（地域医療）の充実】 
 

進捗状況 



《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■救急搬送において受入までに要した医療機関への照会回

数減 

■救急搬送における救急車の現場滞在時間の短縮 

重症者、産科・周産期傷病者のそれぞれにつき、4 回以上要

した件数を対前年比 10％削減します。  

※平成 21 年の 4 回以上照会回数は,重症者：963 件（対前年

比+8.1%）、産科・周産期：107 件（対前年比▲26.7%） 

重症者、産科・周産期傷病者のそれぞれにつき、現場滞在時

間 30 分以上要した件数を対前年比 10％削減します。 

※平成 21 年の現場滞在３０分間以上の件数は、重症者：482

件（対前年比▲7.3％）、産科・周産期 117 件（対前年比▲

7.9％） 

＜数値公表は年度末の予定（総務省消防庁「救急搬送における医療機関の受入

れ状況等実態調査」）＞ 

■救急搬送人員数における軽症者数減 

軽症者数を対前年比 5%削減します。 

※平成 20 年の軽症者数は 262,816 人（対前年比▲9.1％） 

＜数値公表は「大阪府消防統計」集計時（H23.3 予定）＞ 

■修学資金等貸与制度に係る貸与者数 30 名の実現 

募集定員 30 名、100%の貸与を目指します。 ※22 年度は、

4/26～6/15 に募集、8 月に対象学生を決定。 

・20 名（大学生 3名、臨床研修医 17 名）に対し、貸与を決定。 

・12/6～1/25 に二次募集の申請を受付。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

「救急医療体制」について、府民や関係者の「満足度」や「認

知度」を高めます。 

●「“救急医療体制が充実した”と実感する関係者（救急医療

や消防関係者）の割合」を高めます。 

 H21年9月時点では20％。H22年度の取組みにより30％を

目指します。 

今年度実施の府民意識調査等の結果： 

・“救急医療体制が充実した”と実感する関係者（救急医療や消防関係者）の割合 

  →年度末までに、充実したと実感する割合を 30％に高めます。 

   （Ｈ23.3 調査予定） 

●「大阪救急ナビを知っている」と答える府民の割合」を高め

ます。 

 H22年 4 月時点では 12.8％。H22 年度の取組みにより 20％

を目指します。 

・「大阪救急ナビを知っている」と答える府民の割合 12.8% 

 →府民の認知度を 20％まで引上げます。（H23.3 調査予定） 

 



 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■受動喫煙防止の推進 （がん予防への取組み） 

 たばこの煙は、喫煙者のみならず、周囲の人に対しても、肺

がん等の多くのがんの危険因子となるため、受動喫煙の防止

を推進します。 

（取組内容） 

平成２３年４月１日までに以下の場所における全面禁煙

100%に向け積極的に働きかけ 

・公的な施設を最優先し、官公庁、学校、医療機関、公共

交通機関において全面禁煙化 

・府所管の施設における全面禁煙の徹底 

・以下のとおり各関係者ごとに受動喫煙防止について積極的に働きかけを実施。 

＜府・市町村所管施設、学校、病院、公共交通機関＞ 

・厚生労働省局長通知とともに府の方針である全面禁煙化について文書により依

頼（H22. 3～5 月）。 

・受動喫煙防止実施状況調査の実施及び結果を公表（府 HP 掲載・報道発表）する

とともに、所管部署への結果通知時に再度、全面禁煙化を依頼(H22. 5・9 月 )。 

＜病院＞ 

・保健所による立入検査時に全面禁煙化を依頼。 

＜公共交通機関への働きかけ＞ 

・全面禁煙化未実施の鉄道会社 5 社へ大阪市や兵庫県等自治体とともに訪問

（H22. 6・7 月）。 

＜府所管施設＞ 

・部長会議で健康医療部長より受動喫煙防止対策の推進について府の方針を説明

し、取組みを依頼(H22. 4 月)。禁煙周知表示の雛型を送付(Ｈ22.7 月)。 

・全面禁煙化を実施する予定がない施設にヒアリングをするとともに、取組みを依

頼。 

＜関係団体（135 社・団体）＞ 

・府リーフレットと市ポスターを同封し、大阪府知事・大阪市長連名の文書により全

面禁煙化の取組みを依頼（H22. 6 月）。 

■がん検診受診率の向上 （早期発見への取組み） 

がん検診の受診率を向上することにより、がんの早期発見、

早期治療を推進します。 

（取組内容） 

検診受診向上のために市町村や企業をはじめ幅広い関係

団体の参画による、官民一体となった組織を立ち上げ、府民

運動として展開する 

・市町村間の受診率の差や取り組み内容の分析 

・効果的な取組み内容の共有化  など 

・市町村訪問：検診精度連絡会（健康づくり課・がん予防検診センター・成人病セン

ター）で、堺市（H22.8）、吹田市（H22.10）、東大阪市（H22.12）を訪問し、検診台帳

整 備状況、精度管理体制等について聞き取り・助言指導等を行った。 

・民間企業との連携事業： 

・フォーラム開催（H22 年度：7 回実施済、今後 3回予定） 

・出前講座：高槻支援学校（教員対象）12 月実施予定。 

・がんカルタを活用した授業（樟蔭女子大：10 月、福井高校：1 月） 

・大学祭での啓発展示（大阪教育大：11 月） 

■がん診療拠点病院（５０病院）の機能強化、緩和ケアの推  

重点課題２ 
【がん対策の充実】 
 

進捗状況 



進 （医療の充実への取組み） 

相談、診断、治療・緩和ケアまでの一貫したがん医療体制を

構築し、がん医療水準の向上を図り、患者に合ったより適切

な医療を受けられる体制を構築します。 

 （取組内容） 

・地方独立行政法人府立病院機構との連携のもと、がん医

療水準の向上に中心的役割を担う都道府県がん診療連

携拠点病院（府立成人病センター）の建替え・機能強化を

図る 

・がん診療拠点病院（５０病院）における相談支援機能の充

実 

・診断の初期段階から、身体的、精神的、社会的な苦痛を

軽減する「緩和ケア」を推進することにより患者のＱＯＬ

（生活の質）の向上を目指す 

 

・都道府県がん診療連携拠点病院（府立成人病センター）の機能強化を含め、府立

5病院の中期目標策定に向け、準備中。 

 

がん診療拠点病院の指定： 

・H23 新規指定（国）病院として１ヵ所推薦。（H22 現在国指定は 14 病院、府指定は

36 病院）※H23 新規国指定がされれば、国指定 15 病院、府指定 35 病院へ。 

相談支援機能の充実： 

・府内全がん診療拠点病院（50 病院）に相談支援センター又は相談窓口を設置。 

緩和ケアの推進： 

「大阪府がん緩和ケア研修会実施要綱」（H22.11.1 施行）を制定し、医師以外のコ

メディカルへの修了証書の交付を開始。（要綱制定前の受講者のうち希望者へは

「修了証明書」を交付。） 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■全面禁煙となった公共施設の増加 

 平成２３年４月１日までに、官公庁（府、市町村）、学校、病

院･診療所、公共交通機関の全面禁煙化 100%を目指します。 

※現況を調査し、強力に働きかけていきます。 

平成 22 年 11 月末日現在の進捗状況： 

・府（本庁舎 85.7%、出先機関 93.8%、左記以外 76.3%） 

・市町村（本庁舎 58.1%、出先機関 51.2%） 

・公立（小学校 94.0%、中学校 92.7%、府立高等学校 100%） 

・私立（小学校 100%、中学校 68.2%、高等学校 62.4%） 

・大学（国公立 100%、私立 85.0%、私立短期大学・部 97.0%） 

・病院（国公立及び独立行政法人 94.9%、左記以外 79.2%） 

・鉄道会社（駅構内・ホーム全面禁煙 25.0%、全車両全面禁煙 75.0%）  

・タクシー協会に加入しているタクシー会社（全車両全面禁煙 100%） 

■がん検診受診率の向上 

全国的に低位にあるがん検診受診率について全国平均を

目指します。 

※Ｈ１９国民生活基礎調査結果 

胃がん  ２２．１％（４７位）⇒２８．７％（全国平均受診率） 

肺がん  １７．２％（４６位）⇒２３．３％（同） 

乳がん  １４．９％（４５位）⇒２０．３％（同）           

大腸がん ２０．６％（４３位）⇒２４．９％（同） 

子宮がん １８．３％（４３位）⇒２１．３％（同）   

※国民生活基礎調査の検診受診率は 3年に 1度発表され、直近データは H19 

 （平成 22 年度検診受診率は、平成 23 年秋頃発表予定。） 



■がん診療拠点病院における相談件数の増加 

患者の早期治療につなげるため、相談体制の整ったがん

診療拠点病院の情報発信に努め、当該がん診療拠点病院へ

の相談件数の増加を図ります。 

※がん患者が適切な医療を受けるための相談体制を整備し、

相談件数の１０％増加を目指します。 

 Ｈ２１推計：約４９，０００件⇒Ｈ２２：約５４，０００件へ 

＜数値公表は年度末予定＞ 

 

 

■緩和ケア研修受講医師数の増加 

 医療現場で中心的役割を果たす医師を対象に緩和ケア研

修を実施します。Ｈ２１年度に引続き国指定のプログラム研修

受講者数２，５００人を目指します。 

（H２４年度までに 1万人受講へ。１万人の根拠は、府内医師

数２０，０００人の半数ががん医療に直接携わると推定） 

○Ｈ２１実績：２，３２５人が受講。 なお、 そのうち「国指定プ

ログラム研修」には、６６２人が受講。 

＜数値公表は年度末予定＞ 

 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

がんによる死亡者数の減少を目指し、「受動喫煙が及ぼす健

康影響（肺がん）の 認知度」の普及や「がん診療拠点病院の

認知度」の向上、「がんの年齢調整死亡率」の改善を目指しま

す。 

●「がん診療拠点病院を知っている府民の割合」 

 H22 年 17.6％を H23 年には 20％以上にすることを目指しま

す。 

 

 

 

 

●「がん診療拠点病院を知っている府民の割合」 

 （H23．3 調査予定。） 

●例）「受動喫煙が及ぼす健康影響（肺がん）の認知度」の普

及 H24 には 100%を目指します。（H22 に初期調査の予定） 

●たばこの煙は、喫煙者のみならず周囲の人に対しても、肺がん等の多くのがん

の危険因子となることを知っている人の割合 94.6% （H22.8 初期調査） 

●「がん年齢調整死亡率」 91.6 以下（H23 夏以降、公表見込）

を目指します。 

 ※７5 歳未満の基準人口 10 万人当りの死亡数 101.8（H17 全

国ﾜｰｽﾄ 3）を 10 年間で 20％以上減少 

 ※20%減の81.4 はH20の調査では全国10位に相当する数値 

 ※目標値：H20: 95.9(全国 44 位）、H21: 93.6(当初の目標値。

実績は 93.8 となった。）⇒H22: 91.6（H23 夏公表見込み）へ 

●H22 がん年齢調整死亡率は H23 夏以降、公表見込 

H21〔H22.10 公表〕がん年齢調整死亡率：93.8（全国 46 位 ﾜｰｽﾄ 2） 

                      ※H20：95.9（全国 44 位 ﾜｰｽﾄ 4） 

 



 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■薬物乱用に関する府民運動を促進 

薬物乱用の現状を伝え、地域と連携した薬物乱用防止啓発

活動を展開します。 

（取組内容）  

・6月20日～7月19日 「ダメ。ゼッタイ。」普及運動の実施 

・11 月 14 日（予定） 麻薬覚せい剤乱用防止運動大阪大 

会の実施  

・民間企業、地域社会を巻き込んだ啓発の実施（府内にあ

る地域拠点の活用）         

・6/20～7/19 「ダメ。ゼッタイ。」普及運動期間中、難波高島屋前ほか各地域で街

頭ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ、対話集会等を実施するとともに、府のＨＰ、TV、新聞を通して広報・啓

発実施。 

・府の HP、府政だより、職員ブログ、映画ポスターによる啓発等を通して大麻等の

薬物乱用防止について広報・啓発実施。 

・11月14日 関係機関・団体等と連携し 麻薬覚せい剤乱用防止運動大阪大会（大

阪市中央区アメリカ村等）を実施するとともに、府のＨＰ、TV、新聞を通して広報・

啓発実施。 

・関係課と連携し、地域拠点（地域安全センター等）を活用した啓発を実施中。 

■薬物乱用防止教室の開催を推進 

・府警本部、教育委員会、府民文化部等と連携し、すべての

中学・高校が薬物乱用防止教室を開催する支援体制を整備

します。 

・研修会を開催し、薬物乱用防止教室の講師（学校薬剤師、

薬物乱用防止教育講師）を養成します。 

・教育資材（視聴覚用 DVD、パネル、薬物標本等）を貸し出

し、薬物乱用防止活動を支援します。 

・大麻乱用の原因となっている小・中学生の喫煙を防止する

ため、小中学校における薬物乱用防止教育と喫煙防止教育

との連携した取組みを進めます。 

・府警本部、教育委員会、府民文化部等と連携するとともに、すべての中学・高校

が薬物乱用防止教室を開催する支援体制（啓発資材の貸し出し、配布等）を整備

し、薬物乱用防止活動を支援。 

・平成 22 年 11 月末現在 203 名の薬物乱用防止教室の講師を養成。 

 

 

・若年からの喫煙習慣が大麻乱用につながることに焦点をあてた教材を開発。それ

を用いた薬物乱用防止教育を実施。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■府民を対象とした集会・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ等を開催 

地域から薬物を排除し、住民の間に薬物乱用のない街づく

りをしていく機運を盛り上げます。 

※府内全市町村で機運作りのための集会・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ等の開催

（100 箇所以上を目指す） 

 

・民間企業（コンビニ、ハンバーガーチェーンなど飲食店等）の協力を得て、青少年

向け啓発ポスターを店舗で掲出 

・集会、ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ実施数  76 ヶ所 

重点課題３ 
【薬物乱用防止対策の充実】 
 

進捗状況 



■薬物乱用防止教室の開催 100％へ（薬物乱用を拒絶できる

教育を推進） 

すべての中学・高校で薬物乱用防止教室の開催を目指しま

す。 

・平成 24 年度までに、中学、高校に配置されている学校薬剤

師（約 600 名）を、薬乱用防止教室の講師として養成します。 

・中学、高校生に違法薬物に対する正しい知識を教え、騙され

て薬物を乱用させられないようにします。 

・ロールプレイングなどの体験学習を取り入れ、自分の意思で

薬物を拒絶できるように教育します。 

 

・薬物乱用防止教育講師を養成するため、研修会（5/27）を実施。 

・学校薬剤師を薬物乱用防止講師として養成するため、研修会（9/11）を実施。 

・平成 22 年 11 月末現在の薬物乱用防止教室の開催状況（実施予定は含まず、１

学年以上の実施校をカウント）： 

・公立 府立高校 89.3％実施済み、中学校 65.6％実施済み。    

・私立  高等学校 62.0％実施済み、中学校 42.0％実施済み。                                         

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

薬物乱用防止の府民運動 

⇒中学、高校生の薬物事犯の減少へ 

 増加傾向にある少年の薬物事犯を抑えます 

※少年（未成年）の薬物事犯検挙状況（Ｈ21 は暫定値） 

大麻：H20:27 人⇒H21:40 人 覚せい剤：H20:25 人⇒H21:34 人 

＜数値公表は年度末予定＞(大阪府警統計) 

 



 

商工労働部長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
 

■商工労働部長コメント 
 

 

 

 

■総括表 
戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】 
新エネルギー産業のイノベーション拠点として世界をリードする大
阪を目指します 

 

【重点課題２】 
世界トップクラスのバイオクラスターの実現に向けて、ベンチャー
が育つ環境を整備します 

 

【重点課題３】 
中小企業の育成に熱心な金融機関との新たな連携を構築し、企
業ニーズに応じた融資施策の再構築を図ります 

 

【重点課題４】 
みんなが就職できる大阪を目指し、障がい者の雇用を増やします  

【重点課題５】 
大阪の雇用実態を把握し、効果的な雇用労働施策の構築を目指
します 

 

 

 商工労働部では、“将来ビジョン大阪”に掲げる「世界をリードする大阪産業」の実現、大阪の成長戦略の具体化に向け、より高付加価値な産業構造

に転換していくため、多くの取組みを中小企業の方々とともに進めております。マニフェストに掲げた項目のうち新エネルギー産業については、特に、

中小企業の参入促進に力を入れるとともに、平成 23年 3月には「大阪 新エネルギーフォーラム 2011」を開催し、「新エネルギー産業都市・大阪」の
ブランドを広く内外に発信します。また、バイオ振興については、世界レベルの医薬品・医薬機器産業や研究開発機能、人材を更に集積させるため、国

際戦略総合特区の提案をはじめ、全国初となる基幹的１３病院の最新治験情報の提供など、積極的な取組みを進めております。 
また、その他の重点課題としてあげました項目においても、年度内の目標達成に向けて、ほぼ計画通りに進んでいると考えております。 
 今後とも、エンドユーザーである中小企業や府民の皆さまのニーズを踏まえ、産業の活性化や雇用の確保に向けた取組みを一層進めてまいります。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 

（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 

（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 

（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■大阪版 EV ロードマップ策定 

○大阪版 EV ロードマップの策定 

○EV 等（蓄電池含む）に関する先進的ビジネスをあらゆる主

体のビジネスチャンスにつなげていく 

 

・22 年 11 月、「ＥＶ社会」の到来を見据えた新たなビジネスの可能性をとりまとめた

「大阪版ＥＶロードマップ」を策定 

 

■「新エネルギー産業都市・大阪」のブランド化（国際会議・ 

EV タクシー等） 

○1 万人以上の誘客で国際会議としての礎を築き、継続開催

につなげる。「新エネルギー産業都市・大阪」のイメージ定着

を図る 

○若手アーティストがデザインしたEVタクシー５０台が都心部

を走行、今後 3年間で 111 万人が EV を体感。「新エネルギ

ー産業都市・大阪ブランド」の“見える化”を図り、EV への関

心・購買意欲を高める 

 

 

・22 年 4 月「大阪 新エネルギーフォーラム２０１１実行委員会」及びプログラム委員

会設置。22 年 10 月プログラム案公表。23 年 3 月 24 日～26 日開催決定 

 

・22 年 6 月 EV タクシー50 台を導入する 32 事業者を決定 

・ラッピングデザインの公募を開始（10 月～11 月） 

■ものづくり中小企業の新エネルギー産業参入促進 

○大阪の輸移出額５割以上を占めるものづくり企業の新エネ

ルギー産業参入を促進 

○業界動向セミナーや研究開発支援、マッチング、販路開拓

など部の総合商社機能を活かして総合支援 

 

・新エネルギー産業への参入を促進のため、 

◆連続講座（23 年 1 月）開催予定 

◆新エネルギー産業関連の研究開発を 19 件支援決定 

◆大阪産 EV 及び EV 関連部品の技術開発を 15 件支援決定 

 

重点課題１ 
【新エネルギー産業のイノベーション拠点として世界をリードする大阪を目指します】 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■大阪版 EV ロードマップを活用したプロジェクト展開 

○大阪 EV アクション協議会での検討（総会：9 月予定）を経

て、大阪版 EV ロードマップを策定 

○EV 等に関する先進的プロジェクトに関する調査を実施し、

立ち上げ 

・22 年 11 月、「ＥＶ社会」の到来を見据えた新たなビジネスの可能性をとりまとめた

「大阪版ＥＶロードマップ」を策定（11 月開催の協議会総会で発表） 

・「緑の分権推進事業」（総務省）名神高速吹田 SA でソーラーと蓄電池を活用した

急速充電システムを整備、運用等を検証（23 年 2 月実施予定） 

・世界初となる充電インフラのネットワークを構築（22.3 運用）し、これを近畿各府県

への拡大を提案（H22.6 近畿ブロック知事会）、現在、各府県と調整中。 

・「環境対応車を活用したまちづくりに関する実証事業」（国土交通省）京阪神間の

移動の際の充電予約システムの運用等を検証（22 年 12 月から実施） 

・環境省競争的資金により、EV による日本版 Autolib（ワンウェイ利用可能なカーシ

ェアリング）のシステム開発に協力（23 年 1 月～） 

・「事業用 EV バイクモニター調査」原付 1種保有台数第 1位の大阪において、事業

用バイク使用実態調査を実施。併せて、事業用 EV バイクの試乗モニター調査を通

して、新たな市場を開拓（22 年 11 月～） 

■「新エネルギー産業都市・大阪」のブランド発信（国際会議・ 

EV タクシー等） 

○EV に関する技術から新たな社会システムについての議論

まで、世界中にブランドをアピールできる国際会議を開催（23

年 3 月開催予定） 

○EV タクシーにラッピングする斬新なデザインを公募、大阪ら

しい EV タクシーで国内外にPR 

 

 

・22年4月「大阪 新エネルギーフォーラム２０１１実行委員会」及び「プログラム委員

会」設置。22 年 10 月プログラム案公表。23 年 3 月 24 日～26 日開催決定 

 

・ラッピングデザインの公募を開始（10 月～11 月） 

 

■ものづくり中小企業の新エネルギー産業参入促進 

○新エネルギー産業に関する中小企業者向けセミナーの開

催 

○新エネルギー産業関連の研究開発を 14 件支援 

○22.4 に府大に設置したＥＶ開発研究センターと連携し、中小

企業のＥＶ関連技術開発を推進 

 

・23 年 1 月、燃料電池・水素インフラ等をテーマにセミナー開催予定 

 

・22 年 9 月、新エネルギー産業関連の研究開発を 19 件支援決定 

・22 年 10 月、EV 開発研究センターと連携し、大阪産 EV 及び EV 関連部品の技術

開発を 15 件支援決定 

・22 年 11 月大阪発の EV ビジネスを創出するための会員組織「大阪 EVIS（えび 

す）」設立。ＥＶビジネスへの参入意欲の高い企業の公募を開始 

・22 年 11 月 EV に関する要素技術開発、大阪産 EV 開発のための「大阪府立大学

大阪産 EV 開発コンソーシアム」設立、会員公募開始 

 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

「新エネルギー産業都市・大阪」のブランド発信や、大阪府を

はじめ、他自治体や企業など様々な主体が関連プロジェクト

を推進することで、関連産業の集積をめざします 

○大阪に高いポテンシャルを有する新エネルギー産業関連の

プロジェクト（ネットワーク）の推進  

・蓄電池のリサイクルプロジェクト ・スマートグリッド、スマー

トハウス等のプロジェクト など 

○国際会議参加者の会議への評価、国内外のメディアでの

取り上げ件数（海外メディア 15 件） など 

○新エネルギー関連オンリー１、ナンバー１企業を４年間（～

Ｈ26 年度）で倍増します 

＜22 年度の達成度測定は、年度終了後に実施する予定＞ 

 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■大阪のバイオ振興にかかるヘッドクオーター機能の発揮 

○大阪バイオ戦略 2010 と主要テーマに関するロードマップ

（～2018）に基づきオール大阪で事業を推進 

○「大阪バイオ戦略 2010」策定（H22.5） 

・「大阪バイオ戦略 2010」に基づき、ファンド運営、人材マッチング事業、規制改革、

治験促進等の各種事業を推進（詳細は下記各項目に記載） 

○「国際戦略総合特区」のアイデア募集に対して提案（H22.9） 

・大阪のポテンシャルを活かし、北大阪エリアに世界レベルの医薬産業や研究開発

機能、人材を更に集積させるため、「国際戦略総合特区・バイオ医療産業エリア」の

形成を提案 

■ベンチャーの資金調達の円滑化支援 

○産学官連携によるバイオファンドの効果的運営  

○Ｈ22.3 に「大阪バイオファンド」組成後、運営方針を確認する組合員連絡会議を開

催 

・産学官連携による効果的運営を目指す 

■ビジネス環境の向上 

○治験促進のための取組み 

○医薬品・医療機器の開発促進・迅速化に向けた国への働き

かけ（規制改革） 

○バイオ人材マッチング事業によるバイオベンチャー等への

高度専門人材確保支援 

○治験促進 

・「大阪治験ウェブ」の運営（H22.3～ポータルサイト開始） 

・府立病院機構 5病院における治験の更なる促進 

・医療機器相談窓口体制の拡充（登録相談員 1名⇒4名）及び運営 

○国への働きかけ（規制改革）等 

・「国際戦略総合特区」のアイデア募集に対して、大阪・関西における PMDA 機能の

開設等を提案（H22.9）し、具体化に向け検討実施 

○バイオベンチャー等の高度専門人材確保に向けた支援 

・「ふるさと雇用再生基金」を活用し、ポスドク等の高度専門人材の発掘及び製薬企

業OB など実務経験あるシニア人材等を発掘。ベンチャー、中小企業等のニーズ

に応じた人材マッチングを実施（H21.10～） 

・H22.4 から事業を拡充（事業従事者数増）して実施 

■彩都・北大阪におけるバイオ・イノベーション関連企業・研

究施設等の立地促進 

立地推進会議特別チームによる誘致活動の強化、立地イ

ンセンティブの検討（H25 年度 施設供用開始）  

○立地促進に向けた取組み 

・進出企業への支援施策として、彩都ライフサイエンスパークに加え、中部地区につ

いても企業立地促進法の集積区域に指定（H22.3、8） 

・また、「国際戦略総合特区」のアイデア募集に対し、彩都を中心とする北大阪エリ

アをバイオ医療産業の集積拠点に位置づけ、法人税の軽減や投資促進税制の拡

充などの提案を実施（H22.9） 

重点課題２ 
世界トップクラスのバイオクラスターの実現に向けて、ベンチャーが育つ環境を整備します 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■バイオファンドを通じたバイオベンチャーへの支援 

○企業訪問（『研究シーズ・企業ニーズ発掘隊』：目標 300 件）

による投資候補先の発掘 

○大阪府内バイオベンチャーの育成支援(大阪バイオファンド

の総投資額の 50％以上を府内又は府内に進出する企業に

投資） 

○組合員連絡会議等を通じた支援体制の確立及びバイオフ

ァンド活用の促進 

○企業訪問等による投資候補先の発掘 

・投資候補先の発掘実績：15 件 

  （参考：『研究シーズ・企業ニーズ発掘隊』訪問実績 235 件） 

○大阪府内バイオベンチャーの育成支援 

【1 号投資案件（H22.7）】 

 「バイオ医薬品」の開発を主な事業とする北海道大学発の創薬ベンチャーである

（株）ジーンテクノサイエンスに１億円を出資（H22.9 に大阪市内に進出） 

【2 号投資案件（H22.11）】 

 府内創業ベンチャーである脳科学香料（株）に 5 百万円を出資。H22.3 のバイオビ

ジネスコンペ JAPAN において最優秀賞を受賞したシーズを事業化 

○組合員連絡会議等を通じた支援体制の確立及びバイオファンド活用の促進 

 ・H22.5 に運営方針を確認するため第１回の組合員連絡会議を開催、H22.12 に第

2回組合員連絡会議を開催し、出資状況の説明と案件発掘を依頼。 



 

■ビジネス環境向上に向けた取組みの実施 

○ 府立５病院の治験促進や府内の基幹的医療機関と連携

したネットワークの強化、『大阪治験ウェブ』掲載情報の充

実・強化により、 『大阪治験ウェブ』への参画医療機関にお

ける治験の実施件数の増加（バイオ戦略初年度比 10％増） 

○構造改革特区で認められた提案の早期実現に向けた継続

した働きかけや、先進的な医薬品、医療機器等の開発促進

に向けた規制改革の要望の実施 

○人材マッチング（ポスドク、製薬企業OB 等）促進によるバイ

オベンチャー、中小企業等の育成（マッチング目標件数 15

件） 

○府立 5病院の治験促進 

・手続き関係書類の共通様式の使用開始 

・出来高払制の導入 

・「緊急雇用基金」を活用した 5 病院の治験共通窓口の検討とモデル実施（H22.9

～） 

○「大阪治験ウェブ」掲載の治験実績等の更新 

  H22.4、7、9、11（1～2 ヶ月に１度）に府内 13 医療機関の治験実績、医療機関の

特色等の情報を更新 

 （※参画医療機関における治験実施件数は年度ごとに集計） 

○医療機器相談の実施 

・件数：133 件（H22.4～9 月末）、H21.7 からの累積件数：287 件 

○構造改革特区で認められた提案の早期実現や、医薬品・医療機器の開発促進

に向けた国への働きかけ（規制改革） 

・構造改革特区で認められた「新医薬品の製造販売承認後に係るＧＭＰ調査の実

施主体の拡大」については、総合特区制度において優先的に検討すべき事項とし

て、内閣府より厚生労働省あて照会中であり、その動向を注視 

○「国際戦略総合特区」のアイデア募集に対して、大阪・関西における PMDA 機能

の開設等を提案（H22.9） 

  ・具体化に向けた検討開始 

○人材マッチング促進によるバイオベンチャー等の育成 

・実績 5 件（うちインキュ入居企業 2件、治験支援ベンチャー1件） 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 

大阪でのバイオベンチャーが育つ環境整備に関する評価等

の向上を目指します 

○治験環境に関するアンケート調査やバイオ関連企業への

訪問等（３００社）を通じた事業効果や満足度の評価 

※大阪バイオ戦略の中間年である２０１３年には戦略課題の

目標に対する到達度を検証 

○事業効果・満足度の評価 

・治験環境に関するアンケートについては年度内に実施予定 

（※バイオ関連企業・研究機関等へ 235 件訪問） 

 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

金融機関との新たな連携による成長企業支援の融資メニューや持続可能な制度融資のあり方を検討し、平成２３年度以降の施策に反映します 

■各金融機関の主体的な取組みと連携した融資施策の方向

性を確立 

○府と各金融機関との役割分担を踏まえた新たな成長企業

支援のための融資メニューの構築 

○府施策利用企業に対する金融機関独自の融資メニューの

順次実施 

○金融機関との意見交換会 

   都市銀行、地方銀行、信用金庫、信用組合の業態毎に開催（6～7 月実施） 

○大阪府財政構造改革プラン《素案》：平成 22 年 8 月 公表   

○大阪府財政構造改革プラン（案）：平成 22 年 10 月 策定・公表 

  ＊中小企業向け制度融資 見直しの内容 

   ［中小企業の元気アップ］ 

    ・熱心な金融機関と府保証協会を担い手とする新たな政策融資を創設 

    ・政策目的に応じた金利優遇による成長支援融資を継続 

   ［金融セーフティネット］ 

    ・府は損失補償を通じて府保証協会とともにセーフティネットを支える 

    ・融資資金の調達は金融機関に委ね、府による預託は廃止 

 

■持続可能な制度融資〔解説３〕の方向性の確立 

○金融システムの中における制度融資・保証協会の役割分

担の明確化 

○制度融資における府の財政支援システムの再構築 

○緊急保証制度終了後の小規模企業に対するセーフティネッ

ト支援方策の構築 

 

重点課題３ 
中小企業の育成に熱心な金融機関との新たな連携を構築し、 

企業ニーズに応じた融資施策の再構築を図ります 
 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■各金融機関との連携による融資施策の検討等 

○金融機関等との意見交換により、各金融機関の主体的な取

組みと連携した融資メニューの検討 

・各金融機関及び金融機関業態別意見交換会を開催し、金

融機関ネットワークの確立、新たな融資メニューの創設を検

討（最大 81 金融機関）  

○府施策と連携した、金融機関の独自商品開発 

○平成 23 年 4 月からの新たな制度融資の実施に向け、「大阪府財政構造改革プ

ラン（案）」に基づき、下記内容で予算要求中。 

 ＊23 年度当初予算要求概要 

  ［成長支援型融資］ 融資枠 420 億円 

   ・創業サポート資金 

   ・小規模企業サポート資金 

   ・チャレンジ応援資金 

  ［金融機関提案型融資（新）］ 融資枠 1,500 億円 

   →金融機関から融資メニューの提案を受け、現在、具体化に向けて協議を行

っている。 

  ［セーフティネット融資］ 融資枠 6,000 億円 

   ・経営安定資金 

 

 

 

■持続可能な制度融資のあり方の検討 

○緊急保証制度終了後の資金需要動向の検証 

・金融機関・保証協会へのヒアリング、上半期の利用状況を

踏まえ検証 

○府の財政負担能力の観点から、制度融資の預託・損失補

償・金利設定等の検討（新財プロにおける検討） 

・金融機関・保証協会と協議・調整を行い、新たな財政負担シ

ステムを再構築 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

金融機関の協力を得て、成長企業支援のための融資メニュ

ーを創設するとともに、持続可能な融資施策を再構築します 

〈23 年度予算に基づき、新たな制度融資を実施予定〉 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■障がい者雇用促進センターによる未達成事業主への働き

かけとサポート 

○府と関係のある事業主に対し法定雇用率の速やかな達成

を働きかけるとともに、障がい者雇用に取り組む事業主をき

め細かにサポート 

○大阪府ハートフル条例（Ｈ22.4.1 施行）に基づく法定雇用率の達成指導・助言 

○法定雇用率未達成事業主に対する民間専門員の派遣 

 ・民間専門家の登録（２５名） 

○法定雇用率未達成事業主と求職障がい者のマッチング 

 ・求職障がい者数（平成 22 年 11 月末現在 ７０名） 

■ハートフル税制よる特例子会社の設立等を促進 

○特例子会社の設立等を促進し、重度障がい者の雇用機会

を拡大 

○中小事業主における障がい者の雇用維持及び拡大を支援 

○障がい者を多数雇用する特例子会社や中小企業の法人事業税を軽減するハー

トフル税制の創設（Ｈ22.4.1） 

○堺市と共催で特例子会社設立セミナーの開催（Ｈ22.8.26）・・・参加者数 25 社 

○中小事業主の雇用維持・拡大を支援するハートフル税制の周知 

・・・府ホームページ、府及び関係機関（125 箇所）で周知 

■障がい者雇用に積極的に取り組む事業所を顕彰 

○表彰や優良企業の紹介により、障がい者雇用に取り組む

事業主の裾野を拡大 

○ハートフル企業顕彰制度における「ハートフル企業大賞」等の授与（Ｈ22.9.15） 

◆ハートフル企業大賞    ・・・三洋商事株式会社 

◆ハートフル企業教育貢献賞・・・有限会社薩喜庵 

○「2010 障がい者雇用フォーラム in 大阪」（Ｈ22.9.29）において、表彰企業を紹介 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■障がい者雇用促進センターによる未達成事業主への働き

かけとサポート 

○府と関係のある法定雇用率未達成事業主への働きかけと

サポート（約２５０社） 

○ハートフル条例に基づく未達成事業主への働きかけとサポート 

・障害者雇入れ計画書の提出に係る指導・助言 

→雇用状況を報告した事業主のうち未達成事業主 283 社 

・法定雇用率未達成事業主に対する民間専門家の派遣 

→民間専門家の派遣決定回数 45 回 

・未達成事業主を対象にした企業セミナーの開催（3 回） 

→参加者数 13 社 

・法定雇用率未達成事業主と求職障がい者のマッチング 

→マッチング件数 8 名 

重点課題４ 
みんなが就職できる大阪を目指し、障がい者の雇用を増やします 

進捗状況 



 

■ハートフル税制による特例子会社の設立等の働きかけ 

○特例子会社や重度障がい者多数雇用法人〔解説 6〕の設立

等を働きかけ（１５社） 

○特例子会社設立セミナーに参加した企業を中心に、民間専門員（2 名）による特

例子会社や重度障がい者多数雇用法人の設立等を働きかけ 27 社 

■ハートフル税制や顕彰による雇用維持・拡大の働きかけ 

○中小事業主における障がい者の雇用維持及び拡大を働き

かけ（約９００社）  

○ハートフル税制の資料等を添付した雇用維持・拡大への要請文（9 月 15 日付け）

や個別訪問により、中小事業主に働きかけ  907 社 

○ハートフル企業顕彰制度の表彰企業や障がい者雇用貢献企業を府ホームペー

ジで紹介 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年末日現在の進捗状況等 

障がい者の雇用に前向きな事業主を増やします 

・障がい者の法定雇用率達成を約した事業主の数 

（２００社<平成 21 年度実績：６５社>） 

・特例子会社や重度障がい者多数雇用法人の設立等を約し

た数（３社<平成 21 年度実績：１社>） 

・障がい者を多数雇用する中小事業主の数（新規事業主の数

１０社） 

○障がい者の法定雇用率達成を約した事業主の数 

→ハートフル条例に基づく障害者雇入れ計画の提出件数 167 社 

○特例子会社や重度障がい者多数雇用法人の設立等を約した数 

→4 社（特例子会社認定１社、特例子会社設立３社） 

○障がい者を多数雇用する中小事業主の数 

→平成 23 年 3 月頃に調査予定 

「大阪は障がい者雇用が進んでいる」という実感の向上を目

指します 

・「障がい者雇用に関心をもっている人の割合」 

67％（平成 21 年）⇒80％（平成 24 年） 

・「障がい者の雇用が進むよう大阪府は努力していると思う府

民の割合」（3 年間で 3倍） 

9％（平成 21 年）⇒30％（平成 24 年） 

○府民アンケート（おおさかＱネット）により府民の意識調査を実施する予定（平成 

23 年 3 月予定） 

 



 

 

 

 

 

 
《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

大阪における雇用の現状を具体的かつ詳細に把握・分析し、雇用労働施策の中長期的な戦略の検討、緊急に対応すべき課題抽出を行います 
■大阪における労働力の実態把握  
○大阪の縮図となるような「大阪版労働力調査」の実施 

・11 月 24 日、7～9 月分集計結果速報を公表（知事会見） 

・また、総務省から国データの提供を受け、可能な限り分析を行う予定 

 

■雇用ミスマッチの要因の分析 
○求職側と求人側、それぞれから雇用ミスマッチの要因を分
析 

・企業、求職者、学生等に対するアンケートの集計を完了 

・これらのデータを基に雇用のミスマッチの要因について分析中 

■求人・求職市場の需給状況の分析 
○ハローワーク以外の求人市場を含めた大阪全体の求人ボ
リュームの実態の分析 
○求人市場における企業が必要とする人材像の分析 

・企業アンケート等の分析終了後に、人材紹介事業者に対するヒアリングや既存の

他の調査結果などをもとに、求人･求職市場の分析を行う。 

※人材紹介事業者のヒアリング対象企業を選定中。 

 

重点課題５ 
大阪の雇用実態を把握し、効果的な雇用労働施策の構築を目指します 
 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 
マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

○以下の調査を実施、詳細な雇用実態を明らかにします 
◆大阪版労働力調査（約 7,000 人＊平成 22 年 7 月～23 年 6
月の 1 年間）⇒失業者の詳細な状況などを明らかにします 
◆企業（人事担当者）アンケート調査（府内企業 5,000 社） 
⇒求人側から雇用ミスマッチの要因など 
◆企業（雇用者）アンケート調査 
（府内企業 5,000 社に雇用されている従業員 ＊各社 5人） 
⇒企業で働く人の就労意識など 
◆求職者アンケート調査 
（ハローワーク等で求職活動している人 3,000 人） 
⇒求職側から雇用ミスマッチの要因など 
◆学生アンケート調査 
（府内高校 3年生及び府内専修学校等在校生 3,000 人） 
⇒学生等が希望する職業など 
◆就職指導担当者アンケート調査 
（府立高校就職指導担当者 50 人） 
⇒学生等側から雇用ミスマッチの要因など 
◆人材紹介業者ヒアリング調査（府内に拠点を置く 20 社） 
⇒人材紹介業者から見た雇用に関する課題など 

 
⇒7～9 月分集計結果速報を公表（11 月 24 日） 
 総務省から国データの提供を受け、可能な限り 
 分析を行う予定 
⇒アンケート調査実施済み 
 （府内企業 5,000 社、府内福祉関連施設等 2,000 所） 
⇒アンケート調査実施済み 
 （企業アンケート調査対象企業の従業員 35,000 人） 
 
⇒アンケート調査実施済み 
 （府内ハローワークの求職者 2,000 人、 
  ＪＯＢカフェ等の求職者 1,000 人） 
⇒アンケート調査実施済み 
 （府立高校３年生 1,000 人、府内私立高校３年生 1,000 人、 
  府内専修学校･専門学校の在学生 1,000 人） 
⇒アンケート調査実施済み 
 （府立高校就職指導担当者 50 人） 
 
⇒調査対象企業を選定中 

 
《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

大阪の雇用実態を踏まえたより効果的な雇用労働施策の再

構築案（中間とりまとめ）を提示します 

大阪版労働力調査と企業や求職者に実施している他のアンケート調査等の中間取

りまとめを行い、12 月 20 日の大阪雇用対策会議において具体的対策の方向性を

検討。 

 
 

詳細分析中 



 

環境農林水産部長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
■環境農林水産部長コメント 
 

 

 

 

 
■総括表 

 

 

 

 

 

 

戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】低炭素社会を目指したまちづくりの推進  

【重点課題２】みどりの風を感じる大都市・大阪の実現  

 ２０１０年度も９ヶ月が経ちました。この間、環境農林水産部では、マニフェストに掲げた２つの重点課題のほか、様々な施策の実

現に向けて取り組んできました。 

これまでの進捗状況を振り返りますと、芝生化の実施校数など設定した数値目標を既に達成したものがある一方、実際に事業を推進

していく中で、新たな課題が見つかったものがあるなど、様々なものがあります。 

 環境農林水産部では、引き続き、府民の皆様、関係機関の皆様と力を合わせて、マニフェストの実現をはじめとした、良好で快適な

環境と安全安心な食の提供に向けた施策に全力で取り組むとともに、その状況を検証し、平成 23 年度以降の施策の検討に努めてまいり

ます。 

 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 

（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 

（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 

（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

大阪府域の実情に応じた施策や制度を構築し、効果的な削

減対策を実施します。 

・排出量の増加が著しい業務部門と運輸部門、及び法・条例の対象とならない

中小事業者の対策に重点的に取り組んでいる。 

■オフィスビルや商業施設等の対策推進 （業務部門対策）  

・オフィスビルや商業施設など、近年排出量が著しく増加して

いる業務部門について、代表的な施設を選定して先進的な

省 CO2 技術を集中的に導入し、その効果を実証します。 

 

・業務ビルや商業施設等へＬＥＤ照明や高効率空調機等の省 CO2 設備を順次集中

導入し、共同実施事業者や学識経験者で構成される協議会を設置して業務部門の

効果的な対策手法を検討している。 

■中小事業者の対策推進 （産業･業務部門対策） 

・産業・業務部門の中小事業者については、府域のCO2排出

量の１／４を占めています。その省 CO2 対策を推進するた

め、全国で初めて中小事業者が削減したCO2排出量を大規

模事業者等に売買することを仲介する制度（大阪版カーボ

ン・オフセット制度)を推進します。 

 

・仲介機関である大阪府地球温暖化防止活動推進センターと連携し、省エネル

ギー対策を行う中小事業者の情報を収集するとともに、国へのクレジット申請

を支援している。 

・温暖化防止条例対象事業者やカーボン・オフセットに取り組む事業者に対し

てクレジットのニーズを調査し、売買条件等を調整している。 

■エコカーの普及促進 （運輸部門対策） 

・ 昨年度策定したエコカー普及戦略を着実に進めるため、初

期段階に必要なインフラ(充電設備等)の整備を中心に、エコ

カーの普及等を官民一体で推進するための協働普及体制を

構築するとともに、国事業への参画により普及モデルの確立

を図るなど、多様なエコカーの普及を加速させます。 

《協働普及体制の構築》 

・「大阪エコカー協働普及サポートネット」を設立（５月）、関係機関と協働でエコカー

の導入やインフラ整備、啓発活動など多様な取組みを推進中。 

・サポートネット活動の拡大に向け、会員を随時募集（１１月末現在５４団体）。 

・「おおさかエコカー普及環境整備基金」を創設し（８月）、充電インフラの整備を促

進している。 

重点課題１ 
【低炭素社会を目指したまちづくりの推進】 

進捗状況 



 

《国事業への参画》 

・経済産業省が実施する「EV・PHV タウン構想」の２次地域指定に申請中。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》ｇ 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■2020 年度の 25%削減に向けたシナリオを示します。 

・先進的技術を導入した実証事業の成果を活用し、業務部門

の各CO2削減対策を効果的に組み合わせ、それらを府全域

に普及する方策を確立し、2020 年度に 25%削減に向けたシ

ナリオを示します。 

・環境省と「平成 21 年度チャレンジ 25 地域づくり事業」の委託契約を締結。 

・共同実施者と委託契約を締結し、順次省ＣＯ2 設備導入を実施（7 月～）。 

・大阪府省ＣＯ2対策推進地域協議会を７月に設置し、これまで２回開催して省CO2

設備導入の進捗管理を行うとともに、業務部門の効果的なCO2削減対策や府域全

体への普及方策を検討。 

■大阪版カーボン・オフセット制度に３０事業所(初年度目標)

の参加を目指します。 

・事業活動における CO2 排出量の削減に有効な大阪版カー

ボン・オフセット制度の普及を促進します。 

・また、中小事業者が参加できるCO2排出量の取引制度の創

設を国へ働きかけます。 

■大阪版カーボン・オフセット制度に２１事業所が参加。 

・商工会議所、業界団体、省エネ設備メーカー等へ制度を説明し、クレジット申請が

見込める中小事業者の掘り起こしを実施。 

・５月に環境省が実施した国内排出量取引制度の意見募集に対して、大阪版カー

ボン・オフセット制度と連動した制度設計を行うよう意見を提出。 

・環境省主催の「カーボン・オフセットEXPO」を誘致し、来年の１月20日に大阪国際

会議場で開催することが決定。 

■エコカー「24 万台」の普及、200V 充電設備「400 基」の整備

を目指します。 

○エコカー：2008 年度末現在  約７万台 

        2015 年度中間目標 ６９万台  

        2020 年度目標   １８０万台  

府内自動車２台に 1台をエコカーに 

○200V 充電設備：2012 年度目標 1,300 基 

 

 

○エコカー普及台数： 約１８万台（2009 年度末現在） 

 

 

 

○200V 充電設備： 約２２０基（設置予定も含む） 

 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

以下のエコカー以外の指標については、適切な把握手法等を

検討の上、今後設定します。  

■エコカーを府民に身近なものとするため、「エコカーを所有

又は乗ったことがある」府民の割合を向上します。 

 

○2010 年度末目標 ３５％ （現状 30.9％）   

《3 年間（２０１２年度まで）で 50%を目指します。》 

今年度内に策定する環境総合計画において、エコカー以外の指標を検討。 

 

 

 

 

○2010 年 9 月実施の府民意識調査の結果 

・「エコカーを所有または乗ったことがある」府民の割合： ３３．５％ 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

みどりの大阪推進計画（平成 21 年 12 月策定）の具体化に向け各エリアにおいて重点的に取り組みます。 

■周辺山系の豊かな自然環境の保全・再生 

・森林保全のための新たなシステムを検討します。 

・豊かな自然環境を保全する区域の指定を推進します。 

・現行の森林づくりにおける課題を踏まえ、９月に開催した森林審議会において“新

たな保全システムの構築”について諮問。今後、森林審議会保全整備部会にて検

討・審議を行う。 

■多様な担い手を育成・確保し、府民に身近な農空間を保全

活用 

・地域の実情に応じて、遊休農地の解消を図るとともに、継続

的な営農を進めるための多様な担い手の育成・確保を図り

ます。 

遊休農地の解消に向けては、個別農家との農地貸借調整、自己耕作再開に向

けた支援策検討、農空間づくりプラン策定支援等の取組みを、市町村、農業委員

会、JA、みどり公社等とともに推進中。 

多様な担い手の育成・確保については、大阪版認定農業者を確保し、生産及び経

営技術向上を支援している。また、今年立ち上げた就農促進連絡会により、農外か

らの新規就農を促進するため、きめ細かい情報を提供している。 

■みどりの風を感じるﾈｯﾄﾜｰｸの形成や街中に多様なみどり

を創出 

・市街地のみどりを増やす新たな制度を創設します。 

・市街地の民有地などにおいて、みどりを実感できる見えるみ

どり、目立つみどりを創出します。 

・主要な道路や河川を軸に沿線の民有地を含めて緑化を重点的に進めていく「みど

りの風促進区域」の年度内の指定と制度創設に向けて関係市等と協議調整中 

・助成事業等の実施により、年度内にみどりを実感できる緑化空間を、大阪市内を

中心に府内において１５箇所創出する予定 

 

 

 

重点課題２ 
 【みどりの風を感じる大都市・大阪の実現】   

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■地域ぐるみでの森づくりや自然公園区域の指定を進めます。 

・「みんなで育む豊かな森プロジェクト」 〔解説 11〕（森林所有

者・地域住民・企業・NPO 団体による連携活動）の展開によ

り、森林所有者と地域ぐるみで森づくりを進めます。 

 【森づくり活動にかかわった人数  

現状：90，000 人→Ｈ２２：100，000 人】 

多様な主体による地域ぐるみの森づくり活動を展開 

【森づくり活動にかかわった参加者数】 

１１月末見込み： 約８６,０００人 

・周辺山系の豊かな自然環境を保全するため、新たに自然公

園区域の指定を進めます。 

【指定面積：約９００ha・指定区域：阪南市・岬町   

現状：１９,１００ha→Ｈ２３：約２０,０００ha】 

・名称：大阪府立阪南・岬自然公園、指定面積 947ｈａ等とする指定（案）を作成 

・地権者や地元説明を実施し、指定に関して了解を得る 

・関係する国地方行政機関との事前調整を実施 

・パブリックコメントを実施中 

■遊休農地の解消や大阪農業を支える担い手の育成を図ります。 

・公的機関等の仲介による農地の貸借等で遊休農地の解消

を図ります。  

【遊休農地５０ha を解消  

現状：73.9ha→Ｈ２２：123.9ha ⇒ Ｈ２９までに５００ha 解消】 

・遊休農地の解消面積 ３０．３ha（現在までの累計 １０４．２ｈａ） 

・小規模な農業者の生産拡大を図り、地産地消を推進しま

す。 

【大阪版認定農業者数 400 件  

現状：1,500 件→Ｈ２２：1,900 件 ⇒ Ｈ２４までに 2,800 件】  

【大阪版就農促進システムの構築（非農業者や企業などから

の新規参入の確保）】 

 

・大阪版認定農業者数 １００件（現在までの累計 １，６００件） 

・就農促進連絡会ワーキングにおいて、就農希望者への聞き取り調査や就農希望

者情報の一元化、農地とのマッチングなど、就農に向けた取り組みを実施。今年度

は６名が就農。 

 

・ため池や水路の清掃や小学生等による農業体験など農空

間保全活動に取り組みます。 

【農空間の再生活動にかかわった人数  

現状：3４,000 人→Ｈ２２：3７,000 人→Ｈ２３：40,000 人】 

 

・農空間の再生活動に関わった府民の人数 ３１，０００人 

（地域ボランティア組織や農業機械メーカーの協力による遊休農地再生活動、学習

農園による農地保全活動などで拡大） 



 

・道路等を軸線とし、その沿線の民間緑化を誘導する「みどり

の風促進区域」制度の創設 

主要な道路や河川を軸に沿線の民有地を含めて緑化を重点的に進めていく「みど

りの風促進区域」の年度内の指定と制度創設に向けて関係市等と協議調整中 

・企業等と連携し、オープンスペースにおけるシンボル樹木の

植栽や、大規模商業施設・往来の多い民間施設の緑化に助

成します。  【企業との連携件数：１５件】 

・企業との連携８件決定 

・７件調整中 

・地域住民や学校関係者が取り組む、校庭の芝生化を実施し

ます。 

 【芝生化を５０校で実施 現状：５９校→Ｈ２２：１０９校】 

・Ｈ２２年度、新たに５１校で芝生化を実施 

・Ｈ２１年度からの合計が１１０校を達成 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■大阪府域にみどりがあると感じる府民の割合を向上しま

す。 【現状】約５０％→【Ｈ２４】約５５％⇒【Ｈ３７】約８０％ 

みどりの大阪推進計画に基づき、概ね３年ごとに検証します。 

■最近みどりに触れた府民の割合を向上します。 

 【現状】約４０％→【Ｈ２４】約４５％⇒【Ｈ３７】約８０％ 
同上 

 



 

都市整備部長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
 

■都市整備部長コメント 

 

 

 

 
 
 

■総括表 
戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】都市基盤整備の抜本的な見直し 
～現在と将来の大阪を支えるために～  

【重点課題２】都市基盤施設の戦略的な維持管理 
～府民の安全・安心を支えるために～  

【重点課題３】大阪の魅力づくり 
～府民が実感できるまちづくり～  

【重点課題４】関西圏の成長を支える都市基盤整備 
～都市間競争を勝ち抜くために～  

今年度、都市整備部では、財政構造改革プラン（案）の作成や来年度予算の編成過程において、「建設から維持管理へ
の重点化」を更に推し進めるべく、今後 30 年間程度を見通した「インフラ事業の中長期マネジメント」を提案しました。 
また、その一方で将来に向けた次の一手となる「水都大阪」の再生や「みどりの風を感じるまちづくり」、更には関西圏の
成長を支える物流・交通ネットワーク機能の強化に関する取組みも着実に実を結びつつあります。 
年度末まで残り4ヶ月となりましたが、最後まで職員全員とともに目標の達成に向けて最善を尽くすとともに、今年度新た
に打ち出した「笑働OSAKA」というキャッチフレーズのもと、地域における「協働」の輪を広げ、笑顔あふれる明るい大阪とす
る礎を築いていきたいと思います。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 
（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 
（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 
（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．道路整備の見直し 

○道路ネットワークの将来像を見据えながら、今後の道路整備計

画の策定に取り組みます。  

（取組内容） 6 月 今後の道路整備方針案を策定 

        秋頃 10 ヵ年計画を策定 

○将来の必要性、実現性を考慮して、まちづくりの主体である市町

村と連携し、府民の理解のもと未着手である道路の都市計画に

ついて、見直しを進めます。 

（取組内容） 

基本方針の概略等について、適宜都市計画審議会で報告 

         H23.3 月 見直しの基本方針策定 

         （平成 23～25 年度 都市計画変更） 

 

○「活力・成長」及び「安全・安心」などの観点から、「今後の道路整備の重点化方針（素

案）」をとりまとめ（7 月）、市町村との意見交換を実施。幹線道路ネットワークの将来形（概

ね 30 年後）を見据え、道路整備の 10 ヵ年計画を検討中 

○H22 年度第1 回都市計画審議会で、道路の都市計画の見直しについての概要を報告（8

月） 

 

※引き続き取り組むこと 

 ・道路整備の 10 ヵ年計画の検討を進める 

 ・第2回都市計画審議会で見直しの基本方針（素案）を報告し、併せてパブリックコメントを

実施する 

２．治水対策及び土砂災害対策の見直し（危機管理室との連

携） 

○人命を守ることを最優先とするのはこれまでと同様ですが、これ

までは府下一律に定めていた治水目標を河川氾濫や浸水の程

度により判定した危険度の大きさに応じて各河川ごとに定めるこ

ととします。 

  また、被害情報を府民と共有し、「流出抑制」「治水施設の保

全・整備」「耐水型都市づくり」「情報収集・避難」を組み合わせ、

行政が情報や施設整備を提供するだけではなく、府民と一体と

なった治水対策を目指します。 

（取組内容）  

 

 

①「様々な降雨により想定される河川氾濫・浸水の危険性から人命を守る」ことを最優先す

るという基本理念に基づき、大阪府が今後 20～30 年程度で目指す治水対策の進め方に

ついて示した「今後の治水対策の進め方」を策定（6 月） 

河川整備委員会を 9 回開催し、槇尾川ダム事業などの審議を実施（～11 月） 

②「今後の土砂災害対策の進め方」の策定に向けて検討を実施 

③危機管理室と連携し、避難体制の基礎となる市町村の「避難判断マニュアル」の作成支

援を行うとともに、簡易型図上訓練の実施地域を選定（11 月） 

 

※引き続き取り組むこと 

重点課題１ 
【都市基盤整備の抜本的な見直し】 

進捗状況 



 

①治水対策 

 5 月 「今後の治水対策の進め方」を策定 

12 月 事業実施中河川（10 河川程度）の治水目標を見直し、あわ

せて10 ヵ年計画を策定（平成22年～24年度 治水対策を必

要とする全河川の目標決定） 

②土砂災害対策 

  9 月 「今後の土砂災害対策の進め方」を策定 

 12 月 10 ヵ年計画の策定（ソフト対策として「法による危険区域の

指定、ハード対策として「施設整備の重点化」） 

③避難体制の構築 

 下半期～ 避難体制の強化を推進するために、簡易型図上訓練

を実施するなど地元自治会や自主防災組織等の住民組織と

の連携を促進 

①事業実施中の河川の氾濫シミュレーションを実施し、河川整備委員会において治水目標

の設定について審議する。併せて、シミュレーション実施河川より、順次 10 ヵ年計画の素

案を作成し、関係する部局や市町村との調整を開始する 

②「今後の土砂災害対策の進め方」について周知手法を検討する 

10 ヵ年計画の策定については、施設整備の重点化に係る検討を実施する 

③「避難判断マニュアル」の作成後、地元自治会や自主防災組織等の住民組織と連携して

訓練を実施する 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 

※施策の進捗状況に応じ、業績目標を設定します。 

(例)○道路整備、治水対策、土砂災害対策において、今後 10 ヵ年（H23～32）で集中投資する箇所数 等 

○都市計画道路において、今後 3 ヵ年（H23～25）で廃止、又は変更する対象路線数 等 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 

※今年度、調査を実施し、目標値を設定します。 

○都市基盤整備を抜本的に見直す取組みに対する府民の評価を高めます。 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．中期保全計画の見直し改正 

○高度成長期に整備した道路や河川など多くの都市基盤施設が、

今後一斉に更新時期を迎えることから、計画的に効率よく補修・

更新をしなければなりません。このため施設の長寿命化、将来負

担の平準化、及びライフサイクルコストの低減を図るため、“予防

保全”を取り入れた中期保全計画（Ｈ２０～２９）をＨ１９年度に策

定していましたが、Ｈ２０からの財政再建プログラムにより、計画

的な実施を見送っていました。この度、集中改革期間が終了する

ことから、年度末までにＨ２３からの１０ヵ年にかかる中期保全計

画について見直し改正を行います。 

○危機的な財政状況を踏まえ、除草や清掃など環境対策につきま

しては、府民の皆様に一定の我慢をお願いすることとします。 

 

○財政構造改革プラン（案）の策定に伴い、予防保全対策による歳出の縮減効果額を

試算（7月） 

 （例：橋梁の場合、今後 20年間で 2560 億円程度の歳出縮減） 

○予算編成に合わせ、30年間程度を見通しつつ、将来の建設事業を圧縮するとともに、

予防保全の強化をはじめ維持管理の重点化を進める「中長期的なインフラ事業マネ

ジメント」を提案 

 

※引き続き取り組むこと 

 ・「中長期的なインフラ事業マネジメント」を具体化し、インフラ整備及び維持管理の10ヵ年

計画の検討を進める 

 ・地方債の活用による維持管理費の段階的な増額や維持管理の体制強化を図る 

 ２．必要な財源確保策の提案 

○都市基盤施設の建設投資と補修更新にかかる経費について、こ

れからの中長期間におけるトータルのマネジメントを行うことによ

り、年度末までに必要な財源確保の方策を提案します。 

３．予防保全の着実な実施 

○職員による日常点検や専門業者による定期点検などを確実に

行い、施設の老朽度・損傷度を的確に把握する取組みを継続し

ながら、今年度は優先順位の高い国道１７６号神田高架橋など

１９橋、平野川排水機場について、予防保全の取組みを着実に

進めます。 

 

○橋梁の予防保全として、200 橋の定期点検を実施。塗装塗替など補修補強工事とし

て、吹田高架橋など 3橋を完了。また、残る神田高架橋など 16橋において工事を実

施中 

平野川排水機場において電気設備更新工事を実施中 

 

※引き続き取り組むこと 

・施設の老朽度・損傷度の的確な把握に努めつつ、引き続き、予防保全の取組みを着

実に推進する 

重点課題２ 
【都市基盤施設の戦略的な維持管理】 
】 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 

※今年度、調査を実施し、目標値を設定します。 

（例）○中期保全計画において、今後１０ヵ年（Ｈ２３～３２）で、予防保全を実施する橋りょう及び河川設備（ポンプ場、水門など）の箇所数 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 

※今年度、調査を実施し、目標値を設定します。 

○都市基盤施設の維持管理に関する取組みに対する府民の評価を高めます。 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．より一層の魅力と賑わいに満ちた「水都大阪」再生に向け

た取組みの推進（府民文化部と連携） 

○「水都大阪」の再生に向け、水辺の賑わい施設等の整備を推進

します。 

（取組内容） 

 6 月 南天満公園のライトアップの実施 

 8 月 中之島バンクスのグランドオープン 

12 月  堂島川右岸（中之島バンクス前）のライトアップの実施 

H23.3 月 大川毛馬桜ノ宮公園「大阪ふれあいの水辺」の基盤整

備・ 堂島川右岸の緑化木津川ウォールペイントと連携した環

境整備の実施 

○水の回廊につながる寝屋川流域の水質改善を図り、水都大阪に

相応しいものとします。 

（取組内容） 

①下水道高度処理の推進 

9月 なわて水みらいセンターの供用開始（処理能力3.8万㎥/日・

処理水質：BOD 2 ㎎/ℓ） 

11 月 竜華水みらいセンターの供用開始（処理能力 6.9 万㎥/日・

処理水質：BOD2 ㎎/ℓ）  

②合流式下水道の改善対策の実施 

③浚渫や導水施設整備などの河川浄化事業の推進 

 

○「水都大阪」の再生に向け、水辺の賑わい施設等の整備を実施 

・南天満公園のライトアップの実施（6 月） 

・ライトアップ事業者の公募を開始 

 〔天満橋（6 月）・ほたるまち対岸（10月）・船着場（10 月）・堂島大橋（11月）〕 

・船着場の新設・拡充 

〔大阪国際会議場前（8 月）・中央卸売市場前（9 月）等〕 

・「リバリバ大阪 2010」を開催（10 月） 

・「大阪ふれあいの水辺」における水質浄化業務の民間提案を募集（11 月） 

 

○寝屋川流域の水質改善に向けた取組みを着実に実施 

①なわて水みらいセンターの供用開始（9 月） 

竜華水みらいセンターの供用開始（11 月） 

②深野北ポンプ場等において沈砂池を改造中 

③寝屋川、平野川において浚渫実施 

   恩智川において、多自然浄化施設整備及び地下水導水実施中 

  

※引き続き取り組むこと 

・堂島川右岸（中之島バンクス対岸）のライトアップを実施する（12月一部点灯） 

・来春、中之島バンクスのグランドオープン予定 

・水都大阪に相応しい川を目指し、更に寝屋川流域等の水質改善を推進する 

２．「みどりの風を感じる大都市」の実現に向けた取組み（環

境農林水産部と連携） 

○特に緑が少ない府中央部の東西軸を中心に、道路、河川等の公

 

 

○府中央部の東西軸を中心に、公共施設の緑化やエコ環境施策を実施 

重点課題３ 
【大阪の魅力づくり】 

進捗状況 



 

共空間の緑化を進めるとともに、道路照明の LED 化や雨水利用

などのエコ環境施策を推進します。 

（取組内容） 

 H23.3 月 主要路線等の緑化（国道 308 号、中央環状線、堂島川 

等） 

   道路照明を LED 化（国道 308 号） 

○府民や企業と連携し、公共空間に隣接した民有地の活用による

セミパブリック空間の創出や新たなみどり空間創出のための仕

組みづくりなど、総合的なみどり施策を推進します。 

（取組内容） 

 下半期 「みどりの風促進区域」の制度創設、第 1 次指定  

H23.3 月 セミパブリック空間の創出（大阪港八尾線 等） 

・「みどりの風を感じる大都市大阪」のキックオフイベントとして、阪神高速道路、大阪市、

東大阪市、地元住民と連携し、阪神高速東大阪線、国道 308 号の「打ち水大作戦」を実

施（7 月） 

・国道 308 号、中央環状線、堂島川において緑化工事を実施中 

・雨水灌水施設の整備を実施中 

・中之島にぎわいの森事業候補者の募集（11 月） 

・国道 308 号において、道路照明 539 本の LED 化工事を実施中 

○新たなみどり空間創出の仕組みとして、「みどりの風促進区域」制度を検討中 

大阪港八尾線沿道において、セミパブリック空間創出工事を実施中 

 

※引き続き取り組むこと 

 ・中之島にぎわいの森づくりキックオフイベントを実施する（12 月） 

 ・「同促進区域」の指定に向け、関係市町村と協議を実施する 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．より一層の魅力と賑わいに満ちた「水都大阪」再生に向け

た取組みの推進 

○寝屋川流域の水質について、全基準点で環境基準を達成しま

す。 

   （H21）16 箇所中 13 箇所達成→（H23）16 箇所全て達成 

＜達成度の測定結果は、H23.7 月頃取りまとめ予定＞ 



 

２．みどりの軸線形成のため、公共施設の緑化をはじめとした

効果的なみどり空間を創出 

【府域の緑地面積を４割以上確保、市街地の緑被率 20%を目標

（H37 年度）】  

○シンボルとなる箇所（国道308号）において、緑の量を倍増させま

す。 

○水都大阪の再生にむけ、堂島川において、まとまったみどり空間

を創出します。 

○セミパブリック空間を 3 箇所創出します。 

○H24 までに市街地の緑被率 16％を目指します。 

（H14〔13.9%〕より 1,800ha 増） 

 

 

 

 

 

 

＜達成度の測定は、今年度末実施予定＞ 

 

 

＜達成度の測定は、H24 年度実施予定＞ 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．大阪の魅力の向上を図ります。 

○「まちの中に交流や憩いの場など様々な魅力ある空間が生まれ

ている」と感じる府民の割合  

※今年度、調査を実施し、目標値を設定します。 

○「水都」と言えば「大阪」と考えている府民の割合： 

46.7% → 70% 

 

○「おおさか Q ネット」によるアンケート調査実施（H22 年 8月）：41.0% 

→H22 年度末目標： 60％を目指します。 

 

＜達成度の測定は、今年度末実施予定＞ 

２．みどりの風を感じる大都市の実現を図ります。 

○みどりがあると感じる府民の割合： 

【現状】約 50% → 【H24】約 55%  ⇒ 【H37】約 80% 

○みどりに触れた府民の割合： 

   【現状】約 40% → 【H24】約 45% ⇒ 【H37】約 80% 

＜達成度の測定は、H24 年度実施予定＞ 

 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．高速ネットワークの充実に向けた取組み 

○都市圏の高速道路や有料道路等について、 「地域主権」の観点

から、地域による「ガバナンス」と「マネジメント」のもと、地域の実

情を踏まえた料金設定やミッシングリンクの整備・維持管理を行

う新たな枠組みの実現を目指します。（ハイウェイ・オーソリティ構

想） 

（取組内容） 

 5 月 本構想実現に向け、関係府県、政令市で協議会を立ち上げ 

6月～ 国の「新成長戦略」、さらに今後、国において検討される高

速道路政策に対し、本構想実現を提案 

H23.3 月 統一料金の実現を国の高速道路政策に位置づけ   

○我が国の大動脈である国土軸の強化を図るため、新名神高速道

路の未着工区間の早期事業化に向け、第二京阪道路供用に伴

う周辺の交通状況の変化を踏まえ、積極的に国へ働きかけま

す。 

 

○5 団体（大阪府・兵庫県・神戸市・大阪市・堺市）で、国土交通大臣等へ本構想を提案（5

月）し、国と構想の具体化に向けた協議を実施（6～7 月） 

国及び 5団体による勉強会を立ち上げ、料金体系の一元化について検討する（10月）とと

もに、国交省に対しミッシングリンク整備について PPP/PFI 提案（11 月） 

○新名神高速道路の「抜本的見直し区間」については、第二京阪道路供用後も現名神の

渋滞状況に変化がないことを踏まえ、3 府県（大阪・京都・滋賀）及び関経連で、早期着工

を国に要望（10 月） 

新名神高速道路建設促進議員連盟（国会議連）総会にて、国交省、NEXCO 西日本、3 府

県で意見交換（11 月） 

 

※引き続き取り組むこと 

 ・統一料金の実現に向け、関係府県、政令市との連携を強化し、国との合意形成を目指

す 

 ・国の高速道路施策の動向を見極めつつ、新名神高速道路の「抜本的見直し区間」の必

要性について、引き続きアピールする 

２．阪神港の国際競争力強化に向けた取組み 

○釜山港等に奪われている西日本の貨物を取り戻し、基幹航路の

維持拡充に向け、関係者（大阪府、兵庫県、大阪市、神戸市 

他）が連携して内航フィーダーの充実・強化に関する支援制度を

国へ働きかけます。 

（取組内容） 

 5 月 阪神港の国際コンテナ戦略港湾の選定に向け国に働きかけ 

    国の「新成長戦略」に当該支援制度の創設を提案 

 

○阪神港の機能強化に向け、堺泉北港に就航する船舶（RORO 船）を対象に、係留時間に

応じた岸壁使用料を設定する社会実験を実施（8 月） 

「国際コンテナ戦略港湾検討委員会」において積極的に働きかけ、阪神港が同戦略港湾

に選定（8 月） 

内航フィーダー船の大型化に伴い、新たに取得する船舶の固定資産税の非課税措置な

どを盛り込んだ「国際コンテナ戦略港湾総合特区」を国に提案（9 月） 

 

重点課題４ 
【関西圏の成長を支える都市基盤整備】 

進捗状況 



 

※引き続き取り組むこと 

 ・阪神港の施策実現のための予算確保や総合特区の実現について、国へ働きかけてい

く。 

３．関空への高速アクセスの実現に向けた取組み 

○関空へのアクセス向上に寄与するなにわ筋線の具体化に向けた

取組みを推進します。 

（取組内容） 

 事業効果、採算性等を見極めるための都市鉄道調査の促進、

並びに実現に向けた整備スキームの具体化に関する府の案の

とりまとめ 

 

○なにわ筋線の費用、効果、需要、採算性等について検討を進めるとともに、「関空アクセ

ス研究会」を立ち上げ（6 月）、リニアモーターカーや新幹線方式の実現性、効果について

も国、大阪市と検討中 

 

※引き続き取り組むこと 

 ・なにわ筋線については、コスト縮減等、事業実現に向けた整備手法の検討を進める 

 ・来年度以降のリニアモーターカー等に係る調査の実施について、国に働きかける 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

○都市圏高速道路等の統一料金の実現を国の高速道路政策に位

置づけ 

○阪神港の国際コンテナ戦略港湾の選定及び内航フィーダーの充

実・強化に関する支援制度の創設 

○なにわ筋線の実現に向けた整備スキームの具体化に関する府

の案のとりまとめ 

＜達成度の確認は、今年度末実施予定＞ 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

利用しやすい高速道路料金体系の構築など、関西圏において物

流・交通ネットワークを強化することに関する府民の評価・関心度を

高めます。 

※今年度、調査を実施し、目標値を設定します。 

○府民アンケート（※H22.8 マニフェストアンケート）の結果： 

   関西圏の物流・交通ネットワークの強化の取組みには関心を持っており、大阪府の取

組みは評価できる ４４．５％ 

→  年度末目標 ６０％ 

 

 



 

住宅まちづくり部長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
■住宅まちづくり部長コメント（案） 

 

 

 

 

 
 
 

■総括表 
戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】『住宅まちづくり政策の再構築』  

【重点課題２】『安全』な住まいとまちづくり  

【重点課題３】CO2削減に向けた『環境』配慮のまちづくり  

【重点課題４】府有施設の『資産活用』  

【重点課題５】『活力』を生み出すまちづくり  

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 
（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 
（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 
（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 

今年度のこれまでの進捗状況ですが、「住宅セーフティネットの方向性」を検討する中で、審議会において今後の

方向性の中間とりまとめ（8 月）を行っていただくとともに、「大阪府財政構造改革プラン（案）」（10 月）において、

これまでの府営住宅の供給を中心とした政策から、民間賃貸住宅等も含めた住宅市場全体で必要な住宅を確保するという

新たな住宅政策に転換する方向性を提示いたしました。 

このほか、民間住宅耐震化や密集市街地不燃化などの以前からの取り組みについては、有識者等からなる検討会

を設置のうえ、効果を点検（Check）し、その結果を踏まえ、施策の改善見直し（Act）を行っております。 

一方、建築物の CO2 削減等を評価する届出・表示制度の創設（10 月）や、府営住宅駐車場空き区画を時間貸駐車

場として有効活用するため、新しい仕組みで事業者を募集する（8 月）など、新たな取り組みも進めております。 

また、泉ヶ丘駅前地域の活性化や公的賃貸住宅等の再生など、泉北ニュータウンの活性化に向け、府市等連携協議会

を設立し（4 月）、再生に向けた取組みについて協議・検討も進めております。 

取り組み途中の課題もございますが、引き続き、年度末までに目標に向かって取り組んでまいります。 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 
マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．住宅セーフティネットの今後の方向性 

住宅セーフティネットについて、審議会で 6 月に中間取りま

とめを行い、今後の方向性を示す。 

 

○ 審議会作業部会を 4回開催。（①4/22、②6/7、③6/21、④7/13） 

○ 7/30 の審議会において、今後の方向性の中間とりまとめ。 

○ 10 月の「府財政構造改革プラン（案）」において、これまでの府営住宅の供給を

中心とした政策から、民間賃貸住宅等も含めた住宅市場全体で必要な住宅を

確保するという新たな住宅政策に転換する方向性を提示。 

２．民間住宅市場の安心確保と良質なストックの形成 

民間住宅市場において、審議会で 9 月に中間取りまとめを

行い、民間住宅市場の環境整備の考え方を示す。 

 

○ 審議会作業部会を、8/19、9/15 開催。12/9 に次回作業部会開催。 

○ H23 年１月の審議会での中間とりまとめに向け調整中。 

３．大阪のまちの再構成 

まちづくりにおいて、まちの再構成に向けた考え方を示す。 

あわせて全体をとりまとめ、H23 年 2 月に答申。  

 

○ 12/27 開催の作業部会から個別議論を予定。 

○ あわせて全体をとりまとめ H23 年 2 月に答申を予定。 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

※ 答申を踏まえて早期に目標等を設定し、 

大阪府住宅まちづくりマスタープランとして公表。 

「住宅セーフティネットの今後の方向性」については、中間

取りまとめを受けて施策を検討し、次年度への予算要求。 

実施できる内容から取り組む。 

※ 今後、審議会答申を踏まえて住宅まちづくりマスタープランとして公表。 

○ 7/30 に審議会で「住宅セーフティネットの今後の方向性」中間とりまとめ。 

住宅部門・福祉部門の連携による新たなスタイルの住宅セーフティネットの枠組

みの提示に向けた具体的な手法や実施地域を明らかにする「あんしん住まい確

保プロジェクト」を H23 年度当初予算要求。 

 

重点課題１ 
【『住宅まちづくり政策の再構築』】 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

○全国で、「くらすなら大阪と思っている」人の割合 

H22 年 4 月現在： 8.8％ 【11 人に 1人】から、 

H22 年度末目標： 12％ 【8 人に１人】 

※H21 年 6 月時点： 6.3％ 【16 人に 1人】 

○ H22 年度末目標：12％【8 人に 1人】に向けて取り組みます。 

   

 

 

マニフェストの内容 府民意識調査を踏まえた業績目標の設定 

○ 「大阪でくらし続けたいと思っている」府民の割合 ○ 「おおさかQネット」によるアンケート調査実施（H22年8月）：56.9% 

→H22 年度末目標： 67％【3 人に 2人】を目指します。 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．民間住宅耐震化のスピードアップ 

(1)自治会や自主防災組織等地元への直接 PR の強化や、地

域のまちづくりと連動した PR 

(2)「大阪府住宅・建築物耐震 10 ヵ年戦略プラン」の中間検証

により、施策の効果を点検（Check） 

その結果を踏まえ、施策の改善・見直し（Act） 

プラン後期の具体的な取組み方針策定。（9 月：中間取りま

とめ） 

 

 

(1) 府内 7つの土木事務所地域支援課が市町村と連携し PR 
・ 自治会・自主防災組織等での説明会等の実施（説明会 101 回） 

・ ちらし配布数：延べ約 1.７万枚  ・自治会回覧・全戸配布等 約 15．9 万枚 

(2) 「中間検証ワーキング」を設置し 3回開催。（①6/8、②7/28、③8/26） 
第 3 回で中間取りまとめ。次回、H23 年 1 月開催予定（最終取りまとめ予定） 

２．重点密集市街地での不燃化対策 

(1)有識者等の意見を踏まえ、これまでの取組み成果と事業

の進め方を年内に検証し、年度内に抜本的な見直しの方

向性を取りまとめ。 

 

(2)重点密集市街地において、規制誘導や『面の整備』で、燃

えにくいまちづくりを目指す。 

  ①防火･準防火地域の指定拡大 

②不燃領域率が低く、地元のまちづくり機運が高まった地

区において、道路・公園などを整備する密集事業を集中

的に実施。 

 

 

(1) まちづくり、防災、行政法などの有識者５名からなる「密集市街地整備のあり方
検討会」を設置し、3 回開催。（①8/2、②9/14、③10/29） 

第４回検討会を 12/17 に開催。今後の密集市街地整備のあり方の中間とりまと

め（案）、最終とりまとめに向けた検討について議論予定。 

(2) 

① 重点密集市街地が存する 5市に、防火・準防火地域の指定拡大を働きかけ、
7/1 に寝屋川市が準防火地域を指定拡大。 

摂津市、堺市が、H23 年度の準防火地域の指定に向け、取り組み中。 

② 6 市 7 地区において、密集事業を実施中。 
 

 

 

重点課題２ 
【『安全』な住まいとまちづくり】 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

○民間住宅の診断・改修補助件数 

耐震対策先進的取組県(※)での補助件数以上（診断：2100

件、改修 400 件）を目指す。 

※前年度補助件数 診断 1461 件、改修 303 件 

 

○ 民間住宅の診断補助件数 1,319 戸（対前年同月比 1.1 倍）（11 月末時点） 

民間住宅の改修補助件数 299 戸（対前年同月比 1.4 倍）（11 月末時点） 

（参考）府から市町村への交付決定数 診断：1,828 戸、改修：441 戸 

   

 

○重点密集市街地での防火・準防火地域の指定拡大 

  H22 年 3 月時点の指定率 80％ 

⇒H24 年 3 月時点 90％を目指す（大阪市含む）。 

 

○ 防火・準防火地域 指定率 87.6％ 

寝屋川市が 7/1 に準防火地域の指定を拡大。 

   これにより指定率は、H22 年 6 月末時点（80％）から 7.6％上昇。 

 

○重点密集市街地で集中的に事業を実施している地区の進

捗率（事業費ベース） 

H21 年 3 月時点 35.3％⇒H22 年 3 月時点 48.5％ 

⇒H23 年 3 月時点 60％を目指す。 

 

○ 集中的に密集事業を実施している地区の事業進捗率 58.6％ 

（補助交付決定額ベース（11 月時点）） 

 

 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 府民意識調査を踏まえた業績目標の設定 

○ 「地震などの災害に強い住まいやまちになってきたと感じ

る」府民の割合 

○ 「おおさかQネット」によるアンケート調査実施結果（H22年8月）：16.1% 

→H22 年度末目標：20%【5 人に 1人】を目指します。 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．建築物の CO2 削減等を評価する届出・表示制度の創設 

(1)「簡便」で「わかりやすい」 CO2 削減等の評価手法による

届出制度を 10 月からスタート。 

 

(2)届出制度の評価結果を表示するラベリング制度を創設。 

 

・ 10/15 から制度スタート。 

・ (社)不動産協会の会員に対して神戸市と共同で 10/29 に説明会開催。 

引き続き、(社)府建築士会、(社)建設業協会等関係団体に制度のＰＲ実施。 

（参考） 神戸市も 11月から同様のラベル制度開始。 

・ 大阪市、堺市と延べ面積 5000 ㎡超のラベルの義務化、表示基準の統一化等に

ついて、引き続き調整。なお、堺市へは H23.8 月に事務委譲。   

２．建築物の環境配慮意識向上のための普及啓発 

(1)上記の優れた取組みについて、評価結果を公表。 

表彰する顕彰制度（大阪サステナブル建築賞）を拡充。 

(2)府民に環境配慮評価の目を養い、自らも行動するようPR。 

設計者に建築主への技術提案やニーズに対応できる「環

境配慮技術」の普及。 

(1) 顕彰制度に奨励賞を追加。 
中小建築物や既存建築物を表彰対象とするなど、建築物環境配慮制度推進委

員会等を活用し、更なる顕彰制度の拡充を検討。 

(2) 新制度の PR 用リーフレットを作成。 
(社)府建築士事務所協会の会員に対して 11/24 に新制度の講習会実施。   

また、｢建築物の環境配慮技術手引き｣を年度末目途に改訂作業中。（改訂後、

設計者向け講習会を実施予定。） 

３．府有建築物の省エネ・CO2 削減マネジメントの検討 

(1)府有建築物の省エネ化を図り、効果的・効率的な CO2 削

減に寄与する、新築や大規模改修時の整備基準案を作

成。 

(2)既存の府有建築物について、CASBEE 評価を簡便でわか

りやすくし、改修時の指標となる省エネ性能の表示を推進。 

 

(1) 整備基準素案を作成。 
施設を用途（庁舎・学校・警察）で分類し、効果的なＣＯ2 削減量やコスト試算を

検討するため、用途ごとにモデルを１施設抽出し、省エネ法に基づき作業中。 

(2) 既存の府有建築物から抽出した施設について、上記１．の新たな評価方法によ
る省エネ性能評価を作業中。 

 

 

重点課題３ 
【CO2削減に向けた『環境』配慮のまちづくり】 
】 

 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

※CO2 削減目標等については、今後、関係部局と調整・検討 ※ 環境農林水産部と調整中。 

○ 環境農林水産部において、今年度中に次期環境総合計画を策定予定。 

その後、H23 年度に策定する「大阪府温暖化防止実行計画」の中で具体的な削

減メニューと削減目標量を提示予定。 

環境総合計画低炭素ワーキング（環境農林水産部主催）に参画し、施策展開の

方向性について検討中。12 月の環境審議会に向けて、検討結果をとりまとめ予

定。 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 府民意識調査を踏まえた業績目標の設定 

○ CO2 削減に向けた建築物による環境配慮の取り組みに対

する府民評価 

○ 府民アンケート（※H22.8マニフェストアンケート）の結果：33.1% 

→H22年度末目標：50%【2人に1人】を目指します。 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．府有建築物のファシリティマネジメント推進に向けた検討 

(1)保全対象施設（H21 年度 252 施設）について、劣化度の実

態調査結果などの情報を整備、施設データの一元化 

(2)保全対象施設のうち、主要施設（30 施設程度）を抽出し、ﾄ

ｰﾀﾙｺｽﾄの低減などを図るため、中長期保全計画を作成 

24 年度までの 3 ヵ年で、修繕実施計画を作成。 

 

 

(1) 保全対象施設（H22 年度 248 施設）のデータベース化項目を 60 項目に設定。 
工事履歴、機器リスト等とあわせて、年度内にデータベース作成予定。 

(2) 保全対象施設のうち、主要施設 26 施設を抽出。 
10 月までに 3施設の中長期保全計画を作成済。年度内に残りの主要施設の計

画を作成予定。 

また、修繕実施計画は、今年度 8施設を年度末までに作成予定。 

２．府営住宅の資産活用 

(1) 府営住宅団地での用地の売却や有償貸付け 

①活用用地等の分譲条件等を再考し、早期の売却。 

 

(1) 

① 

・ H22 年度に活用用地の一般競争入札を実施するため、民間事業者に対するヒ

アリングにより分譲条件等のニーズ調査を実施（13 事業者）。 

・ H22 年度公募の活用用地 

7/1 活用用地（4 地区）の概要をＨＰで公開。 

11/12 入札公告 東大阪春宮、八尾志紀 

12/10 入札公告 枚方牧野、和泉伯太、椎寺 

②すべての府営住宅団地について、売却や有償貸付け等

が可能な低未利用地などを明確にし、公表。 

具体の事業に着手。 

 

 

 

 

 

② 

・ 府営住宅団地について法的規制等の調査を実施し、6/28『府有財産自主点検

調査結果』を公表。 

・ 現在、売却・有償貸付に向けて、順次売却年度の割り振りやエリアの現地調

査、境界確定など条件整備・調整等を実施中。 

・ 個々の府営住宅団地での立地可能性について調査し、有償貸付に向けて、現

地調査、境界確定など条件整備・調整等を実施中。 

重点課題４ 
【府有施設の『資産活用』】 

進捗状況 



 

(2) 駐車場空き区画活用プロジェクト 

（空き区画の解消、H21年度の空き区画数 約17,000区画） 

①府営住宅 365 団地で迷惑駐車をしている駐車場未契約

者に、空き区画の契約を働きかけ。 

②時間貸駐車場制度の新しい仕組みづくりを 7 月までに行

い、中央・千里の住宅管理センター区域内で、事業者を8

月までに公募。（収益に応じた納付金制度の創設） 

③空き区画の一層の有効活用を図るため、他用途への利

用も含めた活用を推進。 

（2） 

 

① 迷惑駐車を少なくし、契約に結びつけるための効果的な方策について検討中。 

② 11/11 に事業者決定。 

現在、国土交通省に適化法の目的外使用許可を申請中。 

また、各団地（自治会）あて実施計画について説明。 

（国の使用許可後、府の使用許可を行い、事業者が順次駐車場を整備。） 

③ 駐車場の空き区画部分を他の用途へ転用できる可能性を検討中。 

(3)入居者滞納対策強化による滞納額の削減 

（H20 年度 ⇒H21 年度決算見込み 6.7％削減） 

(3) 10 月以降、長期滞納については住宅返還に向けた取り組み等を実施。 
中・長期滞納については法的措置による取組みを強化継続。 

短期滞納については、電話督促、現地訪問による督促を強化。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 
マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

※ ファシリティマネジメントについては関係部局との調整を踏

まえ、今後の目標を設定。 

○ 主要施設の所管課に対し、ファシリティマネジメントの考え方について説明済。

年度内に庁内横断会議を開催し、中長期保全計画等の中間成果を基に、今後

の目標等について調整を開始する予定。 

○ 府営住宅の資産活用 

(1) 府営住宅建替え団地で、活用用地等の売却の公募等 
《H22 年度目標  2.4ha》 

(2) 時間貸駐車場の実施団地数 《H22 年度目標 100 団地》 
 

(3) 入居者滞納額の H21 年度決算予定額比 《10％削減》 
生活保護費の代理納付の推進 

《3 年間で全市町（代理納付導入を働きかける 38 市町）》 

(1) 11/12 入札公告 約 1.4ha 
12/10 入札公告 約 1.1ha 

(2) 11/11 に事業者決定。12 月中に事業予定者の資格要件等を確認のうえ、使用
許可予定。事業者が順次駐車場を整備（116 団地） 

(3) 入居者滞納額  前年度末と比べて 0.2％減 (前年度より低い傾向で推移) 
生活保護費の代理納付の推進 

実施意向調査において、未実施 28 市町すべてが実施の方向 

（うち 2 市は実施済、4 市は覚書締結済） 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 
マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

○ 府有施設の資産活用に対する府民評価 

 現況（H22 年 4 月） ： 59.3％ 

 ⇒ 目標（H22 年度末）：3 人中 2人は評価（67％） 

H22年度末目標：67%【3人中2人】に向けて取り組みます。 



 

 
 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 
マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．泉北ニュータウンの再生 

(1)泉ヶ丘駅前地域の現状・問題点の把握、マーケットリサー

チを実施し、その将来像と実現方策を示す泉ヶ丘駅前地域

活性化ビジョンを年内に策定。 

 

(2)ニュータウン再生に資する公的賃貸住宅の活用方針を、年

度内に策定。 

 

(1) 泉ヶ丘駅前地域活性化検討WGを 8 回、専門委員会を 6回開催。 
泉ヶ丘駅前地域の今後の方向性等について意見交換を行い、第 3 回協議会

（8/23）においてビジョン（素案）を公表。また、「泉ヶ丘駅前地域の活性化を考え

るシンポジウム」を行い、市民と意見交換。 

(2) 公的賃貸住宅等再生検討WGを 2 回開催。公的賃貸住宅の現状について意見
交換を行い、第 3回協議会において検討状況を報告。 

２．彩都・中部地区の事業推進 

積極的に企業の誘致活動を実施。 

岩阪橋梁については、H22 年度に用地買収、準備工事を円

滑に進め、橋梁本体の工事着手を判断。 

 

・ UR 都市機構の 2次エントリー募集が 6月末に終了（確認書締結企業 19 社） 

・ 岩阪橋梁用地買収が 11 月末に完了。引き続き、準備工事に着手予定 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 
マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

※ 協議会での検討やビジョンの策定を踏まえて、次年度へ

の予算要求を含め、実施できる内容から取り組みます。 

○ 公的賃貸住宅の具体的な再生計画の策定と、ビジョンの実現に向けた短期的

な事業を行うため、「泉北ニュータウンの再生事業」を H23 年度当初予算要求。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 
マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

○ 全国で、「くらすなら大阪と思っている」人の割合 

H22 年 4 月現在： 8.8％ 【11 人に 1人】から、 

H22 年度末目標： 12％ 【8 人に１人】 

※H21 年 6 月時点： 6.3％ 【16 人に 1人】 

○ H22 年度末目標：12％【8 人に 1人】に向けて取り組みます。 

   

 

 

マニフェストの内容 府民意識調査を踏まえた業績目標の設定 

○ 「大阪でくらし続けたいと思っている」府民の割合 ○ 「おおさかQネット」によるアンケート調査実施（H22年8月）：56.9% 

→H22 年度末目標： 67％【3 人に 2人】を目指します。 

 

重点課題 5 
【『活力』を生み出すまちづくり】 

進捗状況 



 

会計管理者マニフェスト・進捗状況チェックシート 
■会計管理者コメント 

 

 

 

 

 

■総括表 
戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】不適正会計の根絶  

【重点課題２】新公会計制度を導入  

■ 不適正会計の根絶について 

 ・ 昨年度から、大阪府職員自らの公金に対する意識改革を徹底することを主眼に、積極的な会計事務研修の実施、会計事務ポータルサ

イトからの情報発信の強化（内容の充実、迅速化）、抜き打ち検査を実施してきました。本年度も引き続き、これらの取組みを計画どおりに

実施することにより、職員の公金に対する意識の醸成を図り、不適正会計の発生がないように努めています。  

■ 新公会計制度の導入について 

・ 大阪府において複式簿記・発生主義・日々仕訳方式による新公会計制度を平成 24 年度から本格導入するため、会計基準の検討、

府有財産の調査、既存の財務会計システムの改修等を、計画どおり実施しています。 

・ 平成 23 年 4 月からは、全庁的に試験運用を開始し、そのための準備を進めています。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 
（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 
（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 
（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末現在の進捗状況等 

■ 公金意識の徹底 

○ 職員に次の３点を徹底します。 

  ① 公金の取扱いに必要悪はない（私的流用なくても、不適正） 

  ② 不適正会計は必ず発覚する 

  ③ 不適正会計は割りに合わない 

 

 上記３点の意識を徹底させるため、以下の取組みを推進します。 

○ （取組内容） 年度末目標 

   【会計事務研修の開催】    参加人数 現状 3,300 人以上 

   【会計事務ポータルサイトの充実】 

 アクセス件数 現状 35,000 件以上へ 

   【抜き打ち検査の実施】           全職場 494 職場  

 

●【職員への公金意識の徹底】 

 ・会計事務研修、相談対応を詳細に実施 

 ・会計事務ポータルサイトの充実の検討 

 ・抜き打ち検査の計画的実施と指導 

●【意識を徹底させるための取組み】 

 ・会計事務研修        ２，２９０名 （６９．４％） 

 ・会計事務ポータルサイト  ２３，２６８件 （６６．５％） 

 ・抜き打ち検査          ４０２職場（８１．４％） 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■ 不適正会計の発生を「ゼロ」にします。 ● 不適正会計の発生は「０（ゼロ）」件 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 府民意識調査を踏まえた業績目標の設定 

■ 会計事務に対する府民の信頼度を向上します。 

  

 

・ 府民アンケート（※H22.8 マニフェストアンケート）の結果： 

   不適正会計の根絶に向けた取り組みへの信頼度 ５１．３％ 

→  年度末目標 ５６．４％（51.3％の 1.1 倍） をめざします。 

  

重点課題１ 
【不適正会計の根絶】 

進捗状況 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末現在の進捗状況等 

１ 新公会計制度の導入準備 

大阪府全体のみでなく、組織別や事業別の貸借対照表・行政

コスト計算書を作成し、ストック情報やフルコスト情報を明らかに

するため、次の取組みを行います。 

① 複式簿記・発生主義に基づく会計処理を行うための会計基準を

策定 

② 日々の会計処理の段階から複式簿記の仕訳を行うため、財務

会計システムを改修 

③ 新公会計制度を円滑に導入し、有効に活用するため、職員研

修を実施 

④ 府民や他自治体に対して、新公会計制度導入の必要性を積極

的にＰＲ 

 

■ 上記の導入準備を着実に進めるため、以下の取組みを行いま

す。 

 【報告書の作成】 本年夏を目途に、会計基準やシステムの内容

を報告書（案）として公表し、府民意見を得る 

 【職員研修の実施】 参加人数 1,200 人 （全職員への浸透を図る

ため、庁内全グループから 1 名の出席を予定） 

 【新公会計制度ホームページの充実】 アクセス件数 10,078 件

（平成 21 年度） → 目標 20,000 件 へ 

 

●【新公会計制度の導入準備】 

 ・ 会計基準となる大阪府財務諸表作成基準（案）を作成・公表 

 ・ 財務会計システムの改修を実施 

 ・ 職員向けの新公会計制度概要研修、実務担当者研修等を実施 

 ・ 近畿ブロック府県会議、公会計制度改革シンポジウムを開催するなどし

て新公会計制度導入の必要性を周知 

 

●【導入準備を着実に進めるための取組み】 

・ 本年８月に「大阪府の新公会計制度（案）」を公表して、パブリックコ

メントを実施 

・ 研修参加人数 

 １，５０１人（１２５．１％） 

・ 府民向けホームページのアクセス件数 

 ２２，８３５件（１１４．２％） 

 

  ※ 研修参加人数、府民向け HP アクセス数とも目標を上回っています。

今後とも１人でも多くの府民、職員への発信に努めます。 

 

  

 

 

重点課題２ 
【新公会計制度の導入】 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

平成 23 年度から新公会計制度の運用を開始します。  － 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 

※次年度以降、目標を設定します。 

 

 



 

水道企業管理者マニフェスト・進捗状況チェックシート 
■水道企業管理者コメント 
 

 

 

 
 
 
 

■総括表 
戦略課題 進捗状況 

【最重点課題】 
受水市町村とともに、平成 23年 4月における企業団設立を目指します。  

 

 企業団の設立については、本年２月の戦略本部会議にて市町村と一体となって取り組むことを決定し、市町村長の協議・調整や、関

係市町村議会での議決を経て、平成 22 年 11 月 2 日に受水市町村で構成する「大阪広域水道企業団」が設立されました。 

 企業団の設立により、より住民に近い市町村が自らの責任で経営・事業計画や料金等を決定し、また、企業団が技術的支援や市町

村水道事業との連携拡大を進めることで、市町村のガバナンスの確保や府域水道事業の経営基盤の強化ができると考えています。 

 引き続き、平成 23 年 4 月に企業団が円滑に事業開始できるよう、府水道部資産の承継、職員の身分移管などに水道部職員が一丸と

なって取り組んでまいります。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 

（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 

（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 

（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

受水市町村で構成する企業団の設立準備（設立目標 ：平成

23 年 4 月） 

（取組内容）平成 23 年 3 月末までに、次の事項に取り組みます。   

  ・企業団組織、事業内容等の市町村との検討 

  ・市町村議会での企業団設立議決、知事の設立許可、水道企

業条例廃止の議会議決 

  ・水源関係の整理など、企業団への円滑な事業承継のための

課題解決 

  ・現水道部が有する人材の企業団への円滑な移行とそのため

の条件整備   

○ 受水市町村の首長会議において規約案の了承と、市町村議会への提案時期が

決定された。（H22.7.29） 

○ 37 市町村議会にて企業団設立に関する議案を議決。（H22.9 月～10 月） 

○ 残る 5市は今後開催される 12 月の市議会で議案の審議予定 

○ 知事より「大阪広域水道企業団」の設立許可。（H22.11.2） 

 

・ 水源や職員関係などについては、平成23 年4月から企業団が円滑に事業開始

できるよう、必要な協議・調整を進めているところ。 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 
現在、府水道部が行っている事業（用水供給事業・工業用水道事

業）を、平成 ２３年 4 月から企業団で実施できるようにします。 
・ 府が行ってきた事業（用水・工水）を、企業団が円滑に開始できるよう、資産や職

員、諸計画などの引継ぎを行うための調整を進めている。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

４２すべての市町村から理解を得て、企業団設立をめざします。 ・ 37 市町村による企業団は設立済み。（H22.11.2） 

・ 府としても、42 市町村がそろってスタートできるようサポート。 
 

最重点課題 
【受水市町村とともに、平成 23年 4月における企業団設立を目指します。】 

進捗状況 



教育長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
 

■教育長コメント 

 

 

 

 
 

■総括表 
戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】 基礎・基本を徹底し、学校が地域・家庭と連携して、子ども
たちの学力を最大限に伸ばします  

【重点課題２】 「入ってよかった」と言われる府立高校づくりに向けて、 
新たな特色づくりの基礎を築きます  

【重点課題３】支援学校の整備や就労支援の充実により、障がいのある 
子ども一人ひとりの自立をしっかりと支援します  

【重点課題４】中学校へのスクールランチの導入などにより、子どもたちの
体力と健康づくりを進めます  

【重点課題５】学校組織の活性化に向けた取組みを進めます  

４月以降、マニフェストの目標達成に向けた取組みを着実に進めているところですが、この間、7 月には「知事と教育委員のアピール」が出さ

れ、日本や大阪の子どもたちをとりまく厳しい現実について認識を共有するとともに、11 月には知事と教育委員及び学校現場の先生方や事務

局の職員が合同で韓国への教育視察を行いました。韓国の国を挙げて教育に取組む姿勢に触れ、私たちも国際社会や子どもたちがこれから

生きていく時代を見すえて、全ての子どもたちの学びの支援に全力を尽くすとともに、社会をリードする人材をここ大阪で育てていかなければな

らないということを改めて認識したところです。 

今年度の後半も、引き続き、市町村教育委員会や学校現場、さらには地域など、さまざまな関係者と力を合わせて、マニフェストの実現や大

阪の教育力向上に向けた施策を確実に推進してまいります。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 
（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 
（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 
（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．学力向上に向けた取組みの推進 

■ 小・中学校における「わかる授業」の実現 

指導方法の工夫改善を促進し、「わかる授業」を実現します。 

・習熟度別指導の充実 

・学習指導ツールの活用 

・時間割の工夫等による反復学習の充実 

■ 小・中学校における「わかる授業」の実現 

≪習熟度別指導の充実≫ 

・実施教科の年間授業時数のうち、習熟度別指導の実施状況は、Ｈ22 年

度の各学校の実施計画では、小学校で 33.4％、中学校で 26.9％。 

※ Ｈ22年度の実施報告はＨ23年3月末の予定。 

・引き続き、個に応じた指導による児童生徒の学習理解を促進させるた 

め、少人数・習熟度別指導を学校の状況に応じて充実させていく。 

≪学習指導ツールの活用≫ 
※ 活用状況についてはＨ23年 2月に調査予定。 

≪反復学習の実施≫ 
（参考：平成22年度全国学力・学習状況調査） 
・「計算問題、漢字・語句など反復練習をする授業を行ったか。」 
 〈小学校〉97.4％ 〈中学校〉95.9％  ※ただし、抽出校のデータ 
 

■ 中学校における組織的な取組みの推進 

全ての中学校で、組織的な取組みを推進します。 

 ① 学力向上方策の策定 

 ② 学力向上担当者の位置づけ 

 ③ 組織体制を構築 

■ 中学校における組織的な取組みの推進 

（平成 22年教育課程実施状況調査およびその後の聞き取りより） 

① 学力向上方策の策定     100％ 
② 学力向上担当者の位置づけ  96.9％ 
③ 組織体制を構築       96.2％  

 

重点課題１ 
【基礎・基本を徹底し、学校が地域・家庭と連携して、 
子どもたちの学力を最大限に伸ばします】 

進捗状況 



■ 府独自の学力・学習状況調査の準備 

平成 23 年度の府内全市町村での実施に向けた制度設計を進め

るとともに、国の動向を見ながら、平成 24 年度以降の学力・学習状

況の把握・検証のあり方を確立します。 

■ 府独自の学力・学習状況調査の準備 

・6月   実施要項を策定 各市町村の参加意向を確認。 

・11 月   業務委託事業者を選定 実施全体スキームの策定。 

・12 月～ 問題作成開始。 

★ これまでの取組みの検証と新たな取組みの構築 

平成 20～22 年度に実施した「学力向上に向けた取組み」の検証

を行い、今後の市町村支援に向けた新たな対策を構築します。 

★これまでの取組みの検証と新たな取組みの構築 
おおさか・まなび舎事業、市町村支援プロジェクト事業、学力向上プ
ロジェクト支援事業実施校にアンケート調査を実施し、施策の成果と課
題を検証。今後の支援方策を策定。（9月～11 月） 
 

２．教員の授業力の改善 

■ 授業力改善に向けた取組みへの支援 

カリキュラム NAVi プラザやカリナビ・ブランチの指導主事や授業力

向上指導員が全ての小・中・高・支援学校を巡回指導し、教員評価

支援チームなどとも連携しながら、経験の少ない教員をはじめとする

教員全体の授業力アップを図ります。また、府教育センターやカリナ

ビ・ブランチにおける研修や Web ページ等での情報発信を充実しま

す。 

■ 授業力改善に向けた取組みへの支援 

≪巡回指導の状況≫ 

・小学校 499 校（623 校中）、中学校 232 校（291 校中）と全ての府立学校に対

して、訪問済みもしくは訪問日程が決定済。 

≪情報発信≫ 

・小中学校における授業改善の教職員全体研修会の様子や、指導案の検討

状況、研究授業等継続的に研修支援を行う学校の取組状況を「ブランチ通

信」により教育センターのWeb ページで発信。 

■ ICT を活用した指導力の向上 

小・中・高・支援学校の教員対象に、ＩＣＴの授業への活用や既存の

ICT コンテンツの効果的な活用に関する研修を充実するとともに、全

ての府立学校に「学校ＩＣＴサポートチーム」を派遣し、各校のニーズ

に即した校内研修を実施します。 

■ ICT を活用した指導力の向上 

≪ＩＣＴの授業への活用≫ 

・「学校ＩＣＴ活用研修」を実施。 

⇒ 449 名の教員が受講。さらに１月末までに 289 名が受講予定。 

・その他、初任者研修の中で、ＩＣＴを活用した授業づくりの研修を実施。 

 

≪ＩＣＴコンテンツの効果的な活用≫ 

・「リーディングティーチャー養成研修」や「ＩＣＴ活用促進指導者研修」を実施。

⇒ 119 名が受講。 

≪支援体制やノウハウの共有≫ 

・５月末から７月末にかけて、全ての府立学校に「学校ＩＣＴサポートチーム」を

派遣し、各校のニーズに即した校内研修を実施。 

・７月から８月にかけて、校務や授業でのＩＣＴ活用に先進的に取り組んでいる

府立学校７校で実践発表会を実施。 



■ 授業評価の取組みの推進 

全ての小・中・高・支援学校において「授業評価」の実施を推進し、授

業改善の取組みを進めます。 

■ 授業評価の取組みの推進 

・府立高校については、9 月に授業評価の取組状況を把握。 

・全府立学校において、組織的な授業改善システムの構築に向けた取組み

が進行中。 

 

※ 年度末に、全ての学校の実施状況を調査予定。 

３．学校・家庭・地域が連携した取組み 

■ 学校支援地域本部の設置などによる地域教育活動の活性化 

学校支援地域本部事業の活用などにより、学校支援・地域教育活

動を活性化します。 

 
 

中学校区 
全中学校区（291 中学校区）で活動を展開 

 （H21 年度：261 中学校区） 

小学校区 
１５０小学校区で拠点を整備 

 （H23 年度までに 300／623 小学校区で整備） 

■ 学校支援地域本部の設置などによる地域教育活動の活性化 

≪学校支援・地域教育活動の活性化≫ 

・学校支援地域本部事業の活用 261 中学校区（全中学校区の約 90%） 

・国・府事業を活用せずに取り組む 30 中学校区 

≪小学校の活動拠点整備≫ 

・95 小学校区で実施。（年次目標 150 小学校区の約 63%） 

■ 放課後学習支援（「おおさか・まなび舎」等）の拡充 

「おおさか・まなび舎事業」等を活用することで、全ての小・中学校で

放課後の学習支援の取組みの実施をめざします。 

■ 放課後学習支援（「おおさか・まなび舎」等）の拡充 

≪おおさか・まなび舎実施状況≫（平成 22 年 10 月 1 日現在） 

○まなび舎 Kids（小学校） 

・371 小学校区で実施。（対象 528 小学校区の 70.3％） 

○まなび舎 youth（中学校）  

・237 中学校で実施。（対象 291 校 中学校の 81.4％） 

※本年度末に実施する効果検証の際に、各市町村における おおさか・まなび舎を含め

た放課後学習支援の状況を把握する予定。 

■ ３つの朝運動の推進 

３つの朝運動（朝食、あいさつ、読書）について、学校・家庭・地域で

の取組みを進め、HPで事例を紹介するなど運動を推進します。 

（H22 年度） 

府内 155 小学校で家庭･地域と連携した３つの朝運動の実施をめざ

す。 

■ ３つの朝運動の推進 

・ 現在、取組み推進校の事例を収集中。 

（平成 23年 2月ごろＨＰで３つの朝運動取組み事例を紹介する予定。） 

 

※平成 22 年度における３つの朝運動実施状況については、来年度に調査実施予

定。（平成 21年度・・・小学校数：451/622 校） 



■ 家庭学習習慣の定着 

全ての小・中学校において、自学自習ワークブック等の活用を促進

し、家庭学習習慣をはぐくみます。 

 

 

■家庭学習習慣の定着 

（参考：平成22年全国学力・学習状況調査より） 

 「家で自分で計画を立てて勉強しているか。」 

 〈小学校〉50.7％ 〈中学校〉39.1％ ※ただし、抽出校のデータ 

 

※ 活用状況についてはＨ23年 2月に調査予定。 

 

■ 子どもの読書活動の推進 

①  市町村立図書館の子ども読書推進担当者等への研修や地域

人材の活用等を促進し、公立図書館と学校図書館の連携を実

施している学校とボランティアを活用している学校を増やします。 

 

 

 

 

 

②   読書活動フォーラムを開催するなど、先進的に取り組んでい 

る学校の実践を広め、学校図書館等で本を読んだり借りたりす

る子どもの数を増やします。  

 

 

 

 

 

 

 

■ 子どもの読書活動の推進 

①  

○市町村立図書館の子ども読書推進担当者と司書教諭等の合同研修。 

（平成 23年１月 12日（水）、2月16日（水）、3月18日（金）実施予定） 

○ＰＴＡ、読み聞かせグループ等が開催する研修会へ講師派遣。 

（派遣予定40団体/応募84団体、11月末日現在 18団体へ派遣） 

※平成 23年 2月ごろに文部科学省「学校図書館の現状に関する調査」の調査結果

判明予定。 

 

② 現在、文部科学省の「学校図書館の現状に関する調査」を実施して

おり、その結果もふまえ、平成 23 年 2 月に開催する読書活動フォーラ

ムにおいて先進的に取り組んでいる学校の実践を広めていく予定。 

 



《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

【学力・生活習慣・家庭や地域との連携関連】 

◆ 平成２３年度「全国学力・学習状況調査」において、下記指標で

全国平均をめざします。 

  ・ 「正答率」 

  ・ 「無解答率」 

  ・ 「国語、算数（数学）の授業の内容がよくわかりますか」の問い

に対して「当てはまる」または「どちらかといえばあてはまる」と

答えた子どもの割合 

  ・ 「家庭で 30 分以上学習している割合」 

  ・ 「復習をする習慣がついている割合」 

  ・ 「毎日、朝ごはんを食べている子どもの割合」 

  ・ 「近所の人に会った時は、あいさつをしている子どもの割合」 

  ・ 「１日の中で、まったく本を読まない子どもの割合」 

  ・ 「昼休みや放課後、学校が休みの日に、本を読んだり、借りたり

するために、学校図書館・室や地域の図書館へ行く子どもの割

合」  

  ・ 「ＰＴＡや地域の人が学校の諸活動に対するボランティアとして

よく参加してくれると回答している学校の割合」 

 

※平成 23年度「全国学力・学習状況調査」は、平成23年4 月下旬に抽出で実施される

予定。 

 

 

 

※平成 22年度「全国学力・学習状況調査」の結果は参考１・２参照。 

【ＩＣＴ関連】 

◆ 小・中学校の教員のＩＣＴ活用指導力で全国平均をめざします。 

◆ 府立学校の全ての教員のＩＣＴ活用指導力を、平成 23 年度末に

１００％にすることをめざし、平成 22 年度末には９０％以上を実現

します。 

 

※年度末に 3 月1日現在の状況について全国調査が実施される予定。 

 

※平成 21年度末の状況は参考３参照。 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．生徒の幅広いニーズと教育課題に応える取組みの推進 

■ 府立高校のさらなる特色づくり（平成 23 年度の開校に向

けた準備及び先行した取組み） 

進学指導特色校、体育科、教育センター附属研究学校、連携

型中高一貫教育については６月に学校経営計画、教育課程

や特色ある教育活動等を公表し、平成 23 年 4 月開校に向け

た準備を進めます。 

◆ 進学指導特色校：事業評価基準の策定（12 月）や海外ト

ップ校との交流（8or12 月）などの実施 

◆ 府立摂津高校体育科：グランド工事が平成 23 年度上期

に完成予定 

◆ 教育 C 附属研究学校：研究・研修・適応指導教室の内容

や方法を策定（１２月） 

◆ 柏原地域連携型中高一貫教育：高校から中学への出前

授業や教員の交流を実施 

◆ 専門コース引き続き設置を推進（H23 年度：８校 ※H22：

８校設置、H22～24 で 24 校に設置） 

 

■ 府立高校のさらなる特色づくり 

◆進学指導特色校 

・5 月 入学者選抜における文理学科の学力検査の配点等を公表。 

・6 月 各校の計画概要、教育課程や特色ある教育活動等を公表。 

・教育事情視察を実施。（8 月シンガポール、11 月韓国、12 月上海） 

・進学指導特色校の名称、再指定制度、事業評価等については随時検討。 

◆府立摂津高校体育科 

・グラウンド工事に向け、基本設計・実施設計を行い、入札を実施。 

◆教育 C附属研究学校 

・現在、学校経営計画、学習指導計画及び大阪府高等学校適応指導教室実施要

綱を作成中（12 月中）、校名の条例改正手続き中、学校説明会及び体験授業によ

る府民への広報活動を実施中。 

◆柏原地域連携型中高一貫教育 

・柏原市内 6中学校の中１生を対象に「書写」の出前授業を、中 3生を対象に国語・

数学・理科・英語・体育で中学校教員とのＴＴ授業を実施中。 

・柏原東高校主催の「かしとん第二土曜学習会」や柏原市主催の教科研修会・人権

研修会などにより、小中高の教員交流や研修を実施中。 

◆専門コースの設置 

・平成 23 年度設置に向け、9 校を設置候補校とし、専門コースの教育内容について

各学校と協議中。 

重点課題２ 
【「入ってよかった」と言われる府立高校づくりに向けて、 
新たな特色づくりの基礎を築きます】 

進捗状況 



■ がんばっている府立高校への支援 

がんばっている学校（専門学科）に、教育成果を踏まえた支

援を行うとともに、普通科等の支援内容を策定します。 

■ がんばっている府立高校への支援 

・専門学科で、全国コンクール入賞など顕著な成果をおさめた学校 3 校に対し、備

品購入などの支援を実施中。 

・普通科等の学校を含めた支援策については、来年度に向けて検討中。 

 

■ 中退防止の取組み推進 

中退防止コーディネーターを指名し（課題の集中する学校 36

校）、組織的な対応を進めるとともに、冊子「中退の未然防止

のために」に基き、中退防止ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰのネットワーク化を進

め、早期中退防止の取組みを強化します。  

■ 中退防止の取組み推進 

・中退防止コーディネーター連絡協議会を開催し、効果的な取組みについて共有す

るとともに、各校の進捗状況について情報交換を実施。 

 第１回（４月２３日）、第２回（７月２３日）、第３回（１０月２９日） 

■ キャリア教育・職業教育の充実 

① 商工労働部と連携して、「１６才からの“シュウカツ”  

教本」（仮称）を作成し、各学校におけるキャリア教育を推

進するとともに、就職支援コーディネーターを派遣し、就職

支援を行います（就職者の多い全日制高校40/142校、 定

時制・通信制 16/16 校）。 

② ものづくり教育ｺﾝｿｰｼｱﾑ大阪を核として、企業との連携

を図り、大阪の産業の担い手づくりを推進します。 

 （H22 年度）  

生徒の企業実習等のために連携する企業数 40 社以上を

めざします。 

■ キャリア教育・職業教育の充実 

①  

・「１６才からの“シューカツ”教本」 

第１部 「就職支援ワーク事例集」（Ｈ22.8 月発行） 

第２部 「キャリア教育ワーク集（仮名）」（Ｈ23.3 月発行予定） 

・就職支援コーディネーターの派遣 

  全日制 41/142 校（1 校追加）、定時制・通信制 16/16 校 

②  

・緊急雇用創出基金事業など工科高校を対象とした事業を活用し、本年度目標の、

連携する企業４０社以上は達成。引き続き大阪産業の担い手づくりを推進するた

め、生徒の企業実習や企業技術者による実践的な指導を実施中。 

 

２．進路の選択肢の拡大 

■ 公立、私立にわたる高校教育のあり方についての検討 

関係部局と連携し、公立・私立の高校教育のあり方を検討す

るとともに、平成 22 年度選抜の分析を踏まえて、来年度の公

立高校の定員を検討します 

■ 公立、私立にわたる高校教育のあり方についての検討 

平成 23 年度入学者選抜における公立高校への受け入れについて、これまでの、

公立・私立の７：３の枠組みを見直し、府内公立中学校の卒業者数推計に基づき算

出した府内進学予定者数の 70％をベースとして募集人員を策定し、11 月に公表し

た。 

 

 



《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■ がんばっている府立高校への支援 

際立った成果（全国 No１、全国 only１など）を上げている府立

高校を増やします。 

（H21 年度：２０校 ⇒ H22 年度：25 校） 

■ がんばっている府立高校への支援 

・Ｈ２２年度の成果については、全ての府立高校を訪問し調査をしているところ。 

年度末に向けてリストアップ予定。 

■ キャリア教育・職業教育の充実 

正規就労をめざしてがんばる生徒を増やし、就職内定率を向

上させます。  

 ≪参考≫ H21 年度就職内定率 84.8％（速報値） 

■ キャリア教育・職業教育の充実 

・平成 22 年 10 月末の就職内定率 54.2％（昨年同期比 1.2 ポイント増加） 

 

※府立高校（全日制＋定時制）の就職内定率の推移は参考４参照。 

 

■ 中退防止の取組み推進 

府立高校（全日制の課程）の中退率をさらに減少させ、平成

25 年度に２．０％をめざします。  

≪参考≫ H20 年度中退率 ２．５％ 

■ 中退防止の取組み推進 

 

※府立高校（全日制の課程）の中退率の推移は参考５参照。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．障がいのある児童生徒の教育環境の整備 

■ 府立支援学校の教育環境の整備 

知的障がい支援学校に在籍する児童生徒数の増加に対応

するため、新校整備を進めます（平成 25 年度までに４校

の整備に着手）。 

 （１） 豊能・三島地域・・・ 基本設計の実施 

 （２） 北河内地域及び泉北・泉南地域 

     ・・・基本計画の策定 

 （３） 中河内・南河内地域・・・ 整備方針の決定  

■ 府立支援学校の教育環境の整備 

（１）豊能・三島地域 

・平成 22 年 5 月～6月：基本設計、地質調査、測量調査の委託契約締結。 

・平成 23 年 3 月：基本設計完了。（予定） 

（２）北河内地域及び泉北・泉南地域 

・平成 22 年 7 月：基本計画策定の委託契約締結。 

・平成 23 年 3 月：基本計画完了。（予定） 

（３）中河内・南河内地域 

・平成 23 年 2 月：平成 23 年度当初予算案公表時に整備方針を公表。（予定） 

 

■ 府立高等学校における知的障がい のある生徒の学習

機会の充実 

自立支援推進校・共生推進校の取組みの充実を図るととも

に、その成果を発信し、府立学校全体で共有します。 

■ 府立高等学校における知的障がい のある生徒の学習機会の充実 

・ 8 月：「高等学校における支援教育推進会議」の設置及び開催。 

・10 月：「府立高校における支援教育推進フォーラム」を開催。 

・12 月：「高等学校における『ともに学び、ともに育つ』教育の推進」をテー

マにシンポジウムを開催。（予定） 

２．障がいのある生徒の就労支援 

■ 就職率の向上に向けた取組みの推進 

① 府内３地域に整備する新校には、就労を通じた社会的自

立をめざす「たまがわﾀｲﾌﾟ支援学校」を併設していきます。 

 ※ たまがわ高等支援学校とあわせて、府内４地域にたま

がわタイプ支援学校を設置 

■ 就職率の向上に向けた取組みの推進 

① 府内３地域に整備する新校に「たまがわタイプ高等支援学校」を併設。 
・豊能・三島地域･･･平成 23 年３月 基本設計完了。（予定） 

・北河内地域及び泉北・泉南地域･･･平成 23 年３月 基本計画完了。（予定） 

 

重点課題３ 
【支援学校の整備や就労支援の充実により、障がいのある 
子ども一人ひとりの自立をしっかりと支援します】 

進捗状況 



② 府立知的障がい支援学校職業コースの設置方針に基づ

き、平成２２年度は、１校で本格実施、２校で試行実施して

いきます。 

  （本格実施）１校 〔吹田支援学校鳥飼校〕 

  （試行実施）２校 〔堺支援学校及び泉北高等支援学校〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ これまで支援学校が開拓した職場実習受入れ可能企業

に加え、３部局連携により情報共有することで得られた職

場実習受入れ可能企業の情報を提供することにより、職場

実習参加生徒の人数（実数）を５％（約 30 人）増加させま

す。 （平成２１年度実績 622 人）  

 

 

 

 

 

 

② 吹田支援学校鳥飼校で本格実施し、４校で試行実施中。 
・堺支援学校 

・泉北高等支援学校 

・佐野支援学校 

・佐野支援学校砂川校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ３部局連携による職場実習参加生徒の増加 
・労働部局、福祉部局等と連携して、各部局の委託事業等で開拓した職場実習

受入れ可能企業の情報を支援学校等に提供。 

・支援学校の就労に向けた取組み等を紹介し、企業の理解啓発を進めるため、

労働部局等と連携したＰＲ事業を開催（9/16 吹田支援学校鳥飼校）。 

・緊急雇用創出基金事業「障がいのある生徒の雇用実現マッチング委託事業」

を実施。 

 

 

 

「職業コースの設置」
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《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■ 知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率の向上 

① 知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率 

  を３～４ポイント向上させることをめざします。  

≪参考≫  

 ・平成 21 年度 １９．３％ 

 ・平成 21 年度 たまがわ高等支援学校就職率８１．６％ 

 ・平成 25 年度目標 35％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※参考：平成 21年度知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率 

      府・・・19.3％ 

      全国・・・26.4％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率」
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《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．体力向上の推進 

■ スポーツ大会等の充実 

①  学校現場に即した体力向上に関する実践事例集を作成
し、その内容を全小・中学校等に周知します。 

  

 

② 子ども元気アッププロジェクト事業におけるスポーツ大会
に、35 以上の市町村（約 8割）からのエントリーをめざし

ます。 

 

 

 

③ 昨年度策定した「なわとび級判定」の活用を促進し、体力

アップにつなげます。 

「ｽﾎﾟｰﾂ大会ｴﾝﾄﾘｰ」
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■ スポーツ大会等の充実 

①  現在、体力向上に関する実践協力校を決定し、各校での取り組みを

ビデオ撮影中。（12 月末までに撮影を終了予定。）3 月末に実践事例集

としてＤＶＤを全中学校・小学校に配布予定。 

 

②  11 月 20 日にドッジボール大会を開催。17 市町村が参加。（昨年度は

16 市町村） 

≪今後の大会予定≫ 

・ 12 月 18日（土）ジャンプアップ大会 

・  2 月 19日（土）駅伝大会  

 

③「なわとび級判定」の活用を促進するため、級判定の「跳び方」を映像

化し、教育センターのホームページへアップする。すでに協力小学校も

決定し、12 月中に撮影予定。3月末にホームページへアップ予定。 

重点課題４ 
【中学校へのスクールランチの導入などにより、 
子どもたちの体力と健康づくりを進めます】 

進捗状況 



２．食育の推進 

■ スクールランチなどの導入推進 

①  市町村への支援により、新たに中学校３３校でスクールラン

チなどの導入推進を図ります。 

 

② 成功事例の紹介などを通じて、更なる導入を推進します。 

（今後の実施目標） 

既給食実

施校 

（ ～ Ｈ ２

０） 

スクールラ

ンチ等 

事業実施校

（Ｈ２１） 

スクールラ

ンチ等 

事業実施校

（Ｈ２２） 

スクールラ

ンチ等 

事業実施校

（Ｈ２３） 

合計 

３６校 ＋３２校 ＋３３校 ＋４５校 １４６

校 

 

  

■ スクールランチなどの導入推進 

① 平成 21 年度実施中学校 32 校 
  平成 22 年度スクールランチ等事業交付決定済中学校 13 校。 

  

② 導入事例（吹田市、富田林市）を府ホームページへ掲載。 
その他、市町村の担当課長会議や学校給食・食育研究協議会等におい

て、中学校給食等をテーマに研修協議を実施。あわせて、スクールラン

チ実施市町村連絡会議を開催し、円滑な事業実施に向け意見交換等を実

施。 

 

 

３．喫煙・飲酒・薬物乱用の防止教育の推進 

■ 学校における取り組みの推進 

児童生徒の喫煙、飲酒、薬物乱用の有害性・危険性の理解を深

めさせるとともに、「断る勇気」など判断力や行動力を高めるような

取り組みを推進します。 

① 健康医療部や府警察本部、青少年課と連携し、全ての中学校

（291 校）、高等学校（158 校） 

 で薬物乱用防止教室を実施します。 

 

② 府警察本部、青少年課と連携し、全ての小学校（623 校）で非

行防止教室を実施します。 

 

■ 学校における取り組みの推進 

 

 

 

① 薬物乱用防止教室 
中学校は 10 月末時点で 191 校（65.6％）、高等学校は 11 月末時点で

135 校（85.4％）が実施済。 

 

② 非行防止教室 
 10 月末現在で、小学校 423 校で実施済。 

 

 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

◆ 「なわとび級判定」や子ども元気アッププロジェクト事業  

の種目など、体育の授業以外で体力向上に係る取組みを継

続的に実施している小学校の割合で全国平均の約６５％を

めざします。  

    

 

 

 

 

 

（参考）平成 21 年度「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果 

 

※年度末に調査予定。 

「体力向上」

43.3

66.7

0

20

40

60

80

100

小学校

( %)
府

全国



 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

１．校長・准校長のマネジメント力の向上 

■ 府立学校経営の新たな仕組みづくり 

① 府立学校運営におけるＰＤＣＡサイクルを確立する

ため、学校経営に対する点検・評価・改善システムを構

築（H22 年度中）し、全ての府立学校において、学校経営

計画を策定します（H22 年度末）。  ※進学指導特色校等

（13 校）については、先行して、６月に学校経営計画を

策定 

② 新年度の学校経営や学校体制づくりを早期に構築で

きるよう、校長等の異動内示を早めます 

■ 府立学校経営の新たな仕組みづくり 

①  全ての府立学校が、ＰＤＣＡサイクルによる学校経営を確立するため、

学校経営計画（以下、「計画」という。）を策定して学校の中期的目標と該

当年度の重点目標を策定するとともに、計画の実施状況について評価を行

い、課題のさらなる改善に向けた次年度の「計画」策定につなげていくシ

ステムを導入することとした。 

≪今後の予定≫ 

1 月末まで：校長・准校長が府教委事務局に「計画」（案）を提出。 

２月：府教委事務局による指導・助言。 

３月末：「計画」を府教委事務局に提出。 

 

② 校長等(管理職、指導主事、教員)の異動内示を 3月上旬に行うこととした。 

※ 昨年度までの内示は、教員は 3月中旬、管理職等は 3月下旬に行っていた。 

 

 
 
 
 
 
 
 

重点課題５ 
【学校組織の活性化に向けた取組みを進めます】 

進捗状況 



■ 多様な人材の校長への登用 

民間人や行政職、若手教員からの校長への積極的な登用に

向けて取組みます。 

（参考：平成 21 年度より、校長の受験資格を 35 歳以上に

した） 

（H22 年度） 民間人・校長 OB 等 

（任期付） 

教諭・行政職等 

府立学校 １～２名（公募予定） 若干名 

小・中学校 ４名（公募予定） 若干名 

 

 

■多様な人材の校長への登用 

≪民間人・校長 OB 等（任期付）≫ 

 ・平成 22 年 6～7 月 公募実施。 

・平成 22 年 12 月 採用予定者決定。 

           （小学校 2名、中学、高校各1 名） 

 

≪教諭・行政職等≫ 

現在選考中。 

 

※ 行政職については、平成 23年 1月公表予定。 

※ 教諭等については、平成 23年 3月公表予定。 

  

■ 若手教員からの教頭等への登用 

若手教員の意識を高め、学校組織の活性化を図るため、教

頭等（教頭・首席・指導教諭・指導主事）への志願者を増

やします。 

（平成 22 年度） 全志願者数に対する 40 歳代前半までの

志願者数 25％ 

 

■ 若手教員からの教頭等への登用 

 

※ 現在選考中。平成 23 年 3月公表予定。 

２．学校における業務改善の推進 

■ 校務の効率化の検討 

ICT 機器を有効に活用した校務の情報化・効率化等を検討

し、業務改善を図ります。 

 ・ワーキングの実施 

 ・ICT 機器の有効活用方策を策定 

 

■ 校務の効率化の検討 

≪ワーキングの実施≫ 

5 月に「ICT を活用した校務の情報化・効率化に関するワーキンググループ」

を設置。その中に、校務運営ツールの開発を行う「研究開発」分科会を立ち

上げた。（これまで、分科会会議を 5回開催。） 

 

≪ICT 機器の有効活用方策の策定≫ 

校務の情報化・効率化に向けて、府立高校３校にＩＣＴ環境の活用に関す

る研究を依頼し、その成果を全府立学校で共有するために、12 月に教育セン

ターで実践発表会を実施予定。 

 



《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

◆ 全ての府立学校において、学校単位の PDCA サイクルを

確立し、学校のマネジメント力を強化します。 

 

※学校経営計画など準備中。 

 

 



≪参考１≫「全国学力・学習状況調査」の状況  ≪小学校≫  ※教育長マニフェスト解説 12 関係 

【正答率】 

 

 

 

【無回答率】 

 

 

 

【「国語の授業の内容がわかりますか」の問い

に対して、「当てはまる」または「どちらかと

いえば当てはまる」と答えた子どもの割合】 

 

【「算数の授業の内容がわかりますか」の問い

に対して、「当てはまる」または「どちらかと

いえば当てはまる」と答えた子どもの割合】 

 

【家庭で 30 分以上学習している割合】 

 

 

 

【復習をする習慣がついている割合】 

 

 

 
【毎日、朝ごはんを食べている子どもの割合】 

 

 

【近所の人に会った時は、あいさつをしてい

る子どもの割合】 

 

【1 日の中で、全く本を読まない子どもの割合】 

 

 
 

 



 

【昼休みや放課後、学校が休みの日に、本を読

んだり、借りたりするために、学校図書館・室

や地域の図書館へ行く子どもの割合】 

 

 
 

【ＰＴＡや地域の人が学校の諸活動に対する

ボランティアとしてよく参加してくれると回

答している学校の割合】 

 

 

 

 



≪参考２≫「全国学力・学習状況調査」の状況  ≪中学校≫  ※教育長マニフェスト解説 12 関係 

【正答率】 

 

 

 

【無回答率】 

 

 

 

【「国語の授業の内容がわかりますか」の問い

に対して、「当てはまる」または「どちらかと

いえば当てはまる」と答えた子どもの割合】 

 

【「数学の授業の内容がわかりますか」の問い

に対して、「当てはまる」または「どちらかと

いえば当てはまる」と答えた子どもの割合】 

 

【家庭で 30 分以上学習している割合】 

 

 

 

【復習をする習慣がついている割合】 

 

 

 
【毎日、朝ごはんを食べている子どもの割合】 

 

 

【近所の人に会った時は、あいさつをしてい

る子どもの割合】 

 
 

【1 日の中で、全く本を読まない子どもの割合】 

 

 
 



 

【昼休みや放課後、学校が休みの日に、本を読

んだり、借りたりするために、学校図書館・室

や地域の図書館へ行く子どもの割合】 

 

 
 

【ＰＴＡや地域の人が学校の諸活動に対する

ボランティアとしてよく参加してくれると回

答している学校の割合】 

 

 
 

 

 



≪参考３≫ 教員のＩＣＴ活用指導力の状況（平成 22 年 3 月現在：文部科学省調査）  ※教育長マニフェスト解説 13 関係 

 

   
 

≪参考４≫ 府立高校（全日制＋定時制）の就職内定率の推移  ※教育長マニフェスト解説 18 関係 

 
 

≪参考５≫ 府立高校（全日制の課程）の中退率の推移  ※教育長マニフェスト解説 19 関係 

 

 

 



 



 

監査委員事務局長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
 

■監査委員事務局長コメント 
 

 

 

 

■総括表 
戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】監査法人等の活用による監査機能の充実・強化 
 

 

  
平成 22 年度前半の本庁監査において、監査法人の外部性や専門性を活用するとともに、他府県交流職員も含め監査委員事務局職員の監

査と相乗効果を発揮することができ、監査の視点や対象範囲が広がるとともに、将来負担など多様な分野において前年度を大きく上回る監査

結果を残した。 

 監査法人等と事務局職員とのベストミックスによる監査機能の充実強化について計画を上回るペースで進捗している。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 

（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 

（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 

（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■監査法人・公認会計士等の活用 

○定期監査の一部を監査法人に委託し、府民の目線と専門

性を活かした監査を実施します。 

（取組内容）総務部・環境農林水産部・都市整備部・住宅ま

ちづくり部・会計局・水道部の本庁・出先機関、財政的援

助団体等〔解説 1〕の監査を委託。 

○事務局職員のスキルアップと組織の活性化を図ります。 

  （取組内容）事務局に公認会計士等を 2名配置し、府職員 

と協働。京都府、和歌山県と人事交流を実施。 

○財政健全化比率等の審査、一般会計等の決算審査を監査 

法人に委託し、行財政構造に切り込む審査を実施します。 

 

 

○リスクが高い補助金の事務の執行を重点事項として監査し 

ます。 

 

○事業・制度そのもののチェックを行うとともに、事業効果や 

費用対効果の検証を実施します。 

 

○ 監査法人に本庁６部局の定期監査を委託して実施済。 

  １０月からは財政的援助団体等及び６部局の出先機関の監査に着手。 

 

 

 

○ 公認会計士等２名及び京都府・和歌山県の交流職員とともに定期監査を実施。 

  監査法人に一部の定期監査を委託しているが、行政監査の視点から監査法人

と協働して監査を実施し、相乗効果をもたらしている。 

○ 財政健全化比率等の審査、一般会計・特別会計の決算審査、公営企業会計決

算審査を監査法人に委託して実施。 

  将来負担に留意した委員意見を付するとともに、審査結果の表現についても、

民間準拠の表現に改めた。 

○ 内部統制に関する調査（平成２１年度実施）の結果、最もリスクが高いと認識さ

れていた補助金に係る事務執行を共通重点事項として全庁・出先機関で実施して

いる。 

○ 地下河川事業の検証を求めるなど事業の再検証やインターネットデータセンタ

ー、保健所Ｘ線撮影業務のあり方など委員意見を付した。 

■府民の目線から監査を実施 

○外形的公正性を高め、身内意識を排除します。 

 

 

○隠れた損失をチェックします。 

 

○府民への説明責任を果たします。 

 

○ 監査法人による監査、他府県職員との人事交流、公認会計士等の活用により、

外形的公正性を高め、監査法人等と事務局職員のベストミックスを目指して監査

を実施している。 

○ 道路公社の出資金の毀損及び追加負担のおそれや金融新戦略の将来負担、

社会福祉協議会への貸付金の毀損などについて指摘。 

○ 監査結果の公表に際して、行財政運営の観点等から代表的な事例の要約を添

付して報道発表。 

 

重点課題１ 
【監査法人等の活用による監査機能の充実・強化】 

進捗状況 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

■府の全機関、財政的援助団体等の監査及び決算・財政 

健全化指標審査の充実 

H22.4～  定期監査の実施（本庁 16 部局で実施予定） 

H22.10～ 定期監査の実施（出先機関 323 機関で実施予

定） 

H22.10～ 財政的援助団体等監査の実施（29 団体で実

施予定） 

H22.8～10 決算・健全化指標審査の実施 

       ・一般会計・特別会計（全 11 会計）で実施 

       ・公営企業会計（全 5会計）、公営事業会計

（全５特別会計）で実施 

○ 本庁各部局における定期監査における監査結果の充実。 

           平成２２年度前半    平成２１年度前半 

    委員意見        ５３件            １４件 

    指摘事項        ２６件            ２７件 

    指示事項         ８件             １件 

○ 出先機関及び財政的援助団体等については１０月から監査に着手。 

    出先機関 64 機関 財政的援助団体等 ７団体 実施済。 

○ 健全化判断比率等審査意見書においては、実質公債費比率の今後の状況に

ついて、影響の大きい減債基金への積立不足額の影響を念頭に懸念を指摘。 

○ 一般会計・特別会計及び公営企業会計決算審査においては、将来負担に着目

して意見を表明するとともに、公営企業会計決算審査においては、従来の「おお

むね適正」から「下記の事項を除き、法の財務規定等に準拠していないと認めら

れる事項なかった」等と民間準拠の表現に改めた。 

■監査結果のフォロー 

○分かりやすく公表します。 

 

 

○前年度監査結果に対する措置対応状況を検証します。 

 

○ 監査結果については、行財政運営に関するものや経済性・効率性・有効性の観

点から特徴的な事例を要約して報道資料提供を行うなどわかりやすい公表に努

めた。 

○ 前年度以前の監査結果に対する措置状況については、毎年度措置が終了す

るまで報告を求め、監査において状況を確認してきた。 

■さらなる体制の充実を検討 

○交流人事の拡大 

○外部専門人材の管理職への登用 

 

○ 堺市との人事交流について合意。 

○ 公認会計士の管理職任用に向けて、平成２２年１１月に公募を実施し、３名の

応募があり合格者１名を決定。 

 

 

 

 

 



 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

監査結果を府政改革の促進につなげます。 

 自治体経営監査を目指し、結果等を積極的に公表するとと

もに、措置状況のフォローを行うことにより、府政改革を促進

し、府民の信頼度の向上を図ります。 

 

○ 監査法人への委託等により、監査の独立性・専門性を高めるとともに、行財政

運営の健全化に資するよう経済性、効率性、有効性の観点や民間の視点を踏ま

え、制度・事業そのものなど監査の視野を広げて多くの監査結果を出した。 

 ① 将来負担等のチェック 

  将来負担・資産の減少  

・ 道路公社出資金 911 億円の毀損と追加負担最大 150 億円のおそれ 

・ 土地開発公社未利用代替地の処分損に係る補助見込み額 33 億円 

   ・ (社福)大阪府社会福祉協議会への貸付金（かけこみ緊急資金）約20億円の

うち、約 15 億円が回収不能の可能性 

 ② 外部性・専門性の活用 

  民間の視点 

   ・ のぞみ号の利用を認めるとともに割引運賃利用等の清算を検討すべき 

   ・ 土地の鑑定評価業務に競争入札を導入するとともに、少額資産の場合のコ

スト意識を指摘 

  監査の専門性（企業会計における財務規律） 

   ・ 回収可能性の低い違約金や損害金を収益計上し、未収金に計上 

   ・ ビル賃借料、清掃業務委託料、コンサルティング業務委託料を資産計上 

   ・ 退職給与引当金が本来の必要額ではなく、過去の時点での積算を時点修 

   正 

 ③ 新たな分野・事項に係る監査 

  施策の推進状況のチェック 

   ・ 部局長マニフェストに掲げられた薬物乱用防止対策の予算措置、取組が不

十分 

財務規律のチェック 

   ・ 企業会計から一般会計等への貸付条件や返済期限の定めのない長期貸付

金 197 億円 

   国庫 100％事業のチェック 

・ ＩＣＴ環境整備事業による教員数を上回る業務用パソコンの配置(1.7 台/人) 

  行財政運営体制のチェック 

   ・ 保健所診療放射線技師、都市整備部本庁運転手に係る業務の見直し 

 



 

 ④ 経済性、効率性、有効性の観点 

   ・ 利用度の低いラフォーレ倶楽部への預託金 69 百万円 

   ・ 府警電子申請（安全運転管理者等届出）の年間維持管理経費 16,459 千円

に対して利用件数２件 

・ 港湾局のガントリークレーン３基の年間維持管理経費 42,000 万円に対して

使用料収入 10,000 千円 

 ⑤ 全庁共通課題 

  使用許可・使用料 

   ・ 運転免許試験場の自動販売機、食堂、売店等の使用許可の早期公募 

  指定管理者制度 

   ・ 指定管理者制度に応じた事務決裁規程の整備 

 

○ 監査結果に対する措置状況 

  上記以外のものを含め、監査結果に対して既に多くの措置が講じられており、そ

の主なものは以下の通りである。 

 ① 胃集団検診・大腸検診等委託業務の一般競争入札への変更 

    → 平成 23・24 年度実施分を一般競争入札実施済 

 ② 利用が低調なラフォーレ倶楽部への預託金の見直し 

    →  ラフォーレ倶楽部を２月末で退会手続き実施済 

 ③ 医師会への委託契約における再委託契約の承認手続き 

    → 平成 22 年度委託契約について文書での承認手続きを実施 

 ④ 証紙収入の一般会計への振替漏れ 

    → 一般会計へ振替手付きを実施 

 ⑤ 大阪府民の森の公の施設の使用料 

    → 平成 22 年９月定例議会に条例改正案を提出 

 ⑥ 流域下水道維持操作事務補助金に係る提出書類の不備 

    → 平成 19・20 年度分について市から提出済、21 年度分は 12 月頃を予定 

 ⑦ 港湾施設使用料の二重調定 

    → 納付済であることを確認のうえ、調定減額済 

 ⑧ 通勤手当・扶養手当・住居手当・旅費の支給誤り 

    → それぞれ適正な事務処理に改め、戻入・追給処理済 

 
 
 



 

 

人事委員会事務局長マニフェスト・進捗状況チェックシート 
 

■人事委員会事務局長コメント 

 

 

 

 

■総括表 
戦略課題 進捗状況 

【重点課題１】人事委員会広報の戦略的な実施  

【重点課題２】職員採用試験問題の公表  

【重点課題３】給与制度に関する研究  

・ 人事委員会が、その役割を十分に果たすことができるよう、人事委員を補佐するとともに、事務局の業務が円滑に進む
よう最大限努力しています。 

・ 人事委員会の活動や役割を、より早く、よりわかりやすく府民に伝えるよう、人事委員会の議事概要の人事委員会ホー
ムページへの掲載時期を早めるとともに、その内容をできるだけわかりやすく記述するなど、広報の充実に努めていま
す。 

・ 府職員の給与等の勤務条件について、わかりやすい資料作成を行い、府民の理解を得られるよう努力しています。 

【進捗状況】 

・・・目標達成／計画以上に進んでいる 
（目標達成済み／計画を上回るペースで取り組みが
進んでいる／概ね目標達成のメド（８割以上の進捗）
がついた など） 

・・・ほぼ計画通りに進んでいる 
（目標達成に向けスケジュールどおりに進んでい
る／目標の５割以上を達成済み など） 

・・・計画通りに進んでいない 
（想定したスケジュールどおり進んでいない／目
標の達成が困難な見通し など） 

 



 

 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

わかりやすい資料作成に努め、積極的な資料提供を行い、府民理

解を得ます。 

 （取組内容） 

積極的な資料提供の実施、委員会開催概要の資料提供など       

人事委員会ホームページの更なる充実 

委員会開催概要を開催後２週間（土日祝休日を除く１４日後）以内に人事委員会ホームペ

ージで記事を搭載している。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

人事委員会ホームページへの記事登載時期の早期化を図ります。 
 Ｈ２１年度 最長2週間⇒Ｈ２２年度 最長2週間（全項目の達成） 
 委員会開催状況の一部搭載内容により目標期間の超過 

委員会開催後、２週間（土日祝休日を除く１４日後）以内の記事登載を実施できている。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

当初のマニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

人事委員会の役割に対する府民認知度の向上を目指します。 

府民認知度 28.3% （H22.4 月実施） 目標設定 35% を目指す。 

― 

(平成２３年３月にアンケートの調査結果がでるので、その時点で結果を記載) 

重点課題１ 
【人事委員会広報の戦略的な実施】 

進捗状況 



 

 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

公表を前提にした職員採用試験問題の独自作成を開始します。 

 ［独自問題作成率]    Ｈ２０ 約３割 ⇒ Ｈ２２ 約７割 

公表を前提にした職員採用試験問題について、独自作成を行った。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

人事委員会が実施する採用試験（大学卒程度・社会人主事級・社会人主査

級・高校卒程度）の問題について、平成２２年度から持ち帰り公表を行います。 

６月に実施した採用試験（大学卒程度・社会人主事級・社会人主査級）及び９月に実施した

採用試験（高校卒程度）の問題について、持ち帰り公表を行った。 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

当初のマニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

府民に対する透明性の確保を図ることにより、多様な人材を確保します。 ― 

 

重点課題２ 
【職員採用試験問題の公表】 

進捗状況 



 

 

 

 

 

 

 

《その実現に向けて、今年度何をするのか？～施策推進上の目標》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

独自給料表の検討 

府の組織にふさわしい独自の行政職給料表を秋の勧告で示せるよ

う、検討を進めます。 

・府の組織にふさわしい独自給料表を来年度当初から導入するための勧告を準備中。 

給与制度の研究 

昨年末にとりまとめた「給与に関する調査・研究報告」の成果を全

国に発信し、議論を巻き起こします。 

また、賃金センサスの研究など、引き続き、独自の研究を進めま

す。 

・調査・研究報告の成果を合計７回にわたり、全国に発信済。近畿連携体制による共同研

究に向けて準備中。 

・最新の賃金センサスデータを入手し、昨年と同様、独自の分析・研究を実施中。 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトプット》 

マニフェストの内容 22 年 11 月末日現在の進捗状況等 

独自給料表を検討します。 

 ○勧告で掲載する給料表について、H２１年度は教育職だけであ

ったが、 H２２年度は教育職と行政職を示すことができるよう検

討 

・本年 4 月時点の民間との給与較差は、概ね均衡しており、秋の勧告では、月例給の改定

を見送ることとしため、給料表は明示していない。 

・来年度当初からの独自給料表の導入に向けた勧告で、給料表を具体的に明示するよう

検討中。 

「給与に関する調査・研究報告の成果を積極的に発信します。 

○全国人事委員会連合会等への発信 

 H２１年度 報告時に HP に搭載 

  ⇒ H２２年度 会議等の場で 7 回以上発信 

・既に目標回数を達成。 

 

 

重点課題３ 
【給与制度に関する研究】 

進捗状況 



 

 

《その取組みにより、何をどのような状態にするのか？～アウトカム》 

◆年度当初の目標設定時点には初期値がないため、目標値・水準を設定できなかったもの 

当初のマニフェストの内容 府民意識調査を踏まえた業績目標の設定 

人事委員会の給与業務に対する府民の理解を深めます。 

※府民意識調査を実施し、業績目標を設定します。 

― 

(平成２３年３月にアンケートの調査結果がでるので、その時点で結果を記載) 

 


